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報　告

平成 20 年度観測データ利用技術検討会報告

観測部観測課観測システム運用室

はじめに

　本会議は，平成 19年度までは「観測データ高

度利用技術担当者会議」として開催されていたも

のである．

　平成 18年度では，新しいレーダー観測資料の

利用に関する検討，レーダー三次元データ，レー

ダーエコー指数の利用に関する検討を行った．平

成 19年度には，レーダーデータの品質の強化に

対する取り組み，レーダーエコー指数の性質の把

握と利用のあり方を検討した．平成 20年度は検

討する観測データの範囲を広げ，会議の名称を「観

測データ利用技術検討会」と改称し開催した．

　平成 21年 6月の交通政策審議会気象分科会「局

地的な大雨による被害の軽減に向けた気象業務の

あり方について」では，「気象庁は，国民の防災

と安全･安心に対する要請に応えるよう引き続き

努力する必要がある．このため，最新の気象学の

知見，情報通信･処理技術，リモートセンシング

等の観測技術を取り入れ，局地的な大雨も含め台

風・集中豪雨等に対する観測･予測システムと気

象情報の改善を計画的かつ着実に進めていくべき

である．」とされ，局地的な大雨を迅速・確実に

監視する有力な観測システムの一つは，気象レー

ダーであるとしている．

　レーダーデータから作成される「解析雨量」は

防災情報としてリアルタイムに利用されるととも

に，「解析雨量」は「土壌雨量指数」や，「流域雨

量指数」等の算出に利用されており，その元とな

るレーダーデータの品質管理の重要性はますます

大きくなっている．

　このような中，本検討会では平成 19年度から

継続して，レーダーデータの品質に影響を与えて

いる地形エコー等について，地方側からの報告を

受け，本庁からはこれまで実施してきた地形エコ

ーに対する対策と，今後実施を予定している対策

について説明を行うこととした．

　さらに，レーダー三次元データを元にして各種

指数を計算し，RISS（気象レーダーデータ共有

装置），RaDAMoS（レーダーデータ解析監視シ

ステム）等により提供しているが，これが調査研

究等にどのように利用されているかの報告があっ

た．これについては，今後の本庁における技術開
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発に役立つものと期待される．また本庁から，予

報部と意見交換をしつつ開発している，各種指数

と数値モデル結果を利用した新たなプロダクト

（雹
ひょう

域，ブライトバンドの検出アプリケーション，

レーダーエコーシミュレータ，発雷直前予測）の

紹介を行い，現場での実利用について議論を行っ

た．

　新しい観測データの利用の取り組みとしては，

数値予報モデルに新たに利用される予定となっ

ている GPS 可降水量について，利用するための

共通ツールを紹介するとともに，地方側からも

GPS 可降水量と雨量との関連調査結果の発表を

行った．気象衛星センターからも新しい観測デー

タの利用の取り組みの紹介があった．

　貴重な調査事例を検討会の席上だけの発表だけ

にとどめるのは惜しいため，ここで，本検討会に

おける発表内容を取りまとめる．これらが，今後

の業務の一助となれば幸いである．

＊ 安齋　良悦（観測システム運用室）

1．レーダーデータの品質管理の強化に対する

取り組み

1.1　これまでの取り組み＊

　レーダーデータを利用したプロダクトは，リア

ルタイムの防災情報として非常に重要な資料であ

り，特に，解析雨量や土壌雨量指数等は，気象情

報を発信するための基礎資料となっている．レー

ダー観測での地形エコーの消え残りは，解析雨量

や土壌雨量指数等のプロダクトに直接影響を与え

てしまう．そこで，地形エコーの出現状況の実態

を調査し，適切な処置を行い，レーダーデータの

より一層の品質向上を図る必要がある．

　平成 17 年度，気象レーダー観測処理システ

ム（ROPS）の運用が開始され，東日本 11レーダ

ーについては，レーダーデータの品質管理とし

て，新しい MTI 方式の採用，クラッタマップ等

による自動品質管理（AQC）が行われた．また，

本庁観測現業での観測者による品質管理（レン

ラク報や強制 NoEcho，予報担当者への解説等の

HQC）が行われている．これにより，レーダー

データの品質は，従来と比較し向上しているもの

の，全ての地形エコーを消去するに至っておらず，

解析雨量に反映されることがしばしばあり，予報

作業上さらなるデータの品質向上が要望された．

平成 19年度の観測データ高度利用技術担当者会

議において，レーダーデータの品質向上に向け，

この課題について討議を行った．この会議結果を

受け，本庁・地方が，レーダーデータの品質向上

に向けた取り組みを行っているところである（第

1.1.1図参照）．

【平成 19年度の観測データ高度利用技術担当者会

議のまとめ】

　レーダーデータの品質向上に向けて，地形エコ

ーの消え残りが確認された場合，本庁ではレンラ

ク報による周知・強制 NoEcho・予報中枢への解

説を行っている．また，AQC としてクラッタマ

ップによる対処等の現状が報告され，地方からは

先行して整備された東日本レーダーを中心に解析

雨量への影響，消え残り等について実態調査の報
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第 1.1.1図　これまでの取り組み

告が行われている．今後，更なる改善に向けて

の討議を行い，その結果，本庁では，AQC とし

てクラッタマップの追加設定やこの機能の改善，

HQC としては，品質管理ツールの開発 / 品質管

理情報の充実を進めていき，同時に地方でも，レ

ーダーの性質を意識し，品質管理情報を利用する

こと，さらに品質管理ツールの提案を行う等，地

方・本庁側での役割分担が確認され，共通認識を

持ち情報交換しながら作業を進めていくこととし

た（第 1.1.2図参照）．

第 1.1.2図　平成 19年度観測データ高度利用技術担当者会議のまとめ
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【今年の検討会では】

　本検討会では，昨年の会議を受け，その後の取

り組みから品質向上に向けた意見交換を行った．

1.1.1　昨年の会議以降の取り組み

　ROPS が整備された西日本レーダーによる地形

エコー等の異常値の報告（原因を含め）を主に，

本庁では，クラッタマップの更新を，年 2回実施

し，対処した．また，クラッタマップ機能の改善

として，ROPS センターシステムのクラッタマッ

プ二重化処理（1.2.6.2参照），無効値マップ処理

（1.2.6.4参照）の機能を追加した．さらに，品質

管理ツールとして，ブライトバンド，雹などの特

異エコー検出 WEB（2.3.1参照）の開発，公開を

予定している．今後の取り組みとしてレーダーエ

コーシミュレータの開発（1.4.1参照）を進めて

おり，さらに，IQ データ収集・評価装置を整備

し，ドップラーレーダーのデータ評価（1.4.2参照）

を進めている（第 1.1.3図参照）．

1.1.2　調査報告

　地形エコーの出現状況，注警報作業における地

形エコーの影響具合，さらにレンラク報の有効性

について，事前に本庁から各管区・沖縄気象台に

調査を依頼し，本検討会にて報告を行っていただ

いた．

　なお，西日本レーダーでの地形エコーの出現調

査は，ROPS 整備後の初めての調査報告である．

1.1.3　意見交換

　地方からの調査報告を踏まえ，品質管理強化に

向けた以下の点について意見交換を行った．

• 適切な自動品質管理（クラッタマップの最適

化などの AQC）
• 適切なレンラク報等の観測情報の提供（HQC）
• 新たな自動品質管理ツールの開発について

1.1.4　今後の取り組みとして

　今回の調査発表・意見交換を受け，地方・本庁

共に，現状の問題意識の共有化が行われ，本庁は

現状の機能を利用し，AQC としてクラッタマッ

プの適切な設定や，HQC として非降水エコー観

測時のレンラク報による周知や予報中枢への電話

連絡等の充実，さらに品質管理ツール（ブライト

バンド等の特異エコー検出 WEB）の開発を進め

ていくこととし，地方は，引き続き，異常値やそ

のメッシュの原因（風車など）について調査報告

や情報提供等を本庁に行うことを確認した．

第 1.1.3図　平成 20年度観測データ利用技術検討会の内容
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1.2　調査報告

1.2.1　仙台レーダーで観測した高層ビルの虚

像エコーについて＊

1.2.1.1　これまでの経緯

　仙台レーダーではサイト西側近傍（約 1km）に

ある高層ビルの反射による放射状の虚像エコーが

日本海側に出現することがあり，2002年 5月の

レーダー観測仰角値と仰角合成テーブルの変更

（毛利ほか，2003）や 2003年 11月のクラッタ減

算処理による虚像エコーの抑制（毛利，2004）に

より対処してきた．

　2005年 11月の ROPS 運用以降は，山頂や風車

等の構造物によるエコーについてクラッタマップ

へ適応しているものの，ここ数年はレーダーサイ

ト西側の市街地に新たな高層ビルが建設され（第

1.2.1.1図），クラッタマップに登録されていない

格子で虚像エコーが現れるようになった．

1.2.1.2　新たに観測された虚像エコー

　今年度の検討会のために配布されたレーダーエ

コー調査資料（2008年 4月から 10月）から，虚

像と判断できた事例を 25件抽出した（第 1.2.1.1
表）．虚像エコーは，仙台レーダーを中心として

放射状にのびており，エコーのセルが周囲の降水

エコーと逆方向へ移動するなど判別の容易なもの

を選択した．出現場所は，事例によって違いはあ

＊ 鹿野　義明（仙台管区気象台技術部観測課，現　福島地方気象台技術課）

第 1.2.1.1図　仙台レーダー西側の市街地（2008年 12月 20日　庁舎 10階から撮影）

るものの，山形県村山と置賜の境界，山形県庄内

沖，新潟県下越及び下越沖であった（第1.2.1.2図）．

なお，降水強度は最大で 8mm/h が観測された．

第 1.2.1.1表　虚像が出現した事例数（2008年　月別）

第 1.2.1.2図　2008年 9月 22日の事例（山形県村山～

下越～日本海に直線状のエコーが観測さ

れた）
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1.2.2　大阪管区における地形エコー出現調査＊

　2008年 4月から 10月のレーダーデータを利用

して，各月，大阪管区内の各レーダー，降水強度

レベルごとに観測されたエコー出現回数の積算図

を作成し，周辺と比較し突出したメッシュを調査

した．

　2008年 4月から 10月のレーダーデータを利用

して，各月，大阪管区内の各レーダー，降水強度

レベルごとに観測されたエコー出現回数の積算図

を作成し，周辺と比較し突出したメッシュを調査

した．

　大阪レーダーのエコー積算出現回数の図を示す

（降水強度レベル 1（第 1.2.2.1図），降水強度レベ

ル 3（第 1.2.2.2図））．

　大阪レーダーでは，徳島県，滋賀・岐阜県境，

兵庫県に突出したメッシュ（地域）が見られた．

これらのメッシュでは降水強度，レベル 1（0.33
－ 1.00，単位は mm/h　以下同）では周辺より出

現回数が少なく，レベル 2（1.00 － 2.00），レベ

ル 3（2.00－ 4.00）では周辺より出現回数が多く

なる傾向が見られる．この地域は山地で周辺に構

造物はなく，地形をとらえたエコーが影響してい

るものと考えられる．

　第 1.2.2.1表は第 1.2.2.3図の徳島県内の突出格

子含む 11 × 11格子の降水強度レベル 1のエコー

出現回数を表にしたものである．この表から格子

内のエコー出現回数がおおむね 1000回以上観測

されているにもかかわらず該当の格子では 660回
しか観測されず少なくなっていることがわかる．

逆に第 1.2.2.4図及び第 1.2.2.2表のエコー強度レ

ベル 3の同一格子を見ると，周辺格子では 550回
程度であるのに対して該当の格子は 865回と多く

なっているのがわかる．

　第 1.2.2.3表は，突出格子の出現回数が周辺格

子に対して，200回以上の差がある場合に「多」，

「少」として降水強度別に示したものである．表

は一事例であるが各格子で降水強度レベル 1のと

きでは，出現回数は周辺格子より少なく，降水強

度レベル 2，3では多くなっていることがわかる．

　このように降水強度レベル 1で周辺より少な

く，降水強度レベル 2，3では周辺より多くなる

現象は他のレーダーサイトの出現回数積算でも見

られ，室戸岬レーダーでは紀伊半島付近，広島レ

ーダーでは大分・宮崎県付近に広範囲に顕著に現

れた．松江レーダーの鳥取・兵庫県境にも見られ

た．これらについても構造物でなく，地形が積算

に影響しているものと考えられる．

＊ 山本　高男（大阪管区気象台技術部観測課）

第 1.2.2.1図　大阪レーダーのエコー積算出現回数

（エコー強度レベル 1）
第 1.2.2.2図　大阪レーダーのエコー積算出現回数

（エコー強度レベル 3）
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第 1.2.2.3図　大阪レーダーのエコー積算出現回数

（エコー強度レベル 1）
第 1.2.2.4図　大阪レーダーのエコー積算出現回数

（エコー強度レベル 3）

第 1.2.2.2表　大阪レーダーのエコー積算出現回数

（エコー強度レベル 3）
　（第 1.2.2.4図における徳島県の枠内メッシュのエ

コー出現回数）

第 1.2.2.3表　同一メッシュにおけるエコー強度別の周辺格子との比較表

第 1.2.2.1表　大阪レーダーのエコー積算出現回数

（エコー強度レベル 1）
　（第 1.2.2.3図における徳島県の枠内メッシュのエ

コー出現回数）
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1.2.3　山口県下関市の解析雨量過大値につい

て＊

1.2.3.1　はじめに

　2008年 8月 8日に，山口県下関市で過大値と

思われる解析雨量の出現について下関地方気象台

から報告があった．

　下関地方気象台からの報告では，過去にも同様

な事例を数回確認していることから，当該地域の

解析雨量の過大値出現状況について調査を行っ

た．

1.2.3.2　福岡レーダーのエコー出現率図

　第 1.2.3.1図は，福岡レーダーの 2008年 4月か

ら 10月までの複数月積算の出現率データ（全レ

ベル及びレベル 14）である．解析雨量の過大値

が出現した格子（格子番号 5131-3061：以後「当

該格子」と呼ぶ）付近は，周辺に比べてややエコ

ー出現率が高いものの，その他のレベルも含めて，

特に高い出現率は見られない．

　このことは，当該格子においては解析雨量の過

大値が出現することはそれほど多くないことを示

唆している．

1.2.3.3　解析雨量過大値の発生事例

　2008年 4月から 10月までの期間において，当

該格子付近で解析雨量に過大値が出現した事例を

抽出した．

　この結果，当該格子付近の解析雨量が周辺格子

と比べて過大と思われる事例が 64事例あった．

　事例ごとにこの時の福岡レーダーのエコーを調

査してみると，全ての事例において周辺の格子よ

り高い強度エコーを観測しており，また，周辺域

には降水エコーがない場合に発生していることが

判明した．

　月別の発生日数は，4月が 3日間，5月が 5日間，

6月が 3日間，7月が 1日間，8月 4日間，9月は

1日間となっている．

　第 1.2.3.1表は，当該格子付近において解析雨

量が 10mm 以上かつ周辺格子では解析雨量無し

の事例である．このような事例発生は，5月から

＊ 馬場　英明（福岡管区気象台技術部観測課）

第 1.2.3.1 図　福岡レーダーのエコー出現率積算図

（2008年 4月～ 10月）

第 1.2.3.1表　解析雨量 10mm 以上が出現した日時と

その時のレーダー雨量強度（格子番号

5131-3061の過大値）
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6月にかけて多く発生していることがわかる．

1.2.3.4　事例の解析

　代表的な事例として次の図を示す．第 1.2.3.2
図は，6 月 12 日 17 時 00 分の解析雨量である．

また，第 1.2.3.3図は解析雨量の過大値の原因に

なった 16時 20分のレーダー降水強度である．ほ

ぼ同じ格子に，エコー強度 201mm/h のエコーが

観測されており，このために 17時 00分に解析雨

量の過大値が出現している．

　これまでの他管区の調査などによると，「好天

時に孤立してエコーが発生するような場合には，

風力発電等の構造物による影響が考えられる」と

のことから調べたところ，この周辺に風力発電施

設が建設されていることがわかった．

　第 1.2.3.4図は，Robs（レーダー（データ）総

合表示プログラム）で表示した 12日 16時 20分
のレーダー画像に，当該施設の位置（緯度・経度

の情報）を入力した図である．

　レーダーエコー強度の過大値が出現している格

子とほぼ同じ場所にあることから，この解析雨量

の過大値は，レーダー観測で当該施設を捕らえた

ために発生したものであると考えられる．

1.2.3.5　異常伝搬による地形エコーとの関係

　当該格子にレーダーエコーの過大値が出現した

のは，4月から 10月までの 7か月間で延べ 17日
間であった．この中で，周辺にエコーが観測され

ているが非降水エコーであると思われる事例がい

くつかある．

　1.2.3.4の第 1.2.3.3図のように，過大値が出現

している格子付近には，エコーがない場合が多い

が，日本海南部や対馬海峡付近に非降水と思われ

るエコーを観測している場合がある．

　これまでの経験から，春先や秋には，比較的に

天気の良い（降水エコーが出ていない）ときに，

対馬海峡や九州の西海上で異常伝搬による非降水

エコーが発生することが多い．

　第 1.2.3.5図は過大値格子のある方位（福岡レ

ーダーの北から 32°の方向）の海抜高度断面図

である．この格子のある 114km 付近には，600m
程度の山があるが，この付近は仰角合成テーブル

第 1.2.3.2図　6月 12日 17時 00分の解析雨量

第 1.2.3.3図　6月 12日 16時 20分のレーダー降水

強度

第 1.2.3.4図　Robs による緯度経度表示画面
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で第 5仰角（0.2度）を使用している．

　第 1.2.3.6図は，6月 12日 09時の福岡の高層観

測データを用いたエマグラムであるが，900hPa
及び 700hPa 付近に逆転層がある．この時の修正

屈折指数の高度変化率が第 1.2.3.7図である．エ

マグラムの 900hPa 及び 700hPa の逆転層付近に相

当する 900m 及び 3,200m 付近の高度変化率が標

準大気の 0.118を大きく下回っており，この高度

付近で電波の屈折が起こったと推測される．

1.2.3.6　まとめ

　今回の調査の結果，降水エコーの中でレーダー

エコーの過大値が発現している事例はなかったた

第 1.2.3.5図　解析雨量過大値方向（32°）の海抜高度

断面図

第 1.2.3.6図　6月 12日 09時のエマグラム（福岡）

第 1.2.3.7図　修正屈折指数の高度変化率（6月 12日
09時　福岡）

め，正常値と異常値の判断は，比較的容易である．

　また，異常伝搬による電波の屈折によるレーダ

ーエコー過大値の発現の可能性が極めて高い 17
日間全ての事例に当てはまることの確認はできな

かった．

　異常伝搬は，電波の屈折率が標準大気と大きく

異なり，電波伝搬の経路が異なることで発生する

ことから，電波の屈折率が標準大気と異なる気団

の流入などによる逆転層や湿度差などによる影響

が大きいと考えられる．このことから，事前に上

空大気の実況や気圧系を予測し，その状態を把握

することでレーダーエコー過大値に対する判断は

可能と思われる．
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1.2.4　沖縄管内における地形エコーの出現状

況調査＊

1.2.4.1　調査結果の概要

　2008年 4月から 10月までの沖縄レーダー及び

石垣島レーダーの地形エコー出現の調査について

レーダーエコー積算表示プログラムを用いて行っ

た．

　各レーダーとも地形エコーの影響は無かった．

しかし，最下層データで局所的な弱いエコー強度

の出現が見られたので，その影響を報告する．

1.2.4.2　沖縄レーダーによる調査

　第 1.2.4.1図に全レベルで積算したエコーの出

現率の分布を示す．図中の丸線囲い箇所に出現率

の高い箇所（出現率 4.84～ 5.53% の橙
だいだい

色）が見

られる．第 1.2.4.2図は強度が 0.33～ 1.00dBZ の

エコーのみを積算したときの出現率分布で，全レ

ベルと同じように丸線囲い箇所で出現率が高く

（出現率 2.26% の橙色～ 2.91% 以上の赤色）な

っている．また，第 1.2.4.3図は積算対象を強度

80.00dBZ 以上としたときの出現率分布であるが，

丸線囲い箇所には出現率が特異な地点は見られな

い．

　各月ごとに見ても，同じ場所で弱いエコー強度

の出現率が高くなっている（図省略）．

第 1.2.4.1図　4月から 10月の出現率（全レベル）

＊ 野嵩　樹（沖縄気象台観測課）

 

第 1.2.4.2図　4月から 10月の出現率

　レベル 1（0.33－ 1.00dBZ）

第 1.2.4.3図　4月から 10月の出現率

　レベル 14（80.00dBZ 以上）

　レーダー降水強度画像を確認しても第 1.2.4.1
図の丸線囲い箇所に，特異な強度のエコーは確認

できないが，最下層データでは，弱い強度のエコ

ーが観測されており，そのとき近隣レーダーサイ

トでは，最下層データにシークラッターが顕著に

出現している（第 1.2.4.4図）．

　なお，この弱いエコー強度出現場所では解析雨

量が 0.4mm/h 解析されているが解析雨量に与え

る影響は小さい（第 1.2.4.5図）．

　第 1.2.4.1図の丸線囲い箇所付近には，石油精

製施設と火力発電所（建設中）がある（第 1.2.4.6
図）．
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1.2.4.3　石垣島レーダーによる調査

　第 1.2.4.7図に全レベルで積算したエコーの出

現率を示す．この図では特異なエコーが出現箇所

は見られない．

　第 1.2.4.8図に強度 0.33～ 1.00dBZ のエコーの

みを積算したときの出現率分布を示す．図中の丸

線囲い箇所の西表島で出現率 3.51% 以上（赤色），

与那国島で出現率 2.73% ～ 3.12%（橙色），伊良

部島で 2.73 ～ 3.12%（橙色）と出現率の高い箇

所が見られる．

　一方，第 1.2.4.9 図には強度 48.00 ～ 56.00dBZ
のエコーのみを積算したときの出現率分布を示す

が，特異なエコーは見られない．

第 1.2.4.4図　2008年 10月 2日 09時 10分
　CAPPI_1km

第 1.2.4.5図　2008年 10月 2日 09時 30分
　解析雨量（赤点線を拡大表示）

第 1.2.4.6図　弱いエコー強度が出現している箇所の地図

第 1.2.4.7図　4月から 10月の出現率（全レベル） 
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第 1.2.4.8図　4月から 10月の出現率

　レベル 1（0.33－ 1.00dBZ）

第 1.2.4.9図　4月から 10月の出現率

　レベル 11（48.00－ 56.00dBZ）

第 1.2.4.10図　2008年 8月 12日 10時 30分
　CAPPI_1km

第 1.2.4.11図　2008年 8月 12日 22時 30分
　解析雨量（与那国島）

　月別の積算表示でも，丸線囲い箇所では，弱い

エコー強度の出現率が高くなっている（図省略）．

　第 1.2.4.8図の丸線囲い箇所について，レーダ

ー降水強度画像の出現状況を確認すると，特異な

エコー強度の出現は確認できないが，沖縄レーダ

ーと同じく，最下層データで弱い強度のエコーが

観測されており，そのときにはシークラッターが

顕著に出現している（第 1.2.4.10図）．

　弱いエコー強度による解析雨量としては，与那

国島と宮古島及び伊良部島で 0.4～ 1.0mm/h の小

さな量であり，解析雨量への影響は小さい（第

1.2.4.11図，第 1.2.4.12図，第 1.2.4.13図）．

　一方，西表島の弱いエコー強度に対する解析雨

量への影響は見出すことができなかった．

　第 1.2.4.8図の丸線囲い箇所付近には，与那国

島では風力発電設備が 2基ある（第 1.2.4.14図）．

宮古島では風力発電設備が 3か所に合計 8基あ

り，下地島には下地島空港があり地上高 33m の

管制塔がある．伊良部島には島の南東部に牧山

（88.8m）がある（第 1.2.4.15図）．

　西表島で弱いエコー強度が出現する場所付近に

は古見岳（標高 469m）があり（第 1.2.4.16 図），

地形の影響で雲が発生発達しやすくなっていると

推察する．
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第 1.2.4.12図　2008年 8月 13日 14時 00分
　解析雨量（下地島と伊良部島）

第 1.2.4.13図　2008年 8月 13日 00時 00分
　解析雨量（宮古島）

第 1.2.4.14図　与那国島の地形と風力発電施設の

場所（赤丸箇所）

第 1.2.4.15図　宮古島周辺の地形と風力発電施設

の場所

　①沖縄電力宮古風力発電実証研究設備 5基
　②沖縄県宮古土地改良事業事務所 1基
　③沖縄電力七又風力発電実証研究設備 2基
　④下地島下地島空港

　⑤伊良部島牧山

第 1.2.4.16図　西表島の地形

　赤丸箇所には古見岳（469m）などの 400m 級

の山がある．
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1.2.5　地形エコー出現状況に関するまとめ＊

1.2.5.1　はじめに

　本検討会に際し，各地方より地形エコーの出現

状況について報告があった．

　本稿においては，これらの異常エコーについて

その全国的な状況をまとめ，原因について考察す

るとともに，現在観測システム運用室が行ってい

るレーダーデータの品質管理の紹介も併せて行う

こととする．

1.2.5.2　地方からの報告

1.2.5.2.1　地形エコーの消え残り

　本検討会に先立ち，各管区・沖縄気象台から地

形エコーの出現状況の調査報告のあった地点は第

1.2.5.1図のとおりである．

　第 1.2.5.1図のうち，灰色の丸で示したものは

地形エコーの消え残りである．

　黒い丸で示したものは，ダムや風力発電所の風

車のような人工物に起因すると考えられるエコー

である．

　人工物に起因するエコーは，スキー場のリフト

や航行する船や航空機など多岐にわたるが，最も

影響力が大きいのは風力発電所の風車によるエコ

ーである．風車によるエコーは強度が強くなおか

つ同じ場所から動かないため 1時間積算強度ひい

ては解析雨量に大きな影響を及ぼすため，除去対

策が急がれている．

1.2.5.2.2　大阪管区より報告のあった過小値

　大阪管区気象台より，各月のレベル別積算値の

うち 1時間積算強度 4mm/h 未満の低いレベルに

おいては，地形エコーの観測される地点は周囲よ

り異常に低い値となり，逆に 1時間積算強度 4～
8mm/h の高いレベルにおいては，同じ地点が周

囲より異常に高い値となる旨が報告された．

　これは，ROPS の信号処理の仕組みに関係があ

るものと考えられる．各サイトで 1次データを作

成する段階の一つのプロセスとして「無効値判

定」がある．これは，あるシグナルのうち，地形

エコーが閾
しきいち

値（CSR：Clutter Signal Ratio）以上で

あると判定したものは，無効値とする処理である．

4mm/h 未満相当のエコーの場合，降水エコーが

弱く，相対的には地形エコーの割合が多いと判定

され，無効値となりやすいものと考えられる．

1.2.5.3　現在の問題点と対応

1.2.5.3.1　現在のシステムにおける大まかな

流れ

　現在の ROPS における自動品質管理の流れにつ

いて紹介する（第 1.2.5.2図）．

　各サイトのデータは，まず MTI マップ処理が

行われる．これは，各サイトのデータについて，

指定した仰角及び地域のデータは強制的にコヒー

レント MTI を適用するというものである．この

MTI マップを適用していないものでも，ノンコ

ヒーレント MTI において地形エコー（グランド

クラッター）がありと判別されれば，コヒーレン

ト MTI 処理がなされ，地形エコーを最大限除去

する仕組みとなっている．

　以上の処理においてもなお消え残るエコーにつ

＊ 安部　俊司（観測システム運用室，現　情報管理室）

第 1.2.5.1図　各管区より報告のあった異常エコー出

現箇所

（黒：人工物によるもの，灰色：地形によるもの，白：

不明）
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いては，そのようなエコーが多発する地点につい

て，センターシステムのクラッタマップにおいて

減算する値を dBZ 単位で指定できるようになっ

ている．

1.2.5.3.2　クラッタマップ

　クラッタマップの変更は，年 2回行っており，

最近では 2009年 3月 24日に行った．

　クラッタマップ適用状況の一例を，第 1.2.5.3
図に示す．

1.2.5.3.3　仰角合成テーブル

　クラッタマップ以外の地形エコー対策として，

仰角合成テーブルの変更という手段もある．

　これは，最低高度面データとして採用する仰角

を，地形エコーが出現しやすいエリアについては

別な仰角に変更するというものである．

　ただし，この方法は高い高度を観測することと

なるため，変更に当たっては，積算データの比較

など事前の十分な検討を要する．

　2008年 11月に行われた，広島レーダーの仰角

合成テーブルの変更の例を第 1.2.5.4図に示す．

1.2.5.4　おわりに

　気象レーダーにおける品質管理は，本庁観測現

業での監視によるもののほか，地方からの情報が

重要である．

　近年，エコロジーへの意識の高まりから風力発

電所の建設が各地で進んでおり，その風車による

第 1.2.5.2図　ROPS 内における地形エコー判別・減算

の概念図

第 1.2.5.3図　新潟レーダーにおけるクラッタマップ

適用の例

第 1.2.5.4図　広島レーダーにおける仰角合成テーブ

ル変更の例

　愛媛県佐田岬半島付近において，最低高度面強度採

用仰角を上げている．（安部・上山（2007）より）
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異常エコーが解析雨量などに影響を及ぼすことが

増えている．

　本庁と地方の連絡を密にし，情報共有すること

が，レーダー品質の向上につながるものであると

考える．

　多忙の中，本検討会のための調査及び報告を頂

いた各レーダー管理官署の皆様に深く感謝を申し

上げる．

1.2.6　クラッタマップ機能の改善について＊

1.2.6.1　概要

　レーダー気象観測における地形エコー等の消え

残り対策としてクラッタマップによる処理を行っ

ている．昨年度の ROPS（気象レーダー観測処理

システム）の改修において，クラッタマップの二

重化処理ができるようになり，品質管理の向上が

可能となった．ここでは，クラッタマップ機能の

改善と無効値マップ処理について紹介する．

1.2.6.2　クラッタマップの二重化処理

　従来，クラッタマップの処理は一つのクラッタ

マップを使用して行っていたが，昨年度の ROPS
の改修において減算処理方法の一部とクラッタマ

ップを一つ追加し，二重化の処理（第 1.2.6.1図）

が可能となった．二重化の処理としては，最初に

クラッタマップをどのように使用するか設定を行

うため，常時使用する・エコーの少ないときに使

用する・使用しないを選択し，その後，足切処理

と減算処理の選択を行う．減算処理では，①真数

減算，及び今回追加した②対数減算・③ミリ減算

の選択が可能となっている．クラッタマップは，

従前の処理（♯ 1），二重化の処理（♯ 2）とも処

理の方法としては同じである．

参 考 文 献

毛利光志（2004）：クラッタ減算処理による虚像エコ

ーの抑制について．レーダー観測技術資料第 52
号，3-1ページ．

安部俊司・上山仁司（2007）：広島レーダー仰角合成

テーブルの改善について．平成 19年度近畿地区

気象研究会，1ページ．

＊ 梅窪　孝（観測システム運用室，現　気象衛星センター情報伝送部施設管理課）

第 1.2.6.1図　クラッタマップ処理

　黄色の部分が追加した処理を示す．
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1.2.6.3　現在検討中のクラッタマップ

　クラッタマップの二重化処理を使用するとどの

ようなことが可能となるか，現在検討中の仙台レ

ーダーの例を説明する．

　仙台レーダーでは，性質が異なる非降水エコー

を観測している．性質が異なる非降水エコーとは，

仙台周辺にエコーがあるときに発生するビルの虚

像（第 1.2.6.2図の赤丸円内）による強いエコーと，

エコーがない晴天時に都市部に発生（第 1.2.6.3
図の赤丸円内）するエンゼルエコー（もやもやと

した弱いエコー）である．現在，ビルの虚像によ

るエコーはクラッタマップ♯ 1で設定し対処して

いるが，エンゼルエコーについては，性質が異な

る非降水エコーのため一つのクラッタマップで一

度に処理することができない．このため，別のク

ラッタマップを用意する必要がある．そこで，今

回追加したクラッタマップ♯ 2を用いてエンゼル

エコー対策を行うことで，性質が異なる非降水エ

コーを除去することを検討している．

1.2.6.4　無効値マップ処理

　1.2.6.2及び 1.2.6.3は，強度におけるクラッタ

マップを使用した処理であるが，ビルの虚像につ

いては，速度観測にも影響を及ぼす．速度に対し

て減算を行うことは不可能であることから，対策

として，無効値マップ処理を適用する必要がある．

　仙台レーダーでの適用例（2007年 3月 30日の

画像）を示す．ビルの虚像による影響が赤丸で示

した部分（第 1.2.6.4図）となっている．そこで，

無効値マップを登録（第 1.2.6.5図）し適用する

処理を対策（第 1.2.6.6図）として行っている．

第 1.2.6.2図　ビルの虚像によるエコー

第 1.2.6.3図　エンゼルエコー

第 1.2.6.4図　ドップラー速度（0.9度）

　　　　　　　（2007/03/30 08:30）
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1.3　注警報作業における地形エコーの影響調

査の報告及び非降水エコー時のレンラク報

の有効性

1.3.1　レーダーデータの異常値が突風危険指

数に与える影響について＊

1.3.1.1　概　要

　2008年 3月 26日に竜巻注意情報の運用を開始

後，10月 31日夕方に，レーダーエコー降水強度（10
分値）の異常値が，突風危険指数に影響を与えた

事例である．

1.3.1.2　竜巻注意情報発表手順と突風危険指

数

　竜巻注意情報は，アデスによる突風情報報知に

よりレーダーエコーデータの動向や信頼性（地形

の影響による過大値，ブライトバンド，異常伝搬

などではないかどうか）を判断し発表する．報知

の判定要因は，「突風危険指数 + メソサイクロン

解析」である．突風危険指数は，1時間ごとのメ

ソ数値予報モデル（MSM）の 突風関連指数（5
種類）と 10分ごとのレーダーエコー降水強度・

頂高度データを用いて計算されている．

　したがって，竜巻注意情報発表には，レーダー

エコーデータが大きく関わっている．また，突風

関連指数の大きさが僅かでも，エコー降水強度が

200mm/h 程度に達すると，突風危険指数として 1
～ 7程度の値が計算される．

1.3.1.3　突風危険指数の異常値

　10月 31日，日本海北部にある低気圧が津軽海

峡付近を東進したが，EHI:0.1，CAPE:139など 18
時の突風関連指数は低かった（第 1.3.1.1図）．

　15時頃から渡島半島の西海上で発達したエコ

ーに対応して，突風危険指数 10前後が数箇所計

算され始めた（第 1.3.1.2図：左上）．その後，16
時 40分に積丹半島でエコーが弱まったにもかか

わらず，突風危険指数 3が計算された（第 1.3.1.2
図（左下））．

　一見レーダーエコー降水強度は，弱く見えるが，

第 1.3.1.3図（左）の拡大図に示すように，1格子

第 1.2.6.5図　無効値マップ

第 1.2.6.6図　無効値マップ処理後

＊ 樋口　敏雄（札幌管区気象台技術部予報課，現　新千歳航空測候所）
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第 1.3.1.1 図 左：2008 年 10 月 31 日 15 時，右：18
時の突風関連指数の予想（MSM：31 日

12時初期値）

第 1.3.1.2図 左：突風危険指数，右：レーダーエコ

ー降水強度

第1.3.1.3図　左：レーダーエコー降水強度の拡大図（第

1.3.1.2図 A点），右：積丹半島の地形図

1格子のみ 191mm/hと過大となっている．

第 1.3.1.4図　16時 40分の RISS断面図

　山頂付近に 50～ 55dBZの強い降水強度のエコーが少量ある．

のみ 191mm/hという過大な値となっていた．

積丹半島は山岳地帯となっており（第 1.3.1.3
図（右）），気象レーダーデータ共有装置（RISS）
の断面図を見ると，山頂付近に少量の 55 ～

60dBZの反射強度の強いエコーがあるだけとなっ

ており，地形エコーによる異常値と考えられる（第

1.3.1.4図）．

よって，16時 40分に計算された突風危険指数

3は，地形エコーが影響した異常値と考えられる．

1.3.1.4　まとめ

　突風危険指数はレーダーエコー降水強度が

200mm/h程度に達すると，突風関連指数の大き

さが僅かでも，1～ 7程度の値が計算される．メ

ソサイクロンランク 3が 100km以内で解析され

ていると突風危険指数 7でも竜巻注意情報報知基

準となる．レーダーデータの 10分値の品質管理

も大切であることを示している．
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1.3.2　地形エコーの過大値が土壌雨量指数に

与える影響について＊

1.3.2.1　概要

　2008年 8月 2日から 3日にかけての夕張市の

事例を報告する（第 1.3.2.1図）．2日に地形エコ

ーのため解析雨量が過大となり，土壌雨量指数も

高く計算された．同指数が下がらないうちに次の

降雨によって，3日夜遅くには大雨洪水警報対象

市町村判定支援システム（KISS）により，土砂

警戒レベル 2（警報に対応）が判定され警報・注

意報作業に影響を与えた事例である．

　なお，この地形エコー対応格子は，2008 年 9
月 30日にクラッタマップに登録済みである．

＊ 樋口　敏雄（札幌管区気象台技術部予報課，現　新千歳航空測候所）

第 1.3.2.1図　夕張市の位置

第 1.3.2.2図　上：地上天気図，下：850hPa 面天気図

第 1.3.2.3図　アメダス日降水量（2日）

第 1.3.2.4図　室蘭 WPR（2日 09時～ 15時）

　900m ～ 1500m 付近は，南南西～南西の風が 40～
50kt と強い．

1.3.2.2　地形エコーによる解析雨量・土壌雨

量指数の過大

ア．天気概況（第 1.3.2.2図～第 1.3.2.4図）

　北海道は，日本海北部から東へのびる前線の影

響により，2日未明から夜のはじめ頃にかけて雨

が降った．太平洋側西部で局地的に雨量が多くな

ったほかは日降水量 10mm 程度と少ない．下層

風は，850hPa 面天気図や室蘭ウィンドプロファ

イラ（900～ 1500m）から，南南西～南西の風が

40～ 50kt と強かった．
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イ．解析雨量と土壌雨量指数の状況

　雨域は，2日未明から夜のはじめ頃にかけて通

過したが，第 1.3.2.5図に示すように A ～ D 地点

では，降雨時間の大半で周囲より突出した雨量が

解析され，局地的に過大となった．A ～ D 地点

は，次の三つの共通した特徴がある．①暑寒別岳，

三角山，貫気別山，白樺山付近でいずれも山岳地

である，②降雨時間の大半で周囲より突出した雨

量が解析されている，③ 900～ 1500m 付近では，

南南西～南西の風が 40～ 50kt と強い，等から地

形エコーの消え残りによるエコーの過大と思われ

る．

　以下，警報・注意報作業に影響を与えた，夕張

市の三角山付近の状況について説明する．

　第 1.3.2.6図は，三角山付近を拡大した 24時間

積算雨量である．203mm を最大に 100mm 台も 9
格子あり，周囲の 10mm 台の雨量と比べ突出して

過大となっている．2日 21時の土壌雨量指数（5km
格子）も，解析雨量と同様に 78，84と周囲に比

べ突出して高い（第 1.3.2.7図）．

第 1.3.2.5図　解析雨量（上：10時）と解析雨量

の 24時間積算（下：21時）

　暑寒別岳，三角山，貫気別山，白樺山付近で局

地的に過大となった．

第 1.3.2.6図　解析雨量の 24時間積算（21時）

　夕張市三角山付近の拡大図．周囲に比べ 203mm と

過大になっている．

第 1.3.2.7図　土壌雨量指数（5km 格子）

　84と周囲に比べ大きい．
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ウ．大雨警報（土砂）作業への影響

　3日朝から夜遅くにかけて，北海道に再び前線

がかかり，南空知では日降水量約 50mm の雨が

降った（第 1.3.2.8図～第 1.3.2.9図）．

　2日の地形エコーにより過大となった夕張市三

角山付近の土壌雨量指数は，降水が強まる前の

13時まで下がりきれず 60・64と高いままであっ

た（第 1.3.2.10図）．

第 1.3.2.8図　地上天気図，アメダス総雨量（3日）

第 1.3.2.9図　解析雨量（3日 09時～ 4日 00時）

　3日朝から雨域がかかり，4日 00時には空知地方を

抜けた．21時頃がピークであった． 第 1.3.2.10図　土壌雨量指数（5km 格子）

　2日の過大値が影響し 64と高い．

　3日 18時頃から 1時間に 20～ 30mm の雨が解

析され，土壌雨量指数も高くなり 20時に大雨洪

水警報対象市町村判定支援システム（KISS）に

より警戒レベル 2が判定された（第 1.3.2.11図）．

　第 1.3.2.12図，第 1.3.2.13図に 3日 20時の地形

エコーにより過大となった格子と，そうでない格

子のスネークラインを示した（前 6時間は解析雨

量，6時間先までは降水短時間予報）．両図から

土壌雨量指数が高ければ，警報・注意報基準に達

するための必要雨量が少なくてもよいことがわか

る．第 1.3.2.12図の地点（格子）で 20時に警報

基準に達したのは，2日の地形エコーによる解析

雨量の過大値によって土壌雨量指数が高くなって

いたためである．第 1.3.2.13図の地点（格子）で

は，1時間雨量が第 1.3.2.12図の地点（格子）よ

り多いにもかかわらず降り始めの土壌雨量指数が

低いため注意報基準にも達していない．当日の現

業当番者は，2日の地形エコーによる解析雨量の

過大について前任者より引き継いでおり，大雨警

報（土砂）は発表していない．

1.3.2.3　まとめ

　警報・注意報作業において地形エコーによる解

析雨量の過大値の影響には次の二つの場合があ

る．① 1時間雨量として出力した時刻に影響する

場合．②土壌雨量指数として貯留された指数が，

後の降雨により貯留量に加算され影響する場合．

どちらも警戒レベルの判定に影響を与え，警報・

注意報作業に支障をきたす．
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第 1.3.2.11 図　KISS 石狩・空知・後志官署別判定監視画面（3日 20 時）

と大雨基準値

　夕張市に警戒レベル 2が判定された．

第 1.3.2.12図　過大となった格子のスネークライン（3
日 20時，前 6時間から 6時間先まで）

　雨の降り出し時の土壌雨量指数が A 点と高いため，

少しの雨量でも基準に達しやすく，■ 20時で B 点の

警報基準に達した．

第 1.3.2.13図　正常値の格子のスネークライン（3日
20時，前 6時間から 6時間先まで）

　雨の降り出し時の土壌雨量指数が C 点と低いため，

■ 20時でも D 点と注意報基準に達しない．
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1.3.3　2008 年に新潟市で観測された異常エコ

ーについて＊

1.3.3.1　はじめに

　2008年 6月 10日の事例は，全国合成レーダー

では新潟市沖の海上で強エコーを確認，解析雨量

が 38mm/h と大雨注意報基準に達したが，対象格

子が気象台からごく近く，雲の目視状況でも下層

雲は無かったなど各種実況から異常エコーと判断

し，注意報の発表は行わなかった．

　2010年度からは，次期予報作業支援システム

を用いた市町村単位での注警報発表作業を行うこ

とになる．現在，解析雨量に非降水エコーが取り

込まれた場合，遡って修正ができない状況である．

予報現業での作業の軽減，注警報の適切な発表を

考慮すると，フレキシブルに対応するシステムの

再考が必要と考える．

1.3.3.2　気象概況

　6月 10日 15時の地上天気図（第 1.3.3.1図）で

は，寒冷前線が北海道を通過中で，日本の南海上

には前線が停滞していたが，本州付近は高気圧

に広く覆われていた．10日 00UTC イニシャルの

GSM 予想図（第 1.3.3.2図）を見ると，新潟県で

は安定した晴れを予想しており，SSI は 6度以上

と安定していた．新潟 15時の地上気象観測では

7割の巻雲を観測し，降水をもたらす下層雲は見

られなかった．また，衛星の赤外画像（第1.3.3.3図）

では，能登半島から佐渡島にかけて上層雲とみら

れる薄白の雲域が観測されている程度である．

＊ 斎藤　寿秋（新潟地方気象台観測予報課）

第 1.3.3.1図　地上天気図（2008.6.10　15JST）

第 1.3.3.2図　GSM 予想図（2008.6.10 00UTC）
　左は 10日 15時，右は 18時の予想図で，図は天気ガイダンス，SSI，
地上気圧，地上風の重ね合わせ．

第 1.3.3.3図　気象衛星赤外画像（2008.6.10 17JST）
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1.3.3.3　異常エコーの様子とその対応

　当日，13時 40分頃から佐渡付近で弱いエコー

が観測され，その後 17 時 30 分には新潟市中央

区で大雨注意報基準（20mm/h）を超える 38mm/h
の解析雨量が喚起ソフトで報知された．また，佐

渡市でも 17mm/h の解析雨量となった（第 1.3.3.4
図）．

　当日の担当者は，次のことから異常値と判断し

て，注意報の発表を見送った．

①当日は大気の状態も安定しており，降水の可能

性は極めて低いと認識していた．

②対象となった格子は気象台からごく近く，この

時間に雲の状況を目視しても下層雲は無かった．

第 1.3.3.4図　解析雨量（2008.6.10　1730JST）
　右上図は，新潟市付近の拡大図で，1km 格子の解析

雨量値と格子番号を示す．

第 1.3.3.5図　17時 30分の新潟レーダー（左）と秋田レーダー（右）

　赤円内は，異常伝播とみられるエコーを示す．

③数年前にも佐渡付近に秋田レーダーの異常伝播

によるエコーが度々観測され，クラッタマップの

登録により，出現頻度が非常に少なくなったこと

を認識していた．

④直近の新潟市周辺や佐渡におけるアメダス観測

では，日照が観測されていた．

　また，17時 30分の新潟レーダーと秋田レーダ

ーのエコーを第 1.3.3.5図に示す．新潟レーダー

では観測していないのに対し，秋田レーダーで異

常伝播とみられるエコーを観測しているのがわか

る．

1.3.3.4　予報作業への影響と降水を伴った場

合の考察

　2008年 5月より市町村ごとの基準による大雨

や洪水の注警報の運用が始まり，24時間雨量基

準が廃止され，土壌雨量指数，流域雨量指数を用

いた，土砂，洪水のレベル値による運用に切り替

わっている．今回の事例では予報作業への大きな

影響は無かったが，KISS（大雨洪水警報対象市

町村判定支援システム）では，新潟市に浸水害を

対象とした大雨注意報の判定がでた．この事例で

は土壌雨量指数や流域雨量指数は小さく，土砂や

洪水の注意報判定は無かったが，解析雨量から作

成される土壌雨量指数や流域雨量指数に影響を及

ぼした場合の考察を次のとおり行った．
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①降水時に異常伝播が重なった場合の考察

　異常エコーの判断ができず，注警報を発表する

ことになる．

②現象後に降水が始まった場合の考察

　浸水を対象とした注警報の作業については，直

ちに降水が始まった場合，3時間基準の判定に影

響が考えられる．1時間基準の影響は無い．

　土砂を対象とした注警報の作業については，土

壌雨量指数に異常伝播時の解析雨量が反映される

ことから注警報の判定について妥当性を吟味する

必要がでてくる．判定作業に時間がかかるため，

注警報の発表が必要な地域への「出し遅れ」や必

要の無い地域への「空振り」の可能性が考えられ

る．

　洪水を対象とした注警報の作業については，流

域雨量指数自体が平均化されているため，影響は

少ないと考えるが，特定の河川の流域に異常伝播

による解析雨量が集中した場合は，その下流にお

ける判定には吟味が必要となる．

1.3.3.5　まとめ

　2010年度から次期予報作業支援システムを用

いて市町村単位での注警報発表作業を行うことに

なる．現在，解析雨量に異常エコーが取り込まれ

た場合，遡って修正ができない．予報現業での作

業の軽減，注警報の適切な発表を考慮し，予報担

当者がその都度判断を要しない，例えば明らかな

異常解析雨量が出た場合，周辺格子からの平滑化

や削除を行い，過去に遡って土壌雨量指数や流域

雨量指数を再計算するシステムの構築が将来的に

は必要と考える．

1.3.4　熊本県球磨地方の解析雨量過大値につ

いて＊

1.3.4.1　はじめに

　2008年 6月 21日，熊本県南部の球磨地方に大

雨･洪水警報の発表中に，同地方で過大値と思わ

れる解析雨量が出現した．この解析雨量の値を過

大値と判断し，記録的短時間大雨情報の発表を見

送った．

　この解析雨量過大値が発生した 6月 21日 22時
頃の状況について報告する．

　当該格子（格子番号 4830-4504）の解析雨量過

大値は，その後も数回発生しており，熊本地方気

象台からの情報共有を受け，本庁観測システム運

用室への報告により，10月にクラッタマップ処

理の追加登録が実施されている．

　当該格子は，熊本県南部の球磨地方に当たる球

磨村と八代市・山江村の境界にあり，この地域

は 900m から 1,000m 程度の山々が連なっている．

熊本県の細分区域図を第 1.3.4.1図に示す．

1.3.4.2　天気概況

1.3.4.2.1　地上天気図

　21日 21時現在，梅雨前線は，華中から対馬海

峡を経て関東付近に至る．東西にのびたこの前線

上に低気圧が発生し，対馬海峡の西海上を東に進

んでいる．九州付近は地上で南西風が卓越する暖

域内となっていた（第 1.3.4.2図）．

＊ 松藤　良太（福岡管区気象台技術部予報課，現　名瀬測候所）

第 1.3.4.1図　熊本県の細分区域図

　右上図　出典：「電子国土」

　　　　　　URL　http://cyberjapan.jp/
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1.3.4.2.2　気象衛星

　気象衛星水蒸気画像（第 1.3.4.3図）では，九

州付近は暖域内の不安定による強雨域であったと

考えられる．加えて，九州の西海上では暗化域の

存在が見られ，発達をもたらしていることも推察

される．

1.3.4.2.3　気象レーダーによる降水強度分布

　熊本県では，20日朝から発達した雨雲が次々

と流入していた．

　21日夕方には，九州西海上で発達したエコー

が熊本県西岸に達し，球磨地方には 21時頃から

やや強いエコー域がかかり始めている（第 1.3.4.4
図）．

1.3.4.2.4　解析雨量

　熊本県内では発達したエコーにより，各地で大

雨となり，21日 19時には球磨地方の西側に位置

する天草・芦北地方で，解析雨量 50mm 前後の

大雨が解析されていた．

1.3.4.2.5　アメダス実況

　アメダスの実況値で見ると，22時までの 1時
間に八代で 45mm，田浦で 38mm の大雨となって

おり，実況と解析雨量の間に不整合や不自然さは

見られない（第 1.3.4.5図，第 1.3.4.6図）．

第 1.3.4.2図　21日 21時の地上天気図

第 1.3.4.3図　21日 21時の衛星画像（水蒸気）

第 1.3.4.4図　21日 21時のレーダー降水強度

第 1.3.4.5図　21日 22時の解析雨量
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1.3.4.3　注意報・警報の発表状況

　第1.3.4.1表は，球磨地方及び隣接する芦北地方・

宇城八代の注意報・警報発表状況（内容変更を除

く）である．

　解析雨量の過大値が出現した 21日 22時には，

熊本県内各地で大雨・洪水の注意報や警報を発表

中であり，球磨地方については，21 日 21 時 35
分に大雨・洪水警報が発表された．

1.3.4.4　解析雨量過大値について

1.3.4.4.1　解析雨量過大値

　第 1.3.4.7図（第 1.3.4.5図の拡大図）は，21日
22時 00分の球磨地方付近の解析雨量分布である．

　球磨地方の球磨村北部に位置する格子番号

4830-4504に 110mm の解析雨量が出現しており，

周辺の格子と比較し，2倍から 3倍程度の値とな

っている．

　また今回の一連の大雨に伴い，当該格子で解析

雨量が周囲に比べて過大となる事象は 22日 04時
30分までの間に数回発生している．

1.3.4.4.2　レーダーエコー強度過大値

　この解析雨量過大値出現時の降水強度分布で

は，20時 50分から 22時 10分にかけての 9回の

観測のうち，7回の観測で当該格子で周辺の格子

と比べて過大なエコー強度が観測されており，21

第 1.3.4.1表　球磨地方及び周辺地域の注意報（黄色）・

警報（赤色）発表状況

第 1.3.4.6図　21日 22時の熊本県のアメダス 1時間

降水量

　※球磨地方球磨村の大雨・洪水に関する基準

　　注意報　　R1　　　  ・・・　40mm
　　警報　　　R1　　　  ・・・　60mm
　　記録的短時間大雨情報・・・ 110mm

第 1.3.4.7図　21日 22時の解析雨量（拡大図）

時 50分には当該格子と北隣の格子でも，エコー

強度 177.5mm を観測している（第 1.3.4.8図）．

　この格子のエコー強度は，周辺の格子と比較し，

3倍から 9倍程度の降水強度となっており，同格

子では，22日 04時頃まで過大値が頻発していた．
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第 1.3.4.8図　21日 21時 50分の降水強度

1.3.4.4.3　過大値と判断した理由

　熊本地方気象台では，記録的短時間大雨情報の

基準に達しているが，1格子のみであること，ま

た，周辺格子の値と比較してこの格子だけが 2～
3倍の大きな値を示していたことから，記録的短

時間大雨情報の発表を見送った．

　また，過大値が発生したタイミングは，降雨の

始まりとほぼ同時に発生していた．

1.3.4.5　考察

　当該格子において解析雨量が周囲に比べて過大

値となる事象は，今回の事例だけではなく，別の

日にも繰り返し発生している．

　　5月 29日 00時 30分～ 02時 30分
　　6月 10日 19時 30分
　　6月 11日 21時 00分
　　6月 28日 08時 30分
　　6月 29日 09時 00分
　　7月 17日 20時 00分～ 20時 30分
　　7月 21日 13時 00分～ 21時 30分
　　8月 16日 17時 30分～ 18時 00分
　　8月 19日 11時 30分
　　9月 21日 11時 00分
　調査したところ，この格子付近には解析雨量過

大値の主な原因である風力発電施設があるとの情

報は得ていない．第 1.3.4.9図に示されるとおり，

福岡レーダーの電波が直接この 900m から 1,000m
級の山に当たっていることから，地形の消え残り

を捕らえている可能性が高いと考えられる．

1.3.4.6　今後に向けて

　熊本地方気象台では，これまで同格子において

解析雨量の過大値が何度も発生していたため，技

術課内で共有し，注意報・警報発表等の現業作業

において誤った情報発表を行わないよう注意を払

い対処してきた．

　2008年 10月にクラッタマップ処理の追加登録

を実施したことにより解決したが，今後も解析雨

量やレーダーエコー強度を注意深く実況監視する

ことにより，品質管理を行っていく必要があるこ

とを再確認した．

　今回の調査に当たって，熊本地方気象台の皆様

にご協力いただき，感謝を申しあげる．

第 1.3.4.9図　解析雨量過大値方向（165°）の海抜高

度断面図表示



－ 31－

測　候　時　報　77.1-3　2010

－ 31－

第 1.3.5.1表　期間中に発信された非降水エコーに

関するレンラク報

1.3.5　非降水エコー時のレンラク報について

の調査＊

1.3.5.1　はじめに

　本庁観測システム運用室レーダー現業では，手

動による品質管理の一環として，非降水エコーが

出現した際にレンラク報を発信して利用者に周知

している．発信されるレンラク報が非降水エコー

判別手段として有効かどうか事例調査した．

1.3.5.2　調査方法

　レンラク報発信履歴を元に，レンラク報が発信

されたが実際の降水と判断された事例，発信され

てそれが妥当であると判断できた事例，発信され

なかったが管区独自で非降水と判断した事例につ

いて調査した．調査期間は 2008年 10月から 11
月とした．

1.3.5.3　調査結果

　調査期間中に北海道内のレーダーによる非降水

エコー又は秋田レーダーで北海道に影響を与えた

非降水エコーに関するレンラク報は第 1.3.5.1表
のとおり計 4回あった．そのうち，レンラク報が

発信されたが実際の降水と判断された事例はなか

った．次項以降に，レンラク報が発信されてそれ

が妥当であると判断できた事例，発信はされなか

ったが管区独自で非降水と判断した事例について

詳しく述べる．

事例 1　2008 年 10 月 15 日の事例（レンラク報が

発信され，それが妥当であると判断できた事例）

　第 1.3.5.1図に 10月 15日 09時の地上天気図と

衛星可視画像を示す．地上天気図からは降水を示

唆するような擾
じょうらん

乱は見られず，衛星可視画像を見

ても十勝地方の沿岸部には雲はかかっていない．

　非降水エコーは 10月 15日 04時 50分頃から十

勝から襟裳岬にかけての沿岸付近に散在し始め

た．第 1.3.5.2 図に 07 時から 12 時までのレーダ

ー降水強度を示す．エコーは初め海上中心に散在

＊ 樋口　敏雄（札幌管区気象台技術部予報課，現　新千歳航空測候所）

　・大橋　康昭（札幌管区気象台技術部観測課，現　新千歳航空測候所）

第 1.3.5.1図　2008年 10月 15日 09時の（左）地上天

気図，（右）衛星可視画像

第 1.3.5.2図　2008年 10月 15日 07時（上段左図）か

ら 12時（下段右図）までの 1時間ごとの

釧路レーダー最低高度面の降水強度
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していたが，その後一部は陸上にもかかりはじ

めた．断面図からは，頂高度は最高で 3km 程度，

高度 1km 付近に強度の大きい領域が見られた（図

略）．午後，日高山脈付近で降水によるエコーが

出現して南東進するとともに非降水エコーは次第

に不明瞭となった．

　次に，降水の有無についてアメダスデータを用

いて調査した．第 1.3.5.3図に第 1.3.5.2図と同時

刻のアメダス日照時間と降水量を示す．これによ

ると，十勝地方では降水のカウントはなく，日照

もほぼ完全に出ていたことがわかる．したがって，

この事例において本庁から発信されたレンラク報

は妥当なものであったといえる．

事例 2　2008 年 10 月 13 ～ 14 日の事例（レンラ

ク報は発信されなかったが，管区独自で非降水

と判断した事例）

　第 1.3.5.4図に 10月 14日 09時の地上天気図と

衛星可視画像を示す．北海道は，三陸沖に中心を

持つ高気圧の後面，北からのびる気圧の谷の前面

にある．北海道西方海上には僅かに雲がある程度

であった．

　第 1.3.5.5図に，10月 14日明け方から朝にかけ

てのレーダー降水強度を示す．前日 13日夜のは

じめ頃から北海道西方海上に非降水エコーが出現

し始め，14日明け方からエコーが拡大し明瞭に

なった．札幌予報課現業ではこのエコーを非降水

と認識しており，14日明け方と昼前の地方指示

報でも言及した．

第 1.3.5.3図　2008年 10月 15日 07時（上段左図）か

ら 12時（下段右図）までの 1時間ごとの

アメダス日照時間（色）と降水量（数字）

第 1.3.5.4図　2008年 10月 14日 09時の（左）地上天

気図，（右）衛星可視画像

第 1.3.5.5図　2008年 10月 14日 4時（上段左図）か

ら 09時（下段右図）までの 1時間ごとの

レーダー最低高度面の降水強度
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　北海道西方海上に出現する本事例のような非降

水エコーは過去にもしばしば観測され，エンゼル

エコーとして認識されている．その要因として電

波の異常伝搬が発生するためではないかとされて

いる（札幌管区気象台，2006）．異常伝搬の可能

性について調査するために，稚内の高層観測デー

タを用いて電波の伝搬特性曲線を作成したとこ

ろ，高度 700m 前後にダクト発生の可能性を示唆

する結果が得られ，電波の異常伝搬の可能性があ

ることがわかった（第 1.3.5.6図）．さらに，過去

の報告（札幌管区気象台，2006）と地上気圧配置

が類似していることから，事例の蓄積をして調査

することによって，発生しやすい環境場の特徴も

わかってくるのではないかと思われる．

参 考 文 献

札幌管区気象台（2006）：平成 17年度レーダー技術検

討会資料．30pp． 

第 1.3.5.6図　稚内の高層データから計算した電波の伝搬特性曲線

　（左）2008年 10月 13日 21時，（右）2008年 10月 14日 09時．

　陰影部はダクトが発生していると考えられる高度．

1.3.5.4　まとめ

　本庁レーダー現業から発信された非降水エコー

に関するレンラク報の妥当性について事例調査し

た．その結果，北海道に関連した事例については，

いずれも降水を伴っておらず妥当なものであった

ことを確認した．さらに，管区独自で非降水エコ

ーと判断した事例においては，ダクト発生による

電波の異常伝搬が示唆された．
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1.3.6　非降水エコー出現時の部外対応要領に

ついて（報告）＊

1.3.6.1　非降水エコー出現時の部外対応要領

について

　福井地方気象台では「非降水エコー出現時の部

外対応要領」として次のものを作成し，2008年
12月 1日から実施している．

　非降水エコーが福井県周辺（山陰沖東部～若狭

湾）に観測されて，本庁観測システム運用室から

レンラク報が入電したときは次のとおり対応する

よう努める．

（1）福井県上空に降水エコーは無いが，おおむね

沿岸 50km 以内に非降水エコーが観測され，明ら

かに不自然と判断されるときは，NHK 福井放送

局へ電話連絡を行うこととする．

　ただし，福井県沿岸からおおむね 50km 以遠の

非降水エコーについては特段の対応は行わない．

（2）当該電話連絡を行う者は以下の者とし，連絡

有無を判断のうえ，必要時は「別紙 3」の時間帯（筆

者注：後述する放送時間に配慮した時間帯．第

1.3.6.3図に相当）に連絡する．

　官執時間中→ レーダー担当主任技術専門官

　官執時間外→ 現業予報当番者

（3）連絡の文案は以下のとおりとする．

「現在，若狭湾周辺に降水を伴わないレーダー

エコーを観測しています．原因は気象状況によ

るレーダー電波の異常な伝搬と思われます．視

聴者に誤解を招くおそれがあるため，放送に使

用するときは，『海上に写っているものは，電

波の異常な伝搬によるものです．雨雲ではあり

ません』とのコメントをお願いします」

（4）本庁観測システム運用室から「非降水エコー

解消」のレンラク報が入電したときは，その旨，（2）
で定めた者がNHK福井放送局へ電話連絡を行う．

文案は以下のとおり．

「若狭湾周辺で観測されていた降水を伴わない

レーダーエコーは解消しましたので，お知らせ

します」

「通常どおり，ローカル天気予報の時間帯にレ

ーダー画像を放送していただいて結構です」

※連絡の有無は（2）で指定した者に任せるが，

深夜等の連絡は不要とし，連絡を行う場合でも，

業務の優先度を考えて実施する．

1.3.6.2　連絡有無の判断の具体例

　本庁観測部現業から非降水エコーである旨の

「レンラク報」が入電しても，海上のエコーが降

水エコーか否かは衛星画像や天気図から推測する

しかないため，むやみに NHK へ連絡することは，

レーダー観測の信頼性を疑われることにもなりか

ねない．

　第 1.3.6.1図では，福井県嶺北北部沿岸 20～ 30 
km にエコーがあり，東経 135.8度線付近の合成

レーダー境界線（福井･松江）の影響により，非

常に不自然な出力となっている．このような場合

で，本庁観測部現業から非降水エコーである旨の

「レンラク報」が入電したときには，NHK へ連絡

することとする．

　一方で，第 1.3.6.2図の二つの楕円形実線のう

ち東側にあるエコーは，非降水エコーと推定され

るが，このケースでは，福井県沿岸（越前岬）か

ら約 100km の地点であり，NHK への連絡は不要

とする．

　なお，NHK への連絡は，先方のレーダー及び

衛星画像の放送時間を考慮し，第 1.3.6.3図の時

間帯に行うよう配慮する．

＊ 福井地方気象台

第 1.3.6.1図　NHK へ連絡する非降水エコーの一例

（図は作図）



－ 35－

測　候　時　報　77.1-3　2010

－ 35－

1.4　今後の取り組みについて

　今後のレーダーデータの品質向上の取り組みを

2題紹介する．

1.4.1　レーダーエコーシミュレータの紹介＊

1.4.1.1　目的

　レーダー三次元データ及び同データを利用した

プロダクトは，防災気象情報発表の支援資料，あ

るいは各行政機関などにおける防災・災害対応に

即時的な利用がなされている．また，平成 22年
度から予定される市町村対象の注警報，突風等短

時間予測情報の発表に向け，即時的・高精度，か

つ自動による実況解析が求められており，このた

めの新しい指数やプロダクトの開発・改良・試用

が進んでいる．これらのデータやプロダクトの精

度と信頼性を高めるためには品質管理が重要であ

り，一次・二次データの基礎分野，及びプロダク

トデータなどの応用分野の各分野における総合的

な品質管理を実施する必要がある．

　総合的品質管理の一環として，数値予報モデル

の予報結果から擬似的なレーダーエコーを作成す

るレーダーエコーシミュレータ（以下，本シミュ

レータ）を開発し，電波の異常伝搬や地形エコー

の発生しやすい領域を推測し，それを元に異常エ

コーの発生機構の調査を実施した．また，現業に

おける異常エコー監視ツールとして利活用する方

策についても検討を行った．

1.4.1.2.　レーダーエコーシミュレータについ

て

1.4.1.2.1　概要

　本シミュレータは，気象庁非静力学モデル

（JMANHM）で予想した雲物理量から擬似的なレ

ーダーエコーを作成するツールである．その内容

は次の三つの部分に分けられる．

①電波の伝搬経路（ビームパス）を計算する部分

②レーダーエコー（エコー反射強度，ドップラー

速度）を計算する部分

③ビーム幅を考慮する部分

　また，これらに加えて，より現実的なエコーを

第 1.3.6.2 図　（上図）NHK へ連絡しない非降水エ

コーのバターン（07/05/14　00UTC），（中

図）地上天気図（同時刻），（下図）衛星

赤外写真（同時刻）

第 1.3.6.3図　気象台から NHK への連絡時刻

＊ 大森　志郎（観測システム運用室，現　文部科学省科学技術・学術政策局）
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再現するために，最低受信強度による足切りを導

入した．以下ではこれらの過程について説明する．

1.4.1.2.2　電波の伝搬経路（ビームパス）の

計算

　レーダーサイトの空中線装置から発射された電

波は大気中を伝搬するが，さまざまな要因により，

屈折・散乱・消失する．ビームパスの計算で重要

なものは電波の屈折である．

　大気の屈折率を n とし，N=(n-1) × 106となる

N を考えると，

　 　　　　　　　　（1.4.1）

となる（Caumont et al.，2006）．ただし，T は気

温（K），p は気圧（hPa），e は水蒸気圧（hPa）
である．T，p，e には JMANHM の予報結果を使

い N を計算する．

　球面で電波が屈折する場合の関係式は第 1.4.1.1
図から，

   　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1.4.2）

  　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1.4.3）
である．ただし，RE は地球の半径であり，レー

ダーサイトの直近のθ (r) はレーダーの仰角値を

採用している．

　レーダーのビームパスを計算する過程では，標

準大気を仮定してビームパスを計算することもで

きる．その場合，N の鉛直傾度は

　 　　（1/km）　　　　　　　　（1.4.4）

となる．これは，等価地球半径（地球の半径の

4/3）を仮定してビームパスを計算した場合に相

当する．

1.4.1.2.3　レーダーエコーの計算

1.4.1.2.3.1　レーダー反射因子（反射強度）

　JMANHM には雲微物理過程として数種類のス

キームが導入されており，利用するスキームによ

って予報される要素は異なる．JMANHM を使っ

て現業運用を行っている MSM で予報される雲微

物理量は雨（QR），雪（QS），霰 / 雹（QG），水

蒸気（QV），雲水（QC），雲氷（QCI）の混合比

の 6種類であり，本シミュレータでは MSM の結

果，若しくは雲微物理過程については MSM と同

じ設定で水平解像度を変えた実験の結果からレー

ダーエコーのシミュレーションをすることを想定

している．

　本シミュレータでは C バンド帯（波長約 5cm）

の電波を使う一般気象レーダーを対象としている

ため，JMANHM の出力要素のうち雨（QR），雪

（QS），霰 / 雹（QG）を使用しており，気体や粒

径の小さい粒子による散乱は考慮していない．た

だし，より波長の短いレーダーである X バンド

レーダーやミリ波レーダーのエコーをシミュレー

トする場合には他の物理量も考慮する必要があ

る．

　以下，JMANHM の予報雲微物理量からレーダ

ー反射因子を導出する過程について説明する．本

シミュレータでは降水粒子による散乱としてレー

リー散乱を仮定しており，C バンドレーダーでは

これで十分と考えられる．ただし，大きい雹や波

長がより短いレーダーのシミュレーションをする

場合には，ミー散乱を仮定する必要がある．レー

ダー反射因子 Z は次のように定義される．

　 　　　　（1.4.5）

ここで，D は降水粒子の直径，N(D) は降水粒子

第 1.4.1.1図　球面上での電波の屈折の模式図

　Caumont et al.（2006）より．
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の粒径分布である．レーダー観測においては一般

的に Z の常用対数の 10倍の値（dBZ）を用いて，

エコー強度を表す．この（1.4.5）式は降水粒子の

粒径分布から Z を定義する式である．実際のレ

ーダー観測ではあらかじめ降水粒子の粒径分布が

わかっているわけではなく，パルス状の電波を発

射し，後方散乱してきた電波の強度から Z を推

定する．

　レーダーのエネルギー分布がビーム中心からガ

ウス分布をしていると仮定した場合，レーダーの

受信電力は

　 　　　　　　（1.4.6）

である（Rogers and Yau，1988）．ただし，Pt は尖

頭電力，G は空中線利得，λは波長，θはビーム

幅，h はパルス長，r はビームの伝搬距離，ηは

単位体積当たりの後方散乱断面積である．

　降水粒子による散乱としてレーリー散乱を仮定

すると，後方散乱断面積は

　 　　　　　　　　（1.4.7）

となる．ここで |K|2 は誘電係数と言われる量で，

0～ 20℃の水滴の場合には 0.93，氷球の場合には

0.197程度である．水と氷が混ざっている場合の

ηは

　 　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（1.4.8）
である（Kock et al.，2005）．JMANHM では固相

の降水粒子として雪（QS），霰 / 雹（QG）を計算

しているが，レーリー散乱ではこれらの粒子は同

じ質量を持つ氷球とみなして計算するため，実際

の雪（QS），霰 / 雹（QG）の直径を使う場合には，

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（1.4.9）
となる（Koch et al.，2005）．
　ここまでは，レーダーから発信された電波が降

水粒子によって散乱されて受信機に戻ってくるま

での過程であった．

　次に，実際に受信された電力から，レーダー反

射因子を求める過程について解説する．実際のレ

ーダー観測においては，大気中に存在する降水粒

子がどのようなものなのか分からないので，次の

二つの仮定をする．

①降水粒子による散乱はレーリー散乱である

②降水粒子は全て水（液相）である

　このとき受信電力は，

　 　　

　　　　　　　　　　　　　　　　（1.4.10）
と表すことができる．この式の中に出てくる，

　 　　　　　　　　　（1.4.11）

を等価レーダー反射因子と呼び，実際のレーダ

ー観測では「エコー強度」として使われている．

（1.4.6），（1.4.9），（1.4.10），（1.4.11）式から

　 　　　（1.4.12）

となる．粒径分布を使って書き直すと，

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（1.4.13）
となる．つまり，各粒子の粒系分布 N(D) を求め

れば等価反射因子を求めることができる．

　以下，JMANHM の雲微物理過程に基づいて，

予報値（各粒子の混合比）から粒径分布を求める

方法について説明する．

　JMANHM の雲微物理過程では，降水粒子の粒

径分布として逆指数分布を仮定している．

　 　　　　　　（1.4.14）
この式の中には二つのパラメータ（N0，Λ）が

あるが，現業運用されている MSM では N0 は一

定としており，Λのみが変数である．以下では，

MSM の場合を想定して雨水の混合比（JMANHM
の出力）から雨水のΛを求める．
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　単位体積中の雨水の質量 L（kg/m3）と粒径 D（m）

の関係は，

　 　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（1.4.15）
ゆえに，

　 　　　　　　　（1.4.16）

そして，雨水の混合比 qrain（kg/kg）を雨水の質量

Lrain（kg/m3）に変換する．大気の密度をρ atm と

すると，

　 　　　　　　　　　　（1.4.17）
である．

　（1.4.16），（1.4.17）式を使えばΛ rain を qrain から

求めることができる．雪，霰 / 雹についても同様

に計算することでエコー強度が求まる．

1.4.1.2.3.2　ドップラー速度

　JMANHM では風の東西成分（U），南北成分（V），

鉛直成分（W）を出力している．本シミュレータ

ではこの 3成分からドップラー速度を計算する．

　 　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（1.4.18）
ただし，vr はドップラー速度，u は風の東西成分，

v は南北成分，w は鉛直成分を表し，θは真北か

らの方位角，φ は視線方向の仰角である．

　通常，ドップラーレーダーでは降水エコーを利

用しドップラー速度を観測するので，降水粒子の

ある場所しか観測することはできない．しかし，

本シミュレータではモデルで予報された風を使っ

てドップラー速度を求めるため，降水粒子のない

ところでもドップラー速度を求めることができ

る．

1.4.1.2.4　ビーム幅の導入

　1.4.1.2.3.1ではビームを直線状であると仮定し

て，その伝搬経路を計算した．また，1.4.1.2.3.2
では電波のエネルギーがビーム中心を極大として

正規分布をしていると仮定した．計算上はビーム

の中心に直近のモデルの予報値から求められたエ

コー強度やドップラー速度を代表値として利用

している．しかし，実際のレーダービームは第

1.4.1.2図に示すように広がりを持ったものであ

り，その広がりの中に複数の数値予報モデルの格

子が含まれることは十分にありえる．特に，メソ

モデルの解像度は水平方向には数 km（MSM で

は 5km）であるが鉛直方向には広いところでも

1km 以下なので，鉛直方向には複数の格子が含ま

れる場合がある．それゆえ，ビーム中心に近いモ

デル格子での予報値でシミュレーション結果を代

表してしまうことは適当ではない．また，後述す

るように，地形などでレーダービームが部分的も

しくは全面的に遮断される場合には影響はより顕

著になり，実際の観測とはかけ離れた結果をもた

らしてしまう場合もある．

　そのため，本シミュレータでは，以下のような

方法でレーダービームの広がりを表現する過程を

導入した．

　レーダービームはビーム中心を極大としてそ

こから遠ざかるにつれて弱くなる．Probert-Jones
（1962）ではビーム中心を中心とした正規分布を

仮定して全立体角を考慮する計算式が示されてい

る．Caumont et al.（2006）は，この Probert-Jones 
（1962）の式に基づいて数値積分を行っている．

　数値積分の本質は積分点の取り方とその積分点

上での関数値にどのように重みを付けて合計する

かということである．本シミュレータでビーム幅

を導入する際の数値積分については，ビーム中心

を中心として垂直・水平方向に複数本のビームを

考え，それらによって求められるエコーに重みを

付けて合計することである．

第 1.4.1.2図　レーダービームの広がりを表す模式図

　（レーダー観測技術指針（気象庁，1976））
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　Caumont et al.（2006）が示したレーダー方程式

は，

　

　　　　　　　　　　　　　　　　（1.4.19）
である．ただし，λ は電波の波長，Kw は水（液体）

の誘電率，Δθ はビーム幅，θ，φ はそれぞれビー

ム中心からの水平方向・垂直方向の角度，r0 はサ

イトからの距離，H(r0 , θ , φ) はレーダー反射因子

である．なお，水平方向・垂直方向のビーム幅は

同じと仮定している．

　この無限区間の二重積分を行うことにより，エ

コー強度が得られる．

　そして，Caumont et al.（2006）では，二つの積

分手法を使っている．

① Gauss-Hermite の求積法

② Gauss-Legendre の求積法

　Press et al.（1986）が示す，Gauss-Hermite の求

積法では，

　 　　　（1.4.20）

のように，無限区間の積分を求める．ただし，N
は積分点数で，xj は積分点，wj は重みである．

　一方，Gauss-Legendre の求積法では，

　 　　　　　　　（1.4.21）

のように，有限区間の積分を求める．ただし，N
は積分点数で，xj は積分点，wj は重みである．な

お，積分区間は変数変換をすることで変更可能で

ある．

　レーダー方程式の積分は無限区間の積分であ

るから，Gauss-Hermite の求積法が適しているよ

うに見えるが，第 1.4.1.1-1 表に示すように，こ

の手法では積分点数 N を大きくしても，ビーム

幅内の積分点の個数はほとんど増えないため N
を大きくする意味があまりない．一方，Gauss- 
Legendre の求積法では，本来無限積分であるレー

ダー方程式を有限区間で近似することになるが，

積分区間をビーム幅（第 1.4.1.1-2表），若しくは

ビーム幅の 2倍（第 1.4.1.1-3表）に定めれば，N
を大きくすることで，電波のエネルギーが大きい

領域を細かく計算することができる．

　Caumont et al.（2006）は，鉛直方向に高解像度

のモデルでは Gauss-Legendre の求積法を，低解

像度のモデルでは Gauss-Hermite の求積法を使う

ことを推奨している．

　MSM の鉛直解像度は海上で第 1.4.1.2表のよう

になっており，陸上では地形の標高に応じて高

度差がさらに小さくなる座標系である．一方レ

ーダーのビーム幅は 1°程度であり，レーダーサ

イトからの距離が 200km のところでは 3500m 程

第 1.4.1.1-1 表　Gauss-0. 求積法の積分点数と積分点

（x= θ / Δθ，y= φ / Δθとしたときの x，
y の値．赤字はビーム幅内の積分点）

第 1.4.1.1-2表　Gauss-Legendre 求積法の積分点数と積

分点（積分範囲は - Δθ /2≦ ( θ , φ ) ≦
Δθ /2，つまりビーム幅）

（x= θ / Δθ，y= φ / Δθとしたときの x，y の値．

赤字はビーム幅内の積分点）

第 1.4.1.1-3 表　Gauss-Legendre 求積法の積分点数と

積分点（積分範囲は - Δθ≦ ( θ , φ ) ≦
Δθ，つまりビーム幅の 2倍）

（x= θ / Δθ，y= φ / Δθとしたときの x，y の値．

赤字はビーム幅内の積分点）
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度，300km のところでは 5000m 程度の幅がある

ためかなりの数の格子がビーム幅内に含まれるこ

とになる．それゆえ，本シミュレータでは Gauss-
Legendre の方法を使うこととする．

1.4.1.2.5　シミュレーション結果の作成方法

　本シミュレータは，気象庁の一般気象レーダー

のシミュレーションを行うことを目的として開発

したものであり，シミュレーションに際しては実

際のレーダーサイトの緯度・経度・標高を元にし

て計算を行う．

　シミュレーションの手順は，1.4.1.2.3で述べた

手順に従って数値予報モデルの格子点でのエコー

強度・ドップラー速度を計算し，1.4.1.2.2で示し

た手順でレーダーのビームパスを計算して，その

直近の数値予報モデル格子の値を用い，ビーム上

でのエコー強度・ドップラー速度としている．こ

の過程を 1.4.1.2.3で述べたように複数本のビーム

を考慮し，重み付き平均を取ることによってシミ

ュレーション結果とした．

　なお，ビームパスを計算する際にビームとモデ

ルの地形が衝突することがあるが，その場合は，

レーダービームはそこで地形によって遮断された

ものとみなして，そこから先のエコーについては

計算しない．この過程と複数本のビームを考慮す

る過程を合わせることにより，地形によるビーム

の遮蔽率の計算も可能となる．

1.4.1.2.6　最低受信強度の導入

　1.4.1.2.5で述べたように，本シミュレータでは

電波の伝搬経路を計算し，その経路上にあるエコ

ーを拾うことによってレーダーのデータのシミュ

レーションを行う．しかし，この方法にはレーダ

ーサイトから遠方にある強度の弱いエコーも表現

するという欠点がある．

　実際の観測においては，レーダーサイトから遠

方にある弱い降水からの微弱なエコーについては

ノイズに埋もれてしまって検出できない．本シミ

ュレータでもこの効果を導入することでより現実

のエコーに近いシミュレーションができないか調

査を行った．

　レーダーの受信電力は，

　 　　（1.4.22）

で表される．ただし，

　尖頭電力： Pt=250（kW）

　パルス長： h=2.5（μ s）× 3.0 × 108（m/s）
　　　　　　　   =750（m）

　波長： λ =5.66 × 10-2（m）

　空中線利得： G=44（dB）
　ビーム幅： Δθ =1（degree）
　誘電係数： |Kw|2=0.93
　r は電波の伝搬距離，Ze は等価反射因子である．

　ここで，最小受信電力（Smin）を -110dBm と

して，距離 r と等価反射因子 Ze の下限（最小受

信強度）をグラフにすると第 1.4.1.3図のように

なる．

　この受信強度よりも弱いエコーは存在していた

としても，足切りされて表示されなくなる．

第 1.4.1.2表　MSM のモデル面高度（フルレベル，単

位 m）

第 1.4.1.3図　距離と最小受信強度の関係
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1.4.1.3　シミュレーション結果

　1.4.1.2で紹介したレーダーエコーシミュレータ

を使ってその性能を確かめるための実験を幾つか

行った．その結果について報告する．

　なお，利用した予報結果は特に断らない限りは

メソ数値予報モデル（MSM）の結果であり，水

平解像度は 5km である．MSM では雲微物理過程

のみでなく計算安定性のため積雲対流パラメタリ

ゼーションも併用している．

1.4.1.3.1　ビーム幅を考慮することによる効

果

　この事例は東海沖に台風 0813 号があり，東

北東の方向に進んでいるときの事例である（第

1.4.1.4図）．

　静岡レーダーの仰角 -0.4度の観測とエコーシ

ミュレーションの結果を示す．観測時刻は 2008
年 9月 19日 21時 00分（日本時間）であり，数

値予報結果は MSM の 2008年 9月 19日 18時（日

本時間）初期値の 3時間予報値である（第 1.4.1.5
図）．なお，第 1.4.1.5 図（c）では，積分点数は

鉛直方向・水平方向それぞれに 9点ずつ取ってお

り，鉛直方向と水平方向のビーム幅は同じである

と仮定している．

　ビーム中心のみのシミュレーションでは地形

（海面を含む）によって電波が遮られている領域

でも，ビーム幅を考慮することによりエコーが再

現され，現実に近いエコーの広がりを持っている

ことがわかる．

　ただ，第 1.4.1.5図（c）では，房総半島付近の

エコーが観測に比べて見えすぎていると思われ

る．この可能性としてビームカットが実際の観測

とシミュレーションで異なっている可能性が考え

られるため，周囲が山岳で囲まれている長野レー

ダーについて調査を行った．

第 1.4.1.4 図　2008 年 9 月 19 日 21 時（JST）
の解析天気図 (ASAS)

第1.4.1.5図　2008年9月19日21時00分の静岡レーダーの仰角 -0.4度の観測（a）
と 2008年 9月 19日 18時初期値の MSM の 3時間予報からシミュ

レートした静岡レーダーの同仰角のシミュレーション結果（中心の

みを考慮した場合（b）とビーム幅を考慮した場合（c））



測　候　時　報　77.1-3　2010

－ 42－－ 42－

1.4.1.3.2　ビーム透過率に関する調査

　まず MSM（水平解像度 5km）の地形から長野

レーダーの仰角 -0.3度のビーム透過率を求めた

結果を第 1.4.1.6図に示す．この図から積分点数

を増やしていくことでビームの透過率が変化して

いく様子がわかる．

　積分点数を増やすことにより，ビームカットに

なっていた領域（図の水色の領域）が狭まってい

る．また，観測可能な領域といっても，ビームが

全く遮蔽されない領域からビームがほとんど遮蔽

されていて辛うじて見えている領域まで差がある

こともわかる．ただ，第 1.4.1.7図に示した，実

際の長野レーダーの仰角 -0.3度のビーム透過率

と比べると，埼玉県付近や新潟・福島県付近のビ

ーム透過率が大きすぎるように思われる．

　次に，モデルの解像度を変えてビーム透過率が

どのように変わるかを示す．

　第 1.4.1.8図に，モデルの解像度を変えた場合

の長野レーダーの仰角 -0.3度のビーム透過率を

示す．積分点数はどちらも，仰角・方位角方向に

それぞれ 9点ずつである．（A）は MSM（水平解

像度 5km）の地形から求めたビーム透過率であり，

（B）は水平解像度 2km の JMANHM の地形から

求めたビーム透過率である．モデルの水平解像度

第 1.4.1.6図　MSM の地形を使って計算した長野レーダーの仰角 -0.3度
のビームの透過率

　括弧内の数字は鉛直方向・水平方向の積分点数を表す．

第 1.4.1.7図　実際の地形を用いた長野レーダーの仰

角 -0.3度のビームの透過率
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が上がることによりビームカットの表現がより現

実（第 1.4.1.7図）に近づいている．モデルの地

形を比較（第 1.4.1.9図）すると，長野レーダー

のすぐ東側の山の表現がかなり変わっており，こ

れがビームカットの両者の差異に影響しているも

のと思われる．

　また，レーダーサイト周辺のビーム透過率が実

際に比べてシミュレート結果では高くなる傾向が

見られた．これは，本シミュレータでは実際のレ

ーダーの標高を利用してエコーシミュレーション

を行っているのに対し，数値予報モデル内で表現

される地形は実際の地形を滑らかにしていること

に起因していると思われる．長野レーダーの場合

では 5kmMSM で 490m，2kmNHM でも 350m 程

度モデル地形よりも高いところに実際のレーダー

がある計算になる．このため，本シミュレータで

はレーダーサイト近傍の地形の影響を受けにくく

なりサイト周辺の透過率が上がっている可能性が

ある．

第 1.4.1.8図　長野レーダーの仰角 -0.3度のビームの透過率

　（A）MSM（水平解像度 5km）の地形を用いた場合，（B）水平解像度 2km の NHM の地形を

用いた場合．

第 1.4.1.9図　水平解像度 5km のモデル地形（左）と水平解像度 2km のモデル地形（右）

　長野県周辺を拡大したもの．図中の白丸が長野レーダーの位置．
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1.4.1.3.3　異常伝搬が見られた事例

　2008年 10月 20日の深夜に福岡レーダーで異

常伝搬によるシークラッターが見られた事例につ

いてシミュレーションの結果を報告する．

　第 1.4.1.10図は，2008年 10月 20日 23時 00分
(JST) の福岡レーダーにより観測されたエコーで

ある．最下層で玄界灘にエコーがあるが，衛星画

像（第 1.4.1.11図）では降水をもたらすような雲

は観測されていない．また，厳原における 21時
の地上観測でも天候は晴れであったため，これら

のエコーは異常伝搬によるエコーであったと判断

される．

　仰角データの鉛直断面図を見ると，低い方から

数えて四つの仰角でシークラッターが発生してい

ると思われる（第 1.4.1.12図）．

　また，この時刻の直近の地上天気図（第

1.4.1.13 図）では福岡付近は移動性高気圧の南

側にあたっており，さらに福岡における高層観

測結果（第 1.4.1.14 図）を見ると 950hPa 付近と

850hPa 付近に乾燥した逆転層があり，異常伝搬

が発生しやすい場であったことがわかる．

　この事例でレーダーエコーシミュレーションを

行った結果を次に示す．2008年 10月 20日 21時
(JST) 初期値の MSM の 2時間予報結果を利用し

た．

　福岡レーダーから見て異常伝搬が発生している

第 1.4.1.10 図　2008 年 10 月 20 日 23 時 00 分（JST）
の福岡レーダーの最下層データ

第 1.4.1.11 図　2008 年 10 月 20 日 23 時 00 分（JST）
のひまわり 6号による赤外画像

第 1.4.1.12図　2008年 10月 20日 23時 00分（JST）の福岡レーダーの観測

　左：仰角 -0.7°のエコー強度，右：左図の AB に沿ったエコー強度の鉛直断面図
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方向である北西方向の鉛直断面図を第 1.4.1.15図
に示す．高度 1000m 付近に屈折率の鉛直変化率

が小さくなっているところが層状に広がってお

り，仰角 -0.3，-0.5，-0.7°の三つの仰角がその層

付近でトラップされていることがわかる．このこ

とは，標準大気を仮定して理想的なビームパスを

求めた場合（第 1.4.1.16図）と比較すると，より

明瞭になる．この事例では下から数えて三つの仰

角がトラップされているが，それより上の仰角に

ついては理想的な状態に近いビームパスを通って

いることもわかる．

第 1.4.1.13 図　2008 年 10 月 20 日 21 時（JST）の解

析天気図（ASAS）

第 1.4.1.14 図　2008 年 10 月 20 日 21 時（JST）の福岡

の高層観測結果

　赤線は気温，青線は露点温度，緑線は相対湿度．

第 1.4.1.15 図　2008 年 10 月 20 日 21 時（JST）を初

期値とした 2時間予報から作成した福岡

レーダーのシミュレーション結果

　上：仰角 -0.7，-0.5，-0.3，-0.1，0.2°のビーム高度

（黒線）と屈折率 N の鉛直変化率（背景）

　下：断面図を作成した範囲

第 1.4.1.16図　標準大気を仮定した場合のビー

ム高度

　ただし，第 1.4.1.15図と同じ鉛直断面図．
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1.4.1.3.4　異常伝搬によるエコーのシミュレ

ーション

　1.4.1.3.3で紹介した福岡レーダーでの異常伝搬

の事例について，次のような実験を行った．

　本シミュレータでは，数値予報モデルが降水粒

子を予報していない場合にはエコーを発生させな

いようになっているが，海上で発生するシークラ

ッターを再現するために，海上でかつ大気下層（標

高 300m 以下）の格子点については標高に応じた

エコーを無条件に与える（第 1.4.1.17図）実験を

行った．これは本シミュレータで異常エコーをど

の程度表現できるかを調査するために試験的に行

った実験であり，シークラッターに関係あるとさ

れる海上の風速や波高は考慮していない．

　結果は第 1.4.1.18図のようになり，三つの問題

点があることがわかった．一つめは，エコー強度

が実際の観測（第 1.4.1.12図）と比べて弱いこと

であり，二つめは，理想的な大気状態からビーム

パスを求めた場合でもシークラッターが再現され

てしまっていることである．そして，三つめは，

実際の大気の屈折率からビームパスを求めた場合

のシークラッターの出現場所が実際の観測（第

1.4.1.12図）と異なることである．

　ただ，この実験では，海上の大気下層に試験的

なエコーを与えた実験であるため実際の観測と大

きく異なる結果となるのは仕方がないのかもしれ

ない．

1.4.1.3.5　最低受信強度を考慮した実験

　1.4.1.3.1で報告した静岡レーダーの事例ではビ

ームカットの表現の問題を提起したが，それに加

えてもう一つシミュレーション結果に特徴的なこ

とがある．レーダーの観測範囲ぎりぎりまで弱い

エコーが再現されていることである．

　1.4.1.2.6で述べたように，実際のレーダー観測

では弱いエコーについてはたとえ観測範囲内であ

っても受信信号がノイズに埋もれてしまうため検

出できない．そのことを，本シミュレータでは考

慮していなかったため，遠方の弱いエコーが検出

されたものと思われる．

第 1.4.1.17図　海上の格子に与えるエコー強度

　風速や波高は考慮していない．

第 1.4.1.18図　2008年 10月 20日 21時（JST）を初期値とした 2時間予報値から作成し

た福岡レーダーの仰角 -0.7度のエコー強度

　ただし，左は理想的な大気状態，右はモデルの予報結果からビームパスを計算した場合．
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　そこで，最低受信強度によるエコーの足切りを

導入して結果がどのように変わるか調査を行っ

た．

　第 1.4.1.19図は 2008年 11月 7日 6時 00分（JST）
の東京レーダーの仰角 0.0度の観測である．

　このときのシミュレーションを行った結果を見

ると観測範囲ぎりぎりまで弱いエコーが広がって

いることがわかる．そこで 1.4.1.2.6で述べた最低

受信強度の足切りを設けると，遠方にある弱いエ

コーが消えて実際の観測に近いエコーが再現され

るようになったことがわかる（第 1.4.1.20図）．

第 1.4.1.19 図　2008 年 11 月 7 日 6 時 00 分（JST）の

東京レーダーの仰角 0.0度観測

第 1.4.1.20図　2008年 11月 7日 3時（JST）初期値の 3時間予報値から作成

した東京レーダーの仰角 0.0度のエコー強度

　ただし，左は最低受信強度の足切りなし，右は足切りあり．

1.4.1.4.　解析

　1.4.1.3で，本シミュレータを使った実験結果を

紹介した．その結果から解釈されることを以下で

述べる．

1.4.1.4.1 「ビーム幅を導入することによる効

果」と「ビーム透過率に関する調査」

について

　ビーム幅を導入することで，地形によるビーム

カットを適切に表現され，より現実に近いシミュ

レーションができるようになった．

　また，ビームカットの表現については，数値予

報モデルの地形つまり，モデルの解像度にも大き

く依存している．このことから，特に山岳に設置

されているレーダーのシミュレーションや地形エ

コーの調査をする場合には，使用する数値予報モ

デルの解像度に注意を払う必要がある．

1.4.1.4.2 「異常伝搬が見られた事例」につい

て

　モデルの予想した大気状態から電波の伝搬経路

を計算したところ，理想的な大気状態の場合の電

波の伝搬経路から大きくずれる現象が再現され

た．また，経路がずれるだけではなく，ある高度

範囲内に複数の仰角から発射されたビームがトラ

ップされる現象も再現されるなど電波の異常伝搬

と考えられる現象も把握でき，今後のシミュレー

ションの応用の可能性が高いことがわかった．
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1.4.1.4.3 「異常エコーのシミュレーション」

について

　海上の大気下層にエコーを与えてシークラッタ

ーを表現させる実験を行ったところ，シークラッ

ター自体は再現されたが，シークラッターの広が

る範囲やエコー強度などについては実際の観測と

は異なった結果が示された．

　電波の伝搬経路についてはおおむね理論に従っ

た計算方法を採用しているが，シークラッターな

どの非降水エコーを再現する上でどのようなエコ

ーデータを与えたらよいのか明確な理論に基づい

たものではない．そのため，今回のシミュレーシ

ョンでは異常伝搬によるエコーを再現できなかっ

たのは当然の結果であり，降水粒子によらないエ

コーの再現の難しさを示すものである．

　シークラッターは海上での風浪によって発生す

るとされており，今後，風向・風速による波浪の

状態によって与えるエコーデータを変えて実験す

る必要がある．

　また，今回の実験はシークラッターを再現する

ことを目的としたものであったが，陸上の格子に

ついても同様の実験を行うことで地形エコーの再

現実験を行うことも可能であるが，その場合につ

いても，どのようなエコーデータを与えるべきか

については十分な検討が不可欠である．

1.4.1.4.4 「最低受信強度を考慮した実験」に

ついて

　当初の本シミュレータにおけるシミュレーショ

ンでは，弱いエコーが広がりすぎるという現実的

でない結果が得られていたが，最低受信強度によ

る足切りを設けることで，レーダーサイトから遠

方にある弱いエコーの広がりが低減し，より現実

に近いエコーのシミュレーションが可能となっ

た．

1.4.1.5　結論

　数値予報モデルの予報結果から擬似的なレーダ

ーエコーを作成するツールを製作し実験を行った

ところ，ビーム幅を考慮し，最小受信強度による

閾値を設けることで実際の観測に近いエコーがシ

ミュレートされることがわかった．

　また，本シミュレータ開発の目的であった異常

伝搬による異常エコーの表現については，異常エ

コーそのものを適切に表現することは難しいもの

の，レーダービームの伝搬経路の異常は再現され

ており，今後応用の可能性があることがわかった．

　今後の利活用として，実際の観測で異常伝搬に

よるエコーが発生する状況を，シミュレーション

で再現し，閲覧できるようにすることがあげられ

る．また，更に発展して，最下層データや CAPPI
データを作成する際に異常伝播の発生している仰

角のデータを外すといった，活用の方法もあると

考えている．

　また，シミュレーション結果の利用に当たって

留意すべき点が二つある．1点めは，地形による

ビームカットは，モデルの解像度によって表現が

変わるため，モデル地形と実際の地形の違いに留

意する必要があるということである．2点めは，

本シミュレータのシミュレーション結果はモデル

の予報結果に依存しているため，モデルの予報特

性を把握しておく必要があるという点である．特

に現業で利用するためには，多くの事例について

事前にシミュレーションを行い，特性を調べてお

く必要がある．
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1.4.2　IQ データ収集装置とデータ評価装置に

ついて＊

1.4.2.1　装置の概要

　現在のレーダーデータに係る品質管理は多岐に

わたっており，観測直後の位相信号（IQ データ，

第 1.4.2.1図）に関する各種パラメータの変更で

改良が見込まれるものがある．従来は，これらの

データ処理は信号処理装置内でしか行えず，パラ

メータ変更の試験は，設置調整の際の短い期間に

限られていた．平成 19年度末，IQ データ収集装

置（第1.4.2.2図）及びデータ評価装置（第1.4.2.3図）

が整備され，IQ データに係るパラメータを変更

するシミュレーションを行えるようになった．こ

れにより，二次エコー除去性能・地形エコー除去

機能を向上させるような，より最適な信号処理装

置のパラメータ設定を探ることが可能となった．

1.4.2.2　目的と方法

　現在，ドップラーレーダーの速度観測シーケン

スでは，一次エコーの速度の乱れの大きい領域で

品質管理によりエコーが欠損し，速度データが算

出できない問題点がある（第 1.4.2.4図）．これは

二次エコーを除去する際，本来除去すべきではな

い一次エコーまで除去しているためである．平成

20年度は二次エコー除去に関する信号処理パラ

メータについて，パラメータ変更のシミュレーシ

ョンを行い，二次エコー除去機能向上の可能性を

探った．

　具体的な作業として，観測直後の IQ データを

IQ データ収集装置で収集し，このデータを元に

信号処理パラメータを変更しながらデータ評価装

置でのシミュレーションを繰り返し行い，出力結

果を相互に比較評価した（第 1.4.2.5図）．

1.4.2.3　二次エコー除去処理の原理

　ドップラー速度を観測するとき，パルス繰り返

し周波数（PRF= 電波を発射する間隔の逆数）を

大きくすることにより，速度観測の精度が向上す

る．しかし，PRF を大きくすると観測範囲が狭く

なり最大探知距離 Rmax は短くなるため，Rmax

＊ 小西　雅也（観測システム運用室，現　観測課）

第 1.4.2.1図　IQ データ（受信信号の振幅・位相情報

を含んだデジタルデータで，信号処理のシ

ミュレーションの元となるデータ．I デー

タは受信中間周波信号と中間周波信号の

積，Q データは受信中間周波信号と中間周

波信号を 90°位相をずらしたものとの積

で，この IQ データからドップラー周波数

の正負を知ることができる．）

第 1.4.2.2図　IQ データ収集装置（平成 19年度 ROPS
で整備されたもので，観測直後の位相信号

である IQ データを取得する．レーダーサ

イトに設置して収集する．一台しかないた

め，順番に各レーダーサイトに設置してデ

ータを取得する．）

第 1.4.2.3図　データ評価装置（信号処理のシミュレ

ータ．IQ データ収集装置で取得したデー

タに設定を施しデータを作成できる．本

庁のセンターシステムに設置してある．）
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以遠から戻ってくる電波の強度も強くなる．この

ため，あたかも観測範囲内にエコーがあるような

二次エコーが観測されることがある（第 1.4.2.6
図）．

　二次エコーを除去するために考えられた手法が

ランダム位相変調である．ランダム位相変調は送

信するパルスごとにランダムに位相を変えること

により，パルス間の相関関係をなくし，二次エコ

ーに関する強度信号をノイズ化し，一次エコーと

二次エコーを分離する技術である．

　実際の処理では，受信した位相信号列に対し二

次エコーが再現できるように位相補正を行ってフ

ーリエ変換を施す．各送信パルスの位相がランダ

ムに変化していれば，第 1.4.2.7図（a）のように

一次エコーとノイズはノイズ化され，二次エコー

のみピークを持つドップラースペクトルが出現す

る．ここから第 1.4.2.7図（b）のように二次エコ

ー成分を除去する．除去後のデータに逆フーリエ

変換を施すと，二次エコー成分が除去された位相

信号が得られる．この位相信号に対し，今度は一

次エコーが再現できるように位相補正を行い，フ

ーリエ変換を施すと第 1.4.2.7図（c）のドップラ

ースペクトルが得られ，求めたいドップラー速度

を得ることができる．

　しかし，ランダム位相変調の機能だけでは二

次エコーを全て消すことは困難である．このた

め，SNR フィルター（SNR【Signal Noise Ratio】
= signal/noise）などを併用して不要な二次エコー

第 1.4.2.4図　速度観測シーケンスの強度データ（左図）と強度観測シ

ーケンスの強度データ（右図）の違い（東京レーダー　

2008/08/04 16:50）
　左図の速度観測シーケンスでは信号処理装置内の品質管理によりエコ

ーが欠損している．

第 1.4.2.5図　IQ データ収集装置とデータ評価装置の

構成図

第 1.4.2.6図　二次エコー（Rmax は最大探知範囲）
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を消している．SNR フィルターは信号の出方か

らノイズと信号を判別するものであり，設定可能

なパラメータとしてスレショルドと算出ウィンド

ウ幅がある（第 1.4.2.8図）．SNR フィルターの設

定によっては，一次エコーの速度の乱れの大きい

部分に対して，一次エコーも二次エコーとして除

去処理され無効値になったり，除去しきれない二

次エコーに起因する速度データの折り返しミスが

発生したりする．

　SNR のスレショルドと SNR 算出ウィンドウ幅

が，今回のデータ評価装置を用いるシミュレーシ

ョンでの変数となる．以下シミュレーションのパ

ラメータ設定を述べる際は，簡易的に SNR スレ

ショルドを「SNR」，SNR 算出ウィンドウ幅を「幅」

と記す．

　ランダム位相変調において，パルスごとの位相

をランダムに変えるためのパターン列のことをラ

ンダム位相列という．これについて，昨年度本庁

観測課で現用のランダム位相列よりも ROPS の処

理に適した新ランダム位相列を考案した．今回の

シミュレーションでは SNR に関するパラメータ

の変更だけではなく，考案した位相列を用いて観

測したデータを使用し，新ランダム位相列の効果

についても検証する．

1.4.2.4　シミュレーションの実例

　平成 20年度の目標は速度観測シーケンスにお

いて，データの質を保ちながらエコー欠損を少な

くするようにパラメータ調整をすることである．

以下の結果は二次エコーが観測された種子島の事

例についてシミュレートした結果を示す．

　第 1.4.2.9図はパラメータ変更シミュレーショ

ンの結果の一例である．信号処理パラメータをデ

フォルト値（SNR4.0，幅 2.7）でシミュレートし

た第 1.4.2.9図緑枠内の強度観測シーケンスの強

度データと，第 1.4.2.9図黄色枠内上段の速度観

測シーケンスの強度データを比較すると，速度観

測シーケンスのデータの方にエコー欠損が多いこ

とがわかる．前述したとおり，これは信号処理過

程で主に二次エコー除去に関するパラメータの影

響により欠損したためである．

第 1.4.2.7図　位相変調方式を用いた二次エコー除去

の模式図（石原（2000）に加筆）

第 1.4.2.8図　信号処理パラメータ SNR（Signal Noise 
Ratio）
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第 1.4.2.9図　パラメータ変更シミュレーションの一例（仰角 0.2度　2008/10/07 13:32）
　種子島レーダーでシミュレートしたデータ．緑枠内は強度観測シーケンスの強度データで，

黄色枠内は速度観測シーケンスの強度データ（左側）・速度データ（右側）である．黄色枠

内は上からデフォルト値（SNR4.0，幅 2.7），二次エコーが出やすいパラメータ値（SNR0.5，
幅 2.7），現在の最適値（SNR2.0，幅 6.6）でシミュレートしたデータ．
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　一方，第 1.4.2.9 図黄色枠内，中段左側の画

像は，二次エコーが発生しやすいパラメータ値

（SNR0.5，幅 2.7）でシミュレートした速度観測

シーケンスの強度データである．このデータを見

ると，デフォルトに比べエコー欠損は少なくなっ

ているが，青丸内のエコーが二次エコーとして赤

丸内，ピンク丸内に虚像として紛れ込んでいる

ことがわかる．速度観測シーケンスは高 PRF の

Dual 観測（一定方位角ごとに PRF940Hz，752Hz
を切り替える観測）であり，PRF940Hz・752Hz
のそれぞれの最大探知距離は 159km・199km，そ

のため 270km 地点の青丸内のエコーはそれぞれ

赤丸付近，ピンク丸付近に観測されている．なお，

中段右側の速度データにおいて赤丸付近に陽に二

次エコーが計算されないのは，上記の Dual 観測

のため速度が算出できないからである．目標は速

度観測シーケンスのデータのエコー欠損を少なく

し，できるだけ強度観測シーケンスのデータに近

づけつつ（理論的に同じにはならない），二次エ

コーが除去できるパラメータを求めることであ

る．

　第 1.4.2.9図黄色枠内，下段の画像が現段階で

の最適値（SNR2.0，幅 6.6）でシミュレートした

画像である．この図を見ると，最適値でシミュレ

ートした画像は，二次エコーを除去しながら，デ

フォルトでシミュレートした画像よりもエコー欠

損が少なくなっているのがわかる．

1.4.2.5　まとめ

　IQ データ収集装置及びデータ評価装置を用い

て，信号処理のパラメータ変更シミュレーション

を行った結果の一例を示した．SNR スレショル

ド，SNR 算出ウィンドウ幅を調整することによ

り，速度観測シーケンスにおいて，二次エコー除

去性能を保ちながら，取得するデータ数を増やす

ことができることがわかった． 
○今後の課題

•　二次エコー除去機能の向上

　今回得られた現段階の最適値を実機に反映する

ためには，レンジダブラー（第 1.4.2.10図）領域

でのパラメータの調整が不十分である．

•　地形エコー除去機能の向上

　本課題では実施しなかったが，来年度以降にシ

ークラッター・地形エコーについても信号処理の

パラメータ変更シミュレーションを行い，その特

徴を見ていく予定である．

第 1.4.2.10図　レンジダブラー（Rmax は最大探知

範囲）

　最大探知範囲外から最大探知範囲内に入り込んだ

二次エコーを元の位置に戻すことで，最大探知範囲

を拡大する技術．
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2.　レーダーデータ等利用状況，提供方法の見

直しへの取り組み

　この章では，レーダーデータ等の利用状況のア

ンケート結果を解説し，次に，レーダー指数を利

用した地方共同研究等の結果を報告する．

2.1　レーダーデータ等の利用状況アンケート

結果＊

2.1.1　はじめに

　本検討会の前に，各管区気象台，沖縄気象台に

当室作成の各種プロダクトとレーダー三次元デー

タの利用に関するアンケートを実施した．

　本稿においては，これらのアンケート結果の紹

介を行う．

2.1.2　レーダー三次元データ利用プロダクト

2.1.2.1　RISS データ表示

　RISS データ表示は気象官署で各種レーダー全

国合成データを WEB ブラウザで表示可能とした

ツールで，拡大縮小を自由に行ったり，CAPPI
データ（レーダー水平断面図データ）を使って場

所を指定し，レーダーデータの鉛直断面図を表示

することも可能である．

　RISS データ表示の画面を第 2.1.1図に示す．

　操作は JAVA を利用し，計算等の処理の中核は

C++ で高速化を図っている．

　レーダーデータの表示に関する自由度の高さが

長所であるが，該当するデータを毎回計算するた

め描画が遅いという短所がある．

2.1.2.2　RaDAMoS

　RaDAMoS はレーダー三次元データを効果的に

利用するために開発したツールである（第 2.1.2
図）．

　レーダー三次元データを加工して各種指数（レ

ーダーエコー指数）を作成し，あらかじめ定めた

閾値を超えると画面右上の表に指数の値を表示す

るとともに，黄色や赤で表示して，警告を発する

ものである．

　レーダーエコー指数を 10分ごとに作成してい

＊ 宮城　仁史（観測システム運用室）

第 2.1.1図　RISS データ表示の画面

るため，処理が高速である．ある程度の自由度は

あるが，RISS データ表示には及ばない．

第 2.1.2図　RaDAMoS の画面
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2.1.2.3　RAPRAS

　RAPRAS は RISS データ表示の自由度を更に向

上させたものである（第 2.1.3図）．

　基本的な動作は RISS データ表示と同じである

が，マルチドキュメントインターフェースを採用

して，複数のレーダーデータを同一 WEB で表示

可能となっている．また，レーダーごとデータの

表示機能や設定情報の記憶機能も有しているが，

内部処理が複雑化しているため，RISS データ表

示と比べて処理が遅くなっている．

2.1.3　アンケート結果

　アンケートは，当室作成の WEB コンテンツで

ある RISS データ表示，RaDAMoS，RAPRAS に

ついて，利用状況，使い勝手，要望・不満等につ

いてアンケートを実施した．

　アンケート結果は管区ごとに集計し，その結果

を更に集計して百分率で示した．

2.1.3.1　RISS データ表示

　RISS データ表示のアンケート結果は第 2.1.4図
に示すとおりである．

　図からわかるとおり，調査研究等では「たまに

利用」も含めると，90% 近くの方が利用している．

また，調査研究以外でも実況監視の補助ツールと

して利用しているという官署もあった．

　一方で，要望不満・使い勝手が悪いなどの意見

もあった．使い勝手の悪さで圧倒的に多かったの

は動作が遅いというもので，それ以外に設定を覚

えさせてほしいというものもあった．設定の記憶

については，RAPRAS で可能となっている．

2.1.3.2　RaDAMoS

　RaDAMoS のアンケート結果は第 2.1.5図のと

おりである．

　もともと実況監視の補助ツールとして開発した

経緯もあり調査研究にはあまり利用されていない

状況が見られる．

　一方で，要望・不満は RISS データ表示よりも

少ないようで，要望点は拡大縮小を簡単にしてほ

しいなどの，自由度に関するものであったが，良

い点としては動作が速いというところにあるよう

である．

第 2.1.3図　RAPRAS の画面

第 2.1.4図　RISS データ表示の利用状況

第 2.1.5図　RaDAMoS の利用状況
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2.1.3.3　RAPRAS

　RAPRAS のアンケート結果は第 2.1.6図のとお

りである．

　RAPRAS は昨年度開発し，昨年度の会議で紹

介したものである．

　あまり利用されていないのがわかるが，アンケ

ート内容を見ると知らなかったという意見も多か

った．今回のアンケートで初めて知り，今後使っ

てみたいという意見もあった．

　利用されている方では，動作が非常に遅いとい

う意見や，操作が煩雑であるという意見もある一

方で，多画面表示ができて非常に便利であるとい

う意見もある．

　RAPRAS では，レーダーごとの仰角別データ

の断面図を作成したり，複数の画面を並べて見る

ような使い方がされているようである．

2.1.3.4　レーダーエコー指数

　アンケートの質問 2-6にあるレーダーエコー指

数の利用についてとりまとめたグラフが第 2.1.7
図である．

　レーダーエコー指数の中では vil や top が良く

使われている．管区によって良く使われている指

数が異なるが，va10や vx10などはあまり使われ

ていない．レーダーエコー指数が，どの程度の値

になると何が起こるのかが良くわからないため利

用しにくいという意見もあった．

　良く使われている指数については，地方気象台

等で行われた調査で用いられたものが多いようで

あり，指数を使った調査結果を紹介してほしい旨

の意見もあった．

2.1.4　まとめ

　RISS データ表示や RAPRAS については，描画

の高速化や動作の安定度が求められている．現在

の自由度を重視する意見もあるが，機能を絞り込

んで高速化を図ることが必要と考えられる．また，

RAPRAS については知らないために使っていな

いケースが多く，研修等の機会を通して紹介して

いく必要を感じた．

　RaDAMoS については，レーダーエコー指数と

気象現象との関係に関する資料が少なく，有効に

活用できていないところがある．今後は地方気象

台等で行った調査結果を WEB で紹介して理解を

深めてもらう必要がある．

　RISS データ表示，RaDAMoS，RAPRAS の提供

により得られたノウハウを生かして，今後は目的

にあった情報を地方気象台等に提供できるように

開発を続けていきたい．

第 2.1.6図　RAPRAS の利用状況
第 2.1.7図　レーダーエコー指数の利用状況
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第 2.2.1図　v-r 空間

　上図は平成 19年度観測データ高度利用技術担当者

会議「各指数の統計調査による特徴と利用法」の資料

から．

　下図は 2006年 6月 7日の秋田の事例．

2.2　孤立した降水雲の vil-rain 空間における

挙動＊

2.2.1　はじめに

　孤立した降水雲を追跡したレーダーエコー三次

元データについて，vil（Vertical Integrated Liquid 
water，鉛直積算雨水量，各メッシュの雨水量を

鉛直方向に積算した量）と rain（降水強度）との

間に相関関係が存在することが確認されている．

特に vil は，強雨に先立って大きな値を示すであ

ろうとの期待から，短時間強雨の前兆としての利

用が検討されてきた．しかし，vil と rain の時系

列を比較したとき，両者のピークの出現はほぼ同

時であると言えるものであった．

　孤立した降水雲追跡事例の vil と rain の散布図

には明瞭な幅を持った正の相関が見られる（第

2.2.1図上）．各降水雲は，この散布図上で時間を

パラメータとして盛衰の軌道を描いているはずで

ある．降水雲の発達・衰弱を考える上で，散布図

上の軌道パターンの解析が役に立つかもしれな

い．

2.2.2　vil-rain 空間の導入とデータ

　vil と rain の散布図を vil-rain 空間（v-r 空間）

と呼ぶことにする．v-r 空間は横軸に vil，縦軸に

rain をとった二次元平面である．降水雲は時間経

過に従ってこの平面に軌道を描く（第 2.2.1図下）．

　本調査に用いたデータは平成 19年度観測デー

タ高度利用技術担当者会議「各指数の統計調査に

よる特徴と利用法」で調査対象となった 2006年
と 2007年の仙台管内における孤立した降水雲の

時系列である（暦日でまとめると 35事例）．

2.2.3　軌道の分類

　v-r 空間で降水雲の発生から消滅までを追跡し

たとき，その軌道は，各降水雲ごとに，ある程度

固有の正の傾きを保ちながらループを描く．そこ

で降水雲の軌道のうち，発達期と思われる立ち上

がりの軌道と成熟期と思われる中間部分の軌道と

の相互の位置関係に注目した．すなわち v-r 空間

において，発達期の軌道よりも成熟期の軌道が上

に位置する場合を上三角型，逆に下に位置する場

合を下三角型，それ以外を直線型と分類した（第

2.2.2図）．降水雲 195個について，上三角型は 42
個，直線型は 91個，下三角型は 62個だった．

2.2.4　結果

　まず降水雲の v-r 空間上の傾きの特徴を理解す

るために，原点を通る回帰直線を求めた．三角型

のためのばらつきはあるものの，日別の降水雲の

回帰直線は似た傾きを示した．同じ日の隣県の傾

きも類似しており，vil と rain には数時間，数百

km スケールで共通した特徴がある．

＊ 足立　勇士（仙台管区気象台予報課）・南雲　信宏（仙台管区気象台予報課，現　仙台航空測候所花巻空港出張所）

　・戸堀　博之（仙台管区気象台予報課，現　秋田地方気象台技術課）・山鹿　康平（仙台管区気象台予報課，現

　仙台管区気象台通信課）
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　また各日の降水雲事例をまとめると，上三角型

が卓越する日と下三角型が卓越する日とに分類で

きた．このことから軌道の特徴にも時空間的共通

性があると考えられる．

　大別された型の軌道の特徴からは，下三角型に

200（mm/h）以上の強い降水が持続する傾向が多

く見られた．

2.2.4.1　v-r 空間の軌道の意味

　雨滴の終端速度は，速い粒子で約 10m/s，平均

落下速度でも数 m/s はある．対流雲（雲頂高度

10km 程度）で，自由落下を仮定した場合，雲頂

付近に生じた雨粒は 10～ 20分で落下する計算に

なる．vil と rain の時間的ピークにほとんどラグ

がないこと，また今回の調査で回帰直線の特徴が

示せたこととを合わせると，降水雲中に生じた雨

粒（vil）は 10分間程度で全て入れ替わり，その

入れ替わり分が降水強度（rain）に寄与している

と考えられる．

　また，vil と rain の回帰直線には事例ごとに固

有の傾きが見られた．このことは，上空に同じ量

の雨水量（vil）を保有していても，降水強度（rain）
が違うということを意味する．

　この v-r 空間の特徴を理解するために，降水雲

を単位面積の円柱とみなした単純なモデルを導入

する．降水雲の中に生じる雨粒を vil，落下する

量を rain として，降水雲の v-r 関係を決める要素

を考える．

　円柱は頂高度を L とする．単位時間に円柱内

に発生する雨水量は，単位体積当たりの収束の強

さ（C）と，円柱内に流入する大気の水蒸気量密

度（W）によってある程度決まると考える．この

雨水量を単位時間単位体積当たりに生じる雨粒の

生成速度 D（D=W×C）とする．簡単のため円柱

内の D は高さによらず一定であると考える．雨

粒の落下により下層ほど雨滴は多くなり，vil は
その総和であるので，生成量として vil は次のよ

うに与えられる．（比例係数 k）

　 　　　　　　　　　　　（2.2.1）

　落下量 rain を R と表すと，v-r 関係は次の簡単

な形で表せる．

第 2.2.2図　軌道の三つの型

上：上三角型　2006年 7月 17日秋田・青森付近で

見られた降水雲の v-r 空間上の軌跡の一事例　本

事例は動きの遅い孤立した降水雲で，vil の増加

の後 rain の増減を比較的短いサイクルで繰り返し

ている．

中：下三角型　2006年 7月 1日宮城付近で見られ

た降水雲の v-r 空間上の軌跡の一事例　移動しな

がら発達する降水雲で，vil の変化に対し rain の

割合が高く，比較的長時間の強雨が持続した．

下：直線型　2007 年 6 月 6 日　岩手・宮城付近で

見られた降水雲の v-r 空間上の軌跡の一事例　バ

ックビルディングのようなライン上の降水で，一

連の盛衰の中での vil と rain の比にあまり大きな

変動がない．

　図中の矢印は時間の向きを表し，縦軸横軸は各々最

大が 1とするような比で表している．
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　 　　　　　　　　　　（2.2.2）

　ここから v-r 関係の回帰直線の傾きが凝結速度

と高度に依存しているといえるが，高度との対応

が良くないことは平成 19年度観測データ高度利

用技術担当者会議における統計調査からも示され

ている．実際には短時間強雨がもたらされるよう

な条件下では，下層の空気塊に対して浮力のなく

なる高度は大きな値を保ったままで，発達する降

水雲を含有する総観規模の場も数時間で大きく変

わるものではないことから，L の値は大きく，変

化量も小さいからと考えられる．

　したがって，降水雲の v-r 関係が変化して v-r
空間上の軌道がループを描くように見えるのは，

環境場における雨滴の生成速度 D の変化が要因

と考えられる．降水雲内の収束の強さの鉛直構造

や流入する水蒸気量の変化によって v-r 空間上で

の傾きが変わる．そうした傾きの異なる点を，時

間をパラメータとしてつないだ結果，軌道がルー

プを描くものなのだと考えることができる．

2.2.4.2　型を形成する場の考察

　型が暦日事例ごとに卓越する傾向があることは

示された．しかしながら，常に同じ日には同じ型

になるというものでもない．v-r 空間上の型を決

める要素を探るため，型ごとのレーダーエコーの

時空間変動と気象要素・環境場との関係を見てい

く必要がある．対流雲の発生するトリガーには，

地形をはじめとしたいくつかの要因があるだろ

う．その要因として地形と地上風とエコー（対流

雲）の位置関係に注目した．

（1）下三角型

　第 2.2.3図は 2006年 8月 13日 13時の福島県付

近のレーダーエコーを示している．この事例で

は，発達した対流雲が見られた時間は南西風が卓

越していた．そしてレーダーエコーは山の風下側

に位置し，南北に数時間に渡ってほぼ同じ位置に

降水域を形成しており，高降水強度を長時間維持

するという特徴を示していた．下層の風が南東風

に変わった後，発達が弱まり始めた．同様の事例

が 2006年 8月 23日にも見られ，降水雲が高い山

の風下に発生し，移動して衰弱するものの，再び

同じ場所に降水雲が発生・発達していた（図は省

略）．

（2）上三角型

　第 2.2.4図は 2006年 6月 6日 17時のレーダー

エコーを示している．この事例では，地上で東又

は北寄り（東南東～北）の弱風が観測されていた．

そして，降水エコーは山の風上側で見られた．発

生した降水雲は東に流されながら次第に衰弱する

という特徴を示していた．2006年 7月 17日の青

森県付近においても類似した事例があり，北寄り

第 2.2.3図　2006年 8月 13日 13時のレーダーエコー

降水強度分布

第 2.2.4図　2006年 6月 6日のレーダーエコー降水強

度分布
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の風が東成分を持ち始めた時間帯に山の風上側に

降水雲が発生し，それが東側に流されては衰弱す

る特徴を示した（図は省略）．しかし，2006年 7
月 8日の福島県付近の不安定性降水の事例では，

地上で弱い風が西から北の風系のときに山の風下

にエコーが見られ，流されながら消散する様相を

呈した（図は省略）．必ずしも上三角型が山の風

上で消長した降水雲の特徴ではないが，上三角型

の事例はいずれも降水雲が流されながら衰弱して

しまって，降水が長続きしないという特徴を持っ

ていた．

（3）型が混在していた事例

　日射により対流雲が発生したと考えられる事例

もあった．第 2.2.5図では，太陽高度の上昇とと

もに地上気温も上昇し，山の東向き斜面に沿って

降水雲が発生し始め，昼頃には北向き斜面にも降

水雲が発達し始めた．この時 v-r 空間上の軌道は

直線や下三角の特徴を示していた．その後，昼過

ぎに降水雲は移動しながら衰弱し始めた．このと

きの v-r 関係には上三角の特徴も見られた．ただ

し，強雨域が広範囲に広がってしまうと孤立した

降水雲としての追跡が困難となり，v-r 空間の軌

道は複雑に見える傾向があることには注意が必要

である．

第 2.2.5-1 図　2006 年 8 月 21 日 1120JST のレーダー

エコー降水強度分布

第 2.2.5-2図　2006年 8月 21日（同日）1330JST のレ

ーダーエコー降水強度分布

第 2.2.5-3図　第 2.2.5-1図で示した時間帯前後の，一

連の降水における前半の v-r 関係の 1 例

（下三角型）

第 2.2.5-4図　第 2.2.5-2図で示した時間帯前後の，一

連の降水における後半の v-r 関係の 1 例

（上三角型）

　図中の矢印は時間の向きを表し，縦軸横軸は各々最

大が 1とするような比で表している．
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2.2.5　おわりに

　短時間強雨をもたらす孤立した降水雲に対し

て v-r 空間に見られた軌道パターンのような「型」

で特徴づけることができそうである．これは実況

監視中に発生した降水雲の性質を特定し，その消

長や経路，ひいては降水の長短多寡の判定に有効

ではないだろうか．今後さらに v-r 空間の特性を

もたらす要因を整理することにより有効性を見出

していきたい．

2.3　本庁における技術開発

　ここでは，本庁における技術開発課題 2課題の

照会と，平成 21年度に予定されているレーダー

観測 5分化について解説する．

2.3.1　ブライトバンド･雹域表示 Web の紹介＊

2.3.1.1　はじめに

　レーダー情報を利用する際に，特異エコーが簡

単に識別できるようになれば，適切な防災情報の

提供につながると思われる．そこで，レーダー情

報の利用に用いられる全国合成レーダーエコー強

度データ（以降，全国合成）に特異エコー域を重

ねて表示する Web ページを作成した．特異エコ

ーとしては，開発の要望が多く，技術的に比較的

容易であると思われるブライトバンド・雹・上空

エコーを選んだ．そのうち，気象レーダーデー

タ共有装置（以降，RISS）において公開してい

るブライトバンド及び雹域表示 Web を紹介する．

上空エコーに関しては，いくつか問題点があるた

め，今後のさらなる開発が必要である．

2.3.1.2　ブライトバンド域表示 Web の紹介

2.3.1.2.1　ブライトバンドとは

　上空の気温の低いところで形成された雪が，落

下して気温 0℃の層を通過すると，その表面が融

けて水膜で覆われた状態になる．このような雪片

はレーダー電波を強く反射する．さらにぬれた雪

は互いに付着しあって大きな雪片を構成するた

め，ますます電波を強く反射するようになる．こ

の後，落下を続けて気温が上昇すると，融ける過

程で分裂し，また完全に水滴となり粒径が小さく

なることにより，反射強度は小さくなる．また，

雨滴は雪よりも落下速度が大きいため単位体積当

たりの粒子数が減少し，ますます反射強度が小さ

くなる．この 0℃付近の融解層をレーダーで観測

したときに，エコー強度の大きなブライトバンド

となる（立平，2006）．
　また，融解層は数百 m 程度と薄く，レーダー

サイトの遠方では融解層がレーダー観測体積に占

める割合が小さくなるため，融解層の影響は小さ

＊ 福田　純也（観測システム運用室，現　数値予報課）



測　候　時　報　77.1-3　2010

－ 62－－ 62－

くなる（Gourley and Calvert，2003）．

2.3.1.2.2　技術背景

　上述のように，ブライトバンドとは，気温 0℃
前後の融解層を気象レーダーで捕らえるとレーダ

ーエコーが強調される現象である．したがって，

エコーが観測される高度の温度を求めることがで

きれば，ブライトバンド識別の指標として活用で

きると考えられる．また，レーダーサイトの遠方

では融解層の影響は小さくなるため，レーダービ

ームに沿った距離も指標として活用できると考え

られる．

　したがって，全国合成においてエコーが存在す

る領域の温度・ビーム距離が必要である．全国合

成は，レーダーごとの最下層データ（仰角合成テ

ーブルを用いて各メッシュに対する最適な仰角を

張り合わせて作られる）において，基本的に最も

強いレーダーエコーを採用している．全国合成の

各メッシュで採用されたレーダーに関する情報

は，採用情報ファイルに残される．

　つまり，レーダーごとの最下層は一定高度面で

はなく，メッシュにより高度が異なる．それらを

合成した全国合成もメッシュごとに高度が異な

り，さらに時間ごとに採用されるレーダーが異な

るため，各メッシュの高度も時間により変化する．

同様に，全国合成の各メッシュのビーム距離も時

間により変化する．

　そのため，まず仰角合成テーブルでレーダーご

とに全メッシュの高度・ビーム距離を求めた．次

にレーダー採用情報を用いて全国合成においてエ

コーが存在する全メッシュの高度・ビーム距離を

決定した．最後に MSM の予報結果から作成され

た等温度面高度データ（平成 19年度 技術開発課

題 No14：「レーダー 3次元観測データを用いた発

雷予測技術の開発」を参照）を用いて全国合成の

エコーに該当する温度を決定した．

　このようにして 10分ごとに全国合成の高度・

温度・ビーム距離データを作成し，そのうち温度・

ビーム距離を用いてブライトバンド警戒域を表示

する Web ページを作成した．

2.3.1.2.3　Web 紹介

　二つのパラメータ（温度・ビーム距離）を用い

てブライトバンド域を識別する際に，最適なパラ

メータ範囲を決定する必要がある．そのため，そ

れらの範囲を自由に選んで，ブライトバンド警戒

域を識別しエコーに重ねて表示できる Web ペー

ジをイントラネット内に作成し，まずは本庁現業

で幅広く実験してもらえるようにした．いくつか

の事例を検証した結果，パラメータ閾値（温度範

囲 -1～ 3℃，ビーム距離 60km 以内）を用いると，

ブライトバンドを非常に良く捕捉していたので，

これらをデフォルトの閾値として採用した．

　第 2.3.1.1図に作成した Web の概要を示す．

第 2.3.1.1図　ブライトバンド警戒域表示 Web の概要
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2.3.1.2.4　事例紹介

　顕著なブライトバンド検出例として 2008年 4
月 8日 7時（日本時間）頃，東京レーダーを中心

にして円形にエコーが強められた事例を第 2.3.1.2
図に示す．

　この例では，第 2.3.1.2図（c）で東京レーダー

を中心に円形に強められたエコーが存在するのが

わかるが，第 2.3.1.2図（d）で黄色のメッシュで

表されたブライトバンド警戒域がそれらの領域を

きれいに覆っている．しかし，第 2.3.1.2図（d）
のピンクで囲まれた領域は警戒域ではあるが顕著

なブライトバンド域ではない．この例ではパラメ

ータ閾値として温度範囲 -1～ 3℃，ビーム距離

60km 以内を用いている．

　また，二つめの事例として 2007年 5月 6日 12
時 50分（日本時間）において，長野レーダー周

辺でブライトバンドが観測された事例を第 2.3.1.3
図に示す．パラメータ閾値は先ほどの例と同じで

ある．

　この例は先ほどの例とは異なり，一目でブライ

トバンド域を判別できない．第 2.3.1.3図（a）の

赤丸で示された領域内に強いエコー域があり，第

2.3.1.3図（b）でその領域をブライトバンド警戒

域が覆っているが，わかりづらい．そのため第

第 2.3.1.2図　2008年 4月 8日 7時（日本時間）にお

いてブライトバンドが観測された事例

　（a）は全国合成のエコーに該当する高度，（b）は温

度，（c）は降水強度，（d）は降水強度にブライトバン

ド警戒域（温度範囲 -1～ 3℃，ビーム距離 60km 以内）

を黄色のメッシュで重ねた図．（a）～（d）の全ての

図における赤丸はブライトバンドによりエコーが円形

に強められている領域．図（d）のピンク色で囲まれ

た領域は警戒域であるが顕著なブライトバンド域でな

い領域．

第 2.3.1.3図　2007年 5月 6日 12時 50分（日本時間）

においてブライトバンドが観測された事

例

　（a）は降水強度，（b）は降水強度にブライトバンド

警戒域（温度範囲 -1～ 3℃，ビーム距離 60km 以内）

を黄色のメッシュで重ねた図，（c）は警戒域のみを赤

色で示した図，（d）は全国合成 CAPPI（高度 3km），（e）
は（d）図における A-B 断面図．（a）～（c）図にお

ける赤丸及び青丸はブライトバンドによりエコーが強

められている領域．（e）図の赤丸もその領域に対応し

ている．
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2.3.1.3図（c）で警戒域のみを表示させると，長

野レーダーを囲むように円形に警戒域があること

がわかる．第 2.3.1.3図（c）の青丸以外の領域は

強いエコー域ではないが，これは非常に弱いエコ

ーがブライトバンドにより強められてこの程度の

強度になったと考えられる．そのことを確かめる

ため，第 2.3.1.3図（d）の A-B 断面図第 2.3.1.3図（e）
を見ると，赤丸で示された強いエコー域ほどでは

ないが，黒丸で示された領域も上下に比べてエコ

ーが強められている．

2.3.1.2.5　まとめ

　現状では温度範囲 -1～ 3℃，ビーム距離 60km
以内が良い閾値と考えられるが，ブライトバンド

ではないと思われる領域を捕捉している場合も見

られた．そのため，今後さらに多くの事例を調査

し，別の新たなパラメータの導入も含めて最適な

パラメータ閾値を決定する．

2.3.1.3　雹域表示 Web の紹介

2.3.1.3.1　雹とは

　雹は激しい上昇気流を持つ積乱雲内で発生す

る．そのような環境下では，上空の気温の低いと

ころで形成された氷粒が落下して表面が融解し，

再び上昇気流で雲の上部に吹き上げられて融解し

た表面が凍結することを繰り返す．その過程で，

外側に他の氷晶が付着したり，過冷却の水滴が付

着し凍結したりすることで，次第に氷粒が成長し

ていき，雹が生成される．また，レーダーから見

た雹の特徴としては，レーダー反射強度が大きい

ということが挙げられる．

2.3.1.3.2　技術背景

　雹の識別としては，「平成 19年度 技術開発課

題 No09：レーダーデータをもとにした降水に関

する指数（レーダーエコー指数）の実用化」をも

とに，現在観測部現業で目安として用いている三

つのパラメータ（zmax，top，vild）を用いること

にした．それぞれ，zmax（最大反射強度）は鉛

直方向の反射強度の最大値，top（エコー頂高度）

は存在するエコーの最大高度，vild（鉛直積算雨

水量密度）は鉛直積算雨水量（vil）を top で除し

たものである．

　10分ごとに全国合成の zmax，top，vild データ

を全国合成 CAPPI データから作成し，それらを

用いて雹警戒域を表示する Web ページを作成し

た．

2.3.1.3.3　Web 紹介

　最適なパラメータ閾値を求めるため，パラメー

タを自由に変化させて雹警戒域をエコーに重ねて

表示できる Web を作成した．デフォルトのパラ

メータ閾値としては zmax ≧ 55dBZ，top ≧ 8km，

vild ≧ 3.5g/m3 を用いた．これらの閾値において，

2006年の降雹による災害報告事例を全て調査し

たところ，30事例中 22事例捕捉（捕捉率 73.3%）

していることが報告されている（平成 19年度観

測データ高度利用技術担当者会議：「レーダー三

次元データによる雹の判別」）．

　第 2.3.1.4図に作成した雹警戒域表示 Web の概

要を示す．

2.3.1.3.4　事例紹介

　デフォルトのパラメータ閾値（zmax ≧ 55dBZ， 
top ≧ 8km，vild ≧ 3.5g/m3）を変化させながら，

実際に雹が観測された事例を調べた．例として

2008年 7月 25日 16時頃，群馬県南部地方で降

雹が観測されたものを第 2.3.1.5図に示す．

　この例では，第 2.3.1.5図（a）において黒丸で

囲まれた非常に強いエコー域が見られ，第 2.3.1.5
図（b）でこの領域を雹警戒域が覆っている．し

かしわかりづらいため，雹警戒域のみを示した第

2.3.1.5図（c）を見ると雹警戒域が実際に降雹を

観測した群馬県南部地方を覆っていることがわか

る．

2.3.1.3.5　まとめ

　デフォルトのパラメータ値（zmax ≧ 55dBZ， 
top ≧ 8km，vild ≧ 3.5g/m3）では上記のような夏

場の降雹は捕捉できている場合が多いが，冬季日

本海側の降雹などはほとんど捕捉できていなかっ

た．今後さらに多くの事例を調査し，地域・季節

ごとに最適なパラメータ閾値を決定する．
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第 2.3.1.5図　2008年 7月 25日 16時（日本時間）に

おける（a）は降水強度，（b）は降水強度に雹

警戒域（条件 zmax ≧ 55dBZ，top ≧ 8km，vild
≧ 3.5g/m3）を灰色で重ねた図，（c）は雹警戒域

のみを赤色で示した図

　（a）～（c）の全ての図における黒丸は実際に降雹

が観測された領域．

2.3.1.4　今後の計画

　現在 RISS でブライトバンド・雹警戒域表示

Web を公開しているが，まだ試行段階である．今

後，パラメータを自由に変えて各地域・季節での

ブライトバンド及び降雹事例について最適なパラ

メータ値を見つける必要がある．それらの事例を

活用することにより，今後の警戒域表示 Web の

最適なパラメータ閾値を決定し，将来的に解析雨

量などのブライトバンドによる過大値を補正する

ためのデータとしての活用が期待できる．

参 考 文 献

Gourley, J. J., and Calvert, C. M.（2003）： Automated 
detection of the bright band using WSR-88D data. 
Wea. and Forecasting, 18, 585-599.

立平良三（2006）：気象レーダーのみかた インターネ

ット天気情報の利用．初版，東京堂出版，東京，

52-53．

第 2.3.1.4図　雹警戒域表示 Web の概要
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2.3.2　レーダー三次元情報を用いた発雷直前

予測について＊

2.3.2.1　はじめに

　気象庁では，平成 22年度から竜巻等の突風や

雷など局地的な激しい現象の危険度を分布図形式

で発表することを計画している．この情報の一つ

である「雷ナウキャスト（仮）」については，①

雷監視システム（LIDEN）による雷の検知結果に

加え，②レーダーデータから発雷の危険性が高く

なった領域についても解析を行い，1時間程度先

まで予測する形で予報部と観測部が共同で開発を

進めている．本稿では，これまでに観測部で開発

を行った②の解析アルゴリズムについて解説す

る．

2.3.2.2　予測アルゴリズム

　レーダーを用いた雷予測について，-10℃高度

におけるレーダーエコー強度 40dBZ が有効な指

標と指摘されており（Gremillion，1999），昨年度

までに等温度面エコー強度を作成する環境を整え

た．

　今年度は，10km 格子ごとに 3次元レーダーデ

ータ指標を作成し，LIDEN による対地雷検知の

有無を目的変数としてロジスティック解析を行っ

た．また，数値予報資料として得られる MSM 発

雷ガイダンスを用いて発雷環境場の選別を行い，

精度向上を図っている．

2.3.2.2.1　ロジスティック解析

　ロジスティック解析は『あり』or『なし』など

の二値データの解析に適していると言われてお

り，式（2.3.2.1）で目的とする現象が起こる確率

を算出する．

　 　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（2.3.2.1）
ここで，p は現象が起こる確率，xi が説明変数で

あり，式（2.3.2.1）を次式（2.3.2.2）のとおり変形し，

今回は重回帰分析を行うことで係数 bi を求めて

いる．

　 　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　（2.3.2.2）

2.3.2.2.2　目的変数と説明変数

　今回は目的変数について，レーダー観測時刻か

ら 10分以内に，10km 格子内で LIDEN による対

地雷検知がある場合に『現象あり』として解析を

行った．時間のずれを考慮するため，LIDEN の

検知位置を降水ナウキャストの移動ベクトルで

10分遡って移動させている．また，LIDEN の品

質管理として，LIDEN 検知位置から半径 10km 範

囲内に合成強度 0.2mm/h（レベル値 3）以上のエ

コー域がない場合は，誤検知と見なしている．

　解析を 10km 格子単位で行うため，説明変数に

ついても 10km 格子単位で用意する必要がある．

今回は，説明変数が多くなるのを避けるため，－

10℃高度エコー強度，鉛直積算雨水量（VIL），
頂高度について，それぞれ強度（高度）と面積を

併せ持つ指標を作成した．

　例として，-10℃高度エコー強度指標（Pzt）の

作成について説明する．まず，10km 格子内の

1km メッシュ -10℃高度エコー強度を第 2.3.2.1表
に従ったランクに分け，高いランクに重みを付け

て式（2.3.2.3）のとおり積算する．取り得る最大

値は 10km 格子内の 1km メッシュの値が全てラ

ンク 4の場合で 200となる．

　 　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（2.3.2.3）

＊ 平原　淳（観測システム運用室，現　内閣府大臣官房総務課）

第 2.3.2.1表　エコー強度とランクの関係
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2.3.2.2.3　解析期間と解析格子

　今回は主に夏季をターゲットとして 2007年 05
月～ 10月のデータからロジスティック解析を行

った．予測対象域は陸域と海岸線から 20km 以内

にかかる格子で，説明変数の指標が全て 0の事例

を除外したものを解析の母集団としている．北海

道や沖縄地方などで『現象あり』が少ない（ない）

格子が見られるため，『現象あり』データ数の確

保と，少し空間的に均す意味も含め 4 × 4格子ご

とに同じロジスティックモデルを構築した．4 ×
4格子でも『現象あり』データ数が少ない格子に

は，16 × 16格子で解析したロジスティックモデ

ルを適用した．

2.3.2.2.4　MSM 発雷ガイダンス（PoT）の利用

　MSM-PoT は，数値予報から 20km 格子単位で

前 3時間に発雷する確率を算出しており，その格

子が発雷環境場に適しているかどうかを表す指標

といえる．2.3.2.2.1～ 2.3.2.2.3で構築したロジス

ティックモデルと組み合わせ，いずれも値が低い

場合は発雷の可能性が低いと判断し，ロジスティ

ックモデルの出力を 0（発雷の可能性なし）に補

正することとした．

　今回はロジスティックモデルの出力値が 20％
未満かつ MSM-PoT が 10％未満の場合に補正を施

している．

2.3.2.2.5　発雷予測域のプロダクト表現

　ロジスティックモデルによる予測結果は 10km
格子情報として算出されるが，プロダクトの表現

としては 1km 格子情報で提供することを予定し

ている．このため，別途レーダーデータから対流

性のエコー域を抽出し，発雷確率算出格子にかか

る対流域をプロダクト表現とできないか検討を行

った（第 2.3.2.1図）．これまでのところ，対流性

の判別には Steiner et al.（1995）を参考に，高度

2km において以下のパラメータで行っている．

　①エコー強度 Z ≧ 40dBZ の格子点は，自動的

に convective center とする．

　② ①で convective center と判別されない格子点

について，その格子を中心とする半径 11km 以内

の 0でないエコーを平均した背景エコー強度 Zbg

を，式（2.3.2.4）で算出する⊿ Z 以上超える格子

点は convective center とする．

　 　　　　　　　（2.3.2.4）
　③ convective center と判別された格子点につい

て，第 2.3.2.2表で示す半径内の格子点を『対流

性領域』とする．

2.3.2.3　事例による検証

　作成したロジスティックモデルを独立資料であ

る 2008年の事例に適用して予測特性などの検証

を行った．なお，時刻は全て日本標準時である．

事例 1　2008 年 06 月 23 日　東海地方

　この日は，梅雨前線が本州の南海上に停滞し，

上空に寒気が入ったため大気の状態が不安定と

なっていた．第 2.3.2.2図は 09時 00分の状況で，

（a）全国合成図では静岡県を中心に降水域が広が

り，ところどころに強いエコーも見られる．（b）
は高度 2km における対流性領域で，（c）がロジ

スティックモデルによる 10km 格子の発雷確率で

ある．（b）と（c）を組み合わせた（d）が発雷危

険エリアを示しており，検証のため 09時 00分～

10分の LIDEN 対地雷の検知結果も併せて表示し

第 2.3.2.1図　プロダクト表現のイメージ

第 2.3.2.2表　対流性領域とする半径
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ている．伊豆半島の付け根付近に 20% を超える

発雷危険エリアがあり，実際にその後 10分以内

に LIDEN による対地雷が検知されている．

　結果的に LIDEN による対地雷検知がない領域

も見られるが，発雷の危険性を伝えるという観点

からは，おおむね妥当な表現ができている．

事例 2　2008 年 07 月 04 日　九州南部

　この日は，九州は太平洋高気圧の周辺部に位置

し，南から暖かく湿った空気が流れ込んだため大

気の状態が不安定となっていた．2.3.2.3事例 1と
同様の図を第 2.3.2.3図と第 2.3.2.4図に示す．災

害報告では，07時 45分頃，姶良町の海岸の堤防

で釣りを見ていた男性が被雷し死亡したと報告さ

れている．時刻的なずれはあるが，第 2.3.2.4図
07時 30分の発雷危険エリアに対応して災害発生

位置に LIDEN が対地雷を検知している．その前

までの時刻においても，発雷危険エリアが継続し

て表現されており，場合によってはリードタイム

が長く取れることがわかる．

　このため，検証を行う際には，10分以内の対

地雷検知に対する評価だけではなく，20分以内，

30分以内における評価も有効と考えられる．

第 2.3.2.2図　2008年 06月 23日 09時 00分
　（a）全国合成図

　（b）高度 2km 対流性領域

　（c）ロジスティックモデル出力

　（d）発雷危険エリア＋ LIDEN 対地雷（09時 00分～

10分の検知）

　（b）と（c）の情報から（d）を作成．伊豆半島の付

け根付近に発雷確率の高い領域が表現されており，実

際に 10分以内に LIDEN が対地雷を検知している．

第 2.3.2.3図　2008年 07月 04日 07時 00分
　（a）全国合成図

　（b）発雷危険エリア＋ LIDEN 対地雷（07時 00分～

10分の検知）

第 2.3.2.4図　発雷危険エリア＋ LIDEN 対地雷（2008
年 07月 04日 07時 10分～ 07時 40分）

　LIDEN は対象時刻後 10分間の検知結果を表示（例：

07時 30分のデータは 07時 30分～ 40分）07時 45分
頃に姶良町の海岸で男性が被雷し死亡．07時 40分の

図から，該当位置に落雷の検知は見られないが落雷危

険エリアは表現されていた．その前の時刻から，継続

して落雷危険エリアが表現されていたことがわかる．

時間的にはずれるが，07時 30分に示されている対地

雷検知が災害位置との対応が良い．

　この事例のようにリードタイムが長く取れる場合も

あるので，検証を行う際には，10分以内の対地雷検

知に対する評価だけではなく，20分以内，30分以内

における評価も有効と考えられる．また，近接格子で

落雷を検知している場合もあるので，そのような場合

を適中・捕捉とした評価も有効と考えられる．

事例 3　2008 年 05 月 10 日　中国地方

　この日は，日本の南に梅雨前線が停滞し，第

2.3.2.5図（a）の 11時 10分における全国合成図

では中国地方は層状性の降水域に覆われていた．

この時間帯には，融解層が高度 2km 付近に存在

したため，対流性判別がうまくいかず不適当な対

流性領域が解析された（b）．（c）のロジスティッ
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クモデルも低い値ではあるが出力しており，こ

のままでは（d）のように不適当な発雷危険エリ

アが表現されてしまう．実際には，（e）の MSM-
PoT と組み合わせることで，全域にわたり発雷ポ

テンシャルが低いことがわかるので，（f）のとお

り発雷危険エリアはなしと補正している．

2.3.2.4　統計的検証

　作成したロジスティックモデルについて，独立

資料である 2008年 05月～ 07月のデータから統

計的検証を行った．ロジスティックモデルによる

出力を 1％ごとに区切り，閾値以上の確率算出格

子を『予報あり格子』，対応する LIDEN による対

地雷検知がある格子を『現象あり格子』とし，全

格子・全期間における結果を積算した．スレット

スコアと捕捉率は，同じ格子における 10分以内

の対地雷検知について評価を行い，空振率は，『予

報あり格子』に対して，10分以内の同じ格子に

おける評価と，同様に 20分以内，30分以内に『現

象あり格子』が存在する場合には適中とする，条

件を緩めた評価を行っている．

　検証スコアをグラフにした第 2.3.2.6図を見る

と，10分以内に対地雷を検知するかどうかとい

う評価では，閾値 16% のときに最もスレットス

コアが良く 0.273，捕捉率 44%，空振率 58% であ

った．条件を緩めた 30分以内の発雷を適中とし

た場合の空振率は 45% であった．

2.3.2.5　まとめと今後の課題

　3次元レーダーデータから構築した 10km 格子

ロジスティックモデルを MSM 発雷ガイダンスで

補正し，対流性領域と合成することで，発雷の危

険域を示すプロダクトを作成した．作成した発雷

危険エリアは，雷危険域の絞り込みがある程度で

き，場合によってはリードタイムが長く取れる可

能性もある．

　今後は，平成 22年度の「雷ナウキャスト（仮）」

の運用開始に向け，以下のポイントを念頭にアル

ゴリズムの改良を進める．

• 冬季における開発を行う．

• 今回求めた検証スコアと比較しながら説明変

数の見直しを行う．

• 適切な MSM-PoT の適用閾値を検討する．

• 統計資料が少ないなど，ロジスティックモデ

ルがうまく構築できていない領域については，

別格子のロジスティックモデルを適用するなど

して対応する．

第 2.3.2.5図　2008年 05月 10日 11時 10分
　（a）全国合成図

　（b）高度 2km 対流性領域

　（c）ロジスティックモデル出力

　（d）発雷危険エリア（PoT 補正なし）

　（e）MSM-PoT　（f）発雷危険エリア（PoT 補正あり）

　（a）を見ると層状性の降水域が広がっているが，融

解層が高度 2km に存在しており不適当な対流性判別

となった（b）．ロジスティックモデルも低い値ではあ

るが出力しており，このままでは（d）のように不適

当な発雷危険エリアが表現されてしまう．実際には，

（e）の MSM-PoT と組み合わせることで，全域にわた

り発雷ポテンシャルが低いことがわかり，最終的に（f）
の赤丸印内について発雷危険エリアはなしと補正して

いる．
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2.3.3　レーダー観測の 5分化について＊

2.3.3.1　はじめに

　近年，ごく狭い範囲で突発的に雨が強まる局地

的大雨による事故や災害が多発している．予報メ

ッシュ内での局地的大雨の可能性を予測すること

は可能であるが，場所や時間を特定し，十分な時

間的余裕で局地的大雨の発生を予測することは難

しいのが予報技術の現状である．

　このようなことから気象庁では，局地的大雨か

ら人命を守るため，局地的な大雨の観測，解析・

予報技術及び防災気象情報の改善を推進すること

としている．具体的には，平成 20年度補正予算「安

心実現のための緊急総合対策」によって，新たに

札幌，福井，大阪，広島，石垣島の 5か所の一般

気象レーダーでドップラー化を進めるとともに，

平成 21年（2009年）7月 1日より全国 20か所の

気象レーダーで降雨域の観測間隔を 10分ごとか

ら 5分ごとに能力アップし，局地的大雨に対する

監視機能の強化を図ることとしている．

　ここでは，全国 20か所のレーダーの観測頻度

を 5分間隔に能力アップすることについて説明す

る．

2.3.3.2　レーダー観測 5分化の内容

　第 2.3.3.1 図は，観測間隔を 1/2倍（5 分間隔）

に能力アップすることを示す模式図である．上が

現在の 10分間隔の観測シーケンスでの雨雲を捕

えるイメージ図で，下が今回の観測間隔の 5分化

後のイメージ図である．上の 10分間隔では，エ

コーが現れていない状況（図略）から，突然エコ

ーが現れている．このエコーは，次の 10分後の

20分には豪雨をもたらす規模の気象エコーとし

て観測されている．エコーの追跡では，二つのエ

コーが追跡でき，また 20分には 2個の強いエコ

ーが突然現れている．下側のレーダー観測 5分化

後のイメージ図では，上の 5分ごとの空白にエコ

ーの図が挿入される．エコーの追跡では，10分
ごとのエコーで二つのエコーを追跡できたが，5
分ごとではこの発達過程の前後を追跡できること

がわかる．また，二つのエコーに加え，上側の

第 2.3.2.6 図　検証スコアのグラフ　2008 年 05 月～

07月（全 10km 格子積算）

　ロジスティックモデルによる出力を 1％ごとに区

切り，閾値以上の確率算出格子を『予報あり格子』，

LIDEN による対地雷検知がある格子を『現象あり格

子』とし，全格子・全期間における結果を積算して検

証を行った．スレットスコア（TS）と捕捉率（POD）は，

同じ格子における 10分以内の対地雷検知について評

価を行い，空振率は，『予報あり格子』に対して，10
分以内の同じ格子における評価（FAR10min）と，同

様に 20 分以内（FAR20min），30 分以内（FAR30min）
に『現象あり格子』が存在する場合には適中とする，

条件を緩めた評価を行っている．

　FO（適中）：予報あり・現象あり

　FX（空振り）：予報あり・現象なし

　XO（見逃し）：予報なし・現象あり

　XX（適中）：予報なし・現象なし

　TS（スレットスコア）：FO/(FO+FX+XO)
　FAR（空振率）：FX/(FO+FX)
　POD（捕捉率）：FO/(FO+XO)

＊ 溝本　悟（観測部観測課，現　大阪管区気象台技術部観測課）
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20分で現れていたエコーの発達初期の状況も 5
分では追跡できることがわかる．レーダー観測 5
分化により，これまでより詳細にエコーの発達初

期からの状況を把握できるようになる．

　このように「豪雨の手前で予兆をキャッチ」す

ることにより，注意報・警報等の気象情報を少し

でも早く伝えることが可能となる．また，利用者

も，大気の状態が不安定な気象状況の場合に気象

レーダーの画像を 5分ごとに見ることができ，豪

雨となり得る強い雨雲をこれまでより詳細に見る

ことで，突然の豪雨等による災害から身を守るこ

とができるようになる．

2.3.3.3　新たに追加される観測データ

　現在の観測では，次の観測データが 10分間隔

で得られている．

レーダーごと直交座標

エコー強度（最下層，1km メッシュ）

エコー頂高度（2.5km メッシュ）

エコー強度（高度別 15層）

レーダーごと極座標

エコー強度（仰角別）

ドップラー速度（仰角別）

全国合成

エコー強度（最下層，1km メッシュ）

エコー頂高度（2.5km メッシュ）

鉛直積算雨水量（1km メッシュ）

メソサイクロン検出

　今回改修されるレーダー観測 5分化では，上記

観測データに加え次の観測データが 5分間隔で作

成される．

①　レーダーごと直交座標エコー強度（最下層，

1km メッシュ）

②　全国合成エコー強度（最下層，1km メッシュ）

③　メソサイクロン検出

2.3.3.4　現在と改修後の観測シーケンス

　第 2.3.3.2図は，現在の東京レーダーの観測シ

ーケンスである．縦軸が観測仰角，横軸は時間の

流れを示している．ピンク，オレンジ，赤，緑の

凡例で示される降水・風（強度及び速度）の観測

の各シーケンスを組み合わせて，各仰角（降水や

風）の観測が行われる．本庁で集められた各サイ

トからのこれらの資料が，10分ごとに最下層エ

コー強度やその他の資料として必要な部署に配信

されている．また，風（ドップラー速度）につい

ても，本庁でメソサイクロンを検出するための資

料として利用され，10分ごとにメソサイクロン

検出結果として配信されている．

　第 2.3.3.3図は，レーダー観測 5分化について

の観測シーケンス検討案である．5分ごとに最下

層エコー強度データを得るための観測（緑）とメ

ソサイクロン検出（ピンク，オレンジ，赤）のた

めの観測を盛り込み，エコー強度とドップラー速

第 2.3.3.1図　レーダー観測 5分化の模式図
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第 2.3.3.2図　現在の東京レーダーの観測シーケンス

第 2.3.3.3図　レーダー観測 5分化についての観測シーケンス検討案

度の 3次元ボリューム観測（オレンジ色）も盛り

込んでいる．レーダーの空中線は 1回転 15秒で

回転し，10分間で観測できる回数は観測仰角を

変更する時間を含めると約 28-29回転程度が限度

となる．今後，気象研究所ドップラーレーダーに

よる試験観測を行い，観測シーケンス案を評価す

る予定である．
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3.　新しい観測資料の利用＊

　平成 20年度観測データ利用技術検討会では，

リアルタイム解析が可能になった GPS 可降水量

についてデータの性質と利用ツールの理解を深

め，今後の利用について検討を行った．

3.1　GPS 可降水量データの背景と意義

3.1.1　GPS 可降水量の背景

　本検討会で GPS 可降水量を取り上げるに至る

までの背景は，以下のとおりである．

　平成 9年度から平成 13年度に，科学技術振興

調整費により「GPS 気象学：GPS 水蒸気情報シ

ステムの構築と気象学・測地学・水文学への応用

に関する研究」が実施された．このプロジェクト

の研究成果により，GPS 大気遅延量の気象学に

おける研究や気象業務での利用の可能性について

広く理解されるようになった（萬納寺，1998；萬

納寺，2000）．しかしこの時点では，GPS 大気遅

延量データの解析はリアルタイムではなく，気象

業務へ利用するためにはリアルタイム解析が必要

であった．

　観測部では，平成 15 年度から平成 17 年度に

技術開発課題「次世代高層気象観測手法の調査」

を実施し，気象研究所の協力を得て GPS 大気遅

延量の観測業務への利用方法を検討した．小司

（2007），小司・國井（2007）により，GPS 大気

遅延量の準リアルタイム解析が示され，数値予報

モデルへの同化実験が行われた．その後，観測部

では平成 19年度に技術開発課題「GPS 可降水量

におけるリアルタイム処理データの品質管理手法

等の開発」を実施し，2007 年 10 月に GPS 可降

水量解析装置を整備した．このようにして，GPS
大気遅延量データをリアルタイムで気象業務に利

用するためのソフトとハードの準備が整えられ

た．

　平成 20年度の技術開発課題「GPS 可降水量デ

ータを用いた実況監視ツールの開発」では，リア

ルタイム解析データを利用するためのツールの開

発が実施された．2008年 5月には GPS 大気遅延

量のリアルタイム解析が数値解析予報システムへ

配信され，メソ解析への利用に関する業務化試験

が行われた（石川，2008）．この結果，①降水予

報のスコアの大幅な改善，②地上相対湿度の顕著

な改善と地上気温の改善，③予報事例における強

雨予報の改善と偽の雨の抑制，というポジティ

ブな評価結果が示されている．このように，GPS
大気遅延量データは，数値予報への業務利用が計

画されている（2009年 3月現在）．また，利用ツ

ールにより把握される GPS 可降水量データが強

雨の実況監視に有効であるという理解も広まりつ

つある．

3.1.2　天気予報の三要素

　天気予報を科学的に行うため，三つの要素：①

気象観測（Observation），②ツール（Tool），③モ

デル（Model）が重要である（Bergeron，1959）．
　気象観測には，現在，地上気象，ゾンデ，レー

ダー，気象衛星，ウィンドプロファイラなどの観

測手段がある．GPS 可降水量は，これらの気象

観測データに新たに加わるデータである．各観測

手段によって得られる観測データによって，大気

の状態が把握される．しかし，各種観測データに

はそれぞれのデータ特性があり，観測データの利

用に当たってその特性と利用方法，留意点を理解

することが重要である．GPS 可降水量という新

しいデータについても，その特性と利用方法，留

意点を理解することが不可欠である．

　各種観測手段によって得られるデータは，数多

くの気象要素について膨大な量である．このため，

膨大な観測データから目的に合った図的・数学的・

力学的処理をするツールが用いられる．具体的に

は，天気図や断面図，エマグラム，各種安定度指

数（SSI，K-index，CAPE，CIN）などである．天

気図は各地の気象観測データから大気のシステム

を表現し，エマグラムはゾンデ観測データから大

気の鉛直構造を示す．GPS 可降水量データも時

間的・空間的に高い観測密度で得られており，膨

大な GPS 可降水量データを要約して利用するツ

ールが必要である．観測部では平成 20年度に利

用ツールとして「GPS による気象観測データ共

＊ 水野　量（観測部観測課，現　計画課）
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有ツール」を開発しており，このツールの利用方

法と留意点の理解が重要である．

　各種観測手段による観測データと目的に合った

処理をするツールに加えて，大気の構造に関する

モデル及び問題に対する合理的物理的方法が，天

気予報を科学的に行うために用いられる．具体的

には，低気圧モデルや数値予報モデル，各種概念

モデル，雷雲発達モデル，統計モデルである．こ

れらのモデルを用いて，膨大な観測データとツー

ルで表現される大気の状態を理解し，天気予報や

気象情報が作成される．一般に，各種概念モデル

は詳細な事例解析から，また統計モデルは長期間

の観測データからそれぞれ作成される．GPS 可

降水量データを考慮した各種概念モデルや統計モ

デルの開発が，今後必要である．

3.1.3　可降水量とは

　地表（高度  ，気圧  ）から大気上端（高

度  ，気圧  ）までの気柱に含まれる水

蒸気質量を，可降水量（precipitable water）という．

第 3.1.1図から可降水量  [kgm-2] は，

　 　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（3.1.1）
である．ここで，  は水蒸気密度 [kgm-3]，  は空

気密度 [kgm-3]，  は比湿 [kgkg-1]，  は重力加速度

[ms-2]，  は地上気圧 [Pa] である．大気中に水蒸

気が多く含まれるほど，その鉛直積算量である可

降水量は大きい．水蒸気密度には飽和水蒸気密度

以下であるという上限値があるため，気柱積算量

である可降水量にも上限値がある．

3.1.4　可降水量の特徴

　この節では，可降水量データの特徴を説明する．

①可降水量は下層の気柱水蒸気量を代表する，②

可降水量は赤道地方で大きく極地方で小さく，日

本付近では南北傾度が大きい，③可降水量は夏期

に大きく冬期に小さく季節変化が大きい，という

特徴を強調する．

3.1.4.1　水蒸気密度の高度分布

　第 3.1.2図（a）は，大気の放射計算で用いられ

るモデル大気における水蒸気密度の高度分布を示

している（McClatchey et al.，1972）．熱帯，中緯

度夏季，中緯度冬季，寒帯夏季，寒帯冬季とも，

水蒸気密度は地表で最大で高度とともに減少す

る．このような水蒸気密度  の高度  による減

少は，次式：

　 　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3.1.2）
によって表現される（Reitan，1963）．ここで， 

 は地表における水蒸気密度，  は定数で約

0.44km-1，したがってスケールハイト  は
約 2.3km，である．

　（3.1.2）式から高度  までの可降水量  は，

次式：

　 　　　（3.1.3）

で与えられる．（3.1.3）式を大気上端までの可降

水量  （  ） で規格化すると

　 　　　　　　（3.1.4）

が得られる．  で規格化された高度  まで

の可降水量の高度分布を示す第 3.1.2図（b）から，

可降水量の約 70％は 3km 以下に含まれているこ

とがわかる．つまり，可降水量は下層の気柱水蒸

気量を代表している．

3.1.4.2　可降水量の空間分布

　第 3.1.3図は，JRA-25アトラスによる可降水量

分布（年平均）図である．可降水量は，赤道地方

で大きく（約 50kgm-2 以上），極地方で小さい（約

5kgm-2 以下）．日本付近では可降水量の南北傾度

が大きい．

第 3.1.1図　可降水量の説明図
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3.1.4.3　可降水量の月別分布

　第 3.1.4図は，石垣島，鹿児島，館野，札幌に

おける可降水量の月別分布を示している（Chuda 
and Niino，2005）．夏期に大きく冬期に小さいと

いう可降水量の大きな季節変化がある．このよう

な月別分布は，第 3.1.3図の可降水量の空間分布

と対応するものである．

3.1.4.3　可降水量の月別分布

　第 3.1.4図は，石垣島，鹿児島，館野，札幌に

おける可降水量の月別分布を示している（Chuda 
and Niino，2005）．夏期に大きく冬期に小さいと

いう可降水量の大きな季節変化がある．このよう

な月別分布は，第 3.1.3図の可降水量の空間分布

と対応するものである．

3.1.5　水蒸気の水平フラックス

　この節では，水蒸気収支解析から水蒸気の水平

フラックスの収束が，降水量と深く関係している

ことを強調する．

　大気中の水蒸気比湿  [kgkg-1] の  座標

系での時間変化の式は，

　 　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（3.1.5）

第 3.1.2図　水蒸気密度の高度分布と地上からの水蒸気積算量

　（a）水蒸気密度の高度分布，（b）地上からの水蒸気積算量

第 3.1.3図　可降水量分布（年平均図）

　気象庁及び財団法人電力中央研究所が実施した

JRA-25 長期再解析プロジェクトにより作成された

JRA-25アトラスによる．

第 3.1.4図　各地の可降水量の月別変化

　石垣島，鹿児島，館野，札幌における 9時（実線）

と 21時（破線）の可降水量，Chuda and Niino（2005）
による．
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で与えられる（二宮，2005）．ここで，  は局

所的時間変化，  は水平移流，  は

鉛直移流，  は単位時間当たりの凝結量である．

　一方，空気の連続の式は，

　 　　　　　　　　（3.1.6）

である．

　（3.1.5）式と（3.1.6）式に  を掛けたものを加

えると，

　 　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（3.1.7）
という水蒸気の連続の式が得られる（二宮・秋山，

1976）．（3.1.7）式の  は，水蒸気

の水平フラックスと呼ばれている．

　次に，（3.1.7）式の領域平均は，

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（3.1.8）
である．ここで，  は乱れ（積雲対流や乱れ）

による水蒸気の垂直輸送を示している．（3.1.8）
式を気層全体で積分すると，大気上端と下端（地

表面）では  であるから，

　 　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　（3.1.9）
が得られる．ここで，  は気層全体の凝結量， 

 は地表面からの水蒸気フラック

ス（蒸発）である．

　豪雨域で（3.1.9）式を評価すると，比湿  は下

層で大きな値を持つから，

　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　（3.1.10）
となる．ここで，豪雨域について（3.1.10）式

を導出するとき，①蒸発量  は数 mm ／日で

あり  は無視できる，②大気は飽和しており， 

 を用いている．したがって，豪雨

域では下層水蒸気フラックスの収束は，凝結量の

気柱積算量とほぼ等しく，降水量と深く関係して

いる．このことは，GPS 可降水量の利用ツール

の図（3.2.2参照）に利用している．

3.1.6　GPS 可降水量の観測原理と精度

　GPS 衛星から電波が地表面へ伝搬するとき，

電離層や大気の影響を受けて電波の到達時間に遅

れが生じる．その遅れを距離に換算したものを，

大気遅延量という．第 3.1.5図に示すように，大

気遅延量は乾燥大気による遅延と水蒸気による遅

延からなる．水蒸気による遅延量は，鉛直積算水

蒸気量である可降水量に比例している．

　大気遅延量は，GPS 衛星 - 受信機間の実際の距

離と GPS 衛星からの電波の位相から求められる

距離との差からわかる．この大気遅延量から乾燥

大気による遅延量を差し引いた遅延量が可降水量

に比例することを利用して，GPS 可降水量が求

められる．

　第 3.1.6図は，2007年 7月～ 8月における GPS
可降水量とラジオゾンデから算出した可降水量

（ゾンデ可降水量）を比較した散布図である．両

者のバイアスは -0.10mm（=kg/m2）と小さく，

RMSE（二乗平均平方根誤差）は 2.69mm，相関

係数は 0.96である．このような高い精度で，空

間的にはアメダスと同程度の観測密度と時間的に

は毎時間の頻度で GPS 可降水量データを利用す

ることができる．

第 3.1.5図　GPS 可降水量の観測原理 
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3.2　GPS による気象観測データ共有ツール＊

3.2.1　はじめに

　従来，高層の気温，湿度，風向風速を知る手段

はラジオゾンデ観測を主体としたものであった

が，近年では衛星観測やドップラーレーダー等の

リモートセンシング観測の開発が進み，時間的・

空間的に高分解能なデータ取得が可能となってき

た．しかし，局地的に発生する大雨に大きな影響

を与える陸域の水蒸気とその変動は，このような

状況においても，全球的に時間的・空間的に密に

観測する手段が整備されていない．

　日本においては国土地理院が運用している

GPS 連続観測システム（GEOMET）の電子基準

点リアルタイムデータを利用することにより，ア

メダスに匹敵する高い時間・空間分解能で大気が

含む水蒸気量の尺度となる GPS 可降水量を把握

することができる．GPS 可降水量の利用につい

て，数値予報課ではメソ解析への利用に関する同

化・予測実験を行った（石川，2008）．その結果，

モデル初期値の水蒸気場が正確になり，第 3.2.1
図に示されるように強雨の予報が改善（茶色の円

内）するだけでなく，偽の雨も抑制（赤色の破線

円内）されており，数値予報モデルの予測精度が

向上していることがわかった．観測部では国土地

理院から受信している GEONET のデータを処理

し，GPS 可降水量を算出する GPS 可降水量解析

装置を平成 19年 10月に整備し，平成 21年 4月
から現業運用を開始する予定である．これを踏ま

え，観測部観測課では GPS 可降水量とその他の

データを組み合わせた「GPS による気象観測デ

ータ共有ツール」を開発している．本ツールでは，

全国約 1,200地点の可降水量とその時間変化を把

握できるだけでなく，アメダス地上風や毎時大気

解析のデータを組み合わせた解析により，地上付

近の可降水量フラックスの収束エリア，気柱の相

対湿度及び SSI 等を把握することができる．

3.2.2　GPS による気象観測データ共有ツール

の開発

　「GPS による気象観測データ共有ツール」のア

ドレスを以下に示す．なお，本ツールは WEB ア

プリケーションであり，ソフトウェアのインスト

ールや設定作業は不要であり，データは毎正時

30分後に更新される．

http://172.17.215.15/GPS_WWW/index.html
　このアドレスにアクセスすると第 3.2.2図の画

＊ 吉本　浩一（観測部観測課，現　数値予報課）

第 3.2.1図　GPS 可降水量の同化実験の結果（数値予報課）

　平成 20年度数値予報研修テキスト（気象庁予報部，2008）による．強雨の予報が改善（図中の茶

色円内）され，偽の雨も抑制（図中の赤色破線内）されている．

　「地上 GPS」は，地上設置型 GPS データを示す．
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面が表示され，「GPS 可降水量データリアルタイ

ム表示」（第 3.2.2図における黄色の部分）をクリ

ックすると，第 3.2.3図の全国表示画面が表示さ

れる．以下に第 3.2.3図及び第 3.2.4図における（a）
～（k）について記述する．

（1）地域拡大メニュー：第 3.2.3 図（a）

　全国表示画面では，北海道，東北，関東，東

海，北陸，近畿，中・四国，九州，奄美地方，沖

第 3.2.2図　GPS による気象観測データ共有ツールの index ページ

第 3.2.3図　リアルタイム表示（全国表示） 
　平成 20年度観測データ利用技術検討会での要望を受けて（a）の 9エリアは

11エリアに拡大された．

縄本島地方，宮古・八重山地方の 11エリアにつ

いての拡大図を表示するためメニューがある．拡

大表示したいエリアをクリックすると，第 3.2.4
図のような地域拡大図のページが表示される（第

3.2.4図には，参考として関東地方のページを表

示）．さらに，北海道については西部，北部及び

東部の詳細図，東北及び九州については南部及び

北部の詳細図のページが表示される．
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（2）時系列表示メニュー：第 3.2.4 図（a）

　地域拡大図（第 3.2.4図）における（a）には，

各地点における時系列図（第 3.2.4図；GPS 可降

水量，GPS 可降水量の 15日移動平均，地上気温

に対する平均可降水量（詳細については 4.3章③

を参照），1時間積算雨量）を表示するためのメ

ニューがある．時系列図を表示したい地点のチェ

第 3.2.4図　リアルタイム表示（地域拡大表示，関東地方）

第 3.2.5図　各地点における時系列図

ックボックスにチェックを入れ，「時系列作図」

をクリックすることにより表示される（同時に 4
地点までの表示が可能）．第 3.2.5図の時系列図に

おける注意事項を，以下に記述する．

①青線は GPS 可降水量，緑線は GPS 可降水量の

15日移動平均，赤線は地上気温に対する平均可

降水量，水色は 1時間積算雨量，橙破線は気温（左
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軸）を示す．

②第 3.2.4図（a）について，選択できる地点の名

称には，地上気象官署及びアメダスのものを表示

しているが，表示されるデータは GPS 観測点の

ものである．なお，タイトルの（）内の数字は，

電子基準点の地点番号である．

③時系列図の雨量は，GPS 観測点の真上の解析

雨量データを利用しており，雨量計のデータを直

接利用していない．

④時系列図の気温は，GPS 観測点に内挿したデ

ータである（大気遅延量を可降水量に変換する際

に利用した気温データ）．

（3）第 3.2.3 図又は第 3.2.4 図（b）：時間メニ

ュー

　本ツールでは，過去 1日分のデータを確認する

ことができ，表示時刻を 1時間戻す場合は「←」，

1時間進む場合は「→」又は画像をクリックする

と表示画面が変わる．また，再生ボタンをクリッ

クすることにより，動画としての表示も可能にな

っている．

（4）第 3.2.3 図又は第 3.2.4 図（c）：解析雨量

（Precipitation，mm）

　表示時刻における前 1時間積算雨量を表示して

いる．

（5）第 3.2.3 図又は第 3.2.4 図（d）：GPS 可降

水量の値（GPS_PWV，mm）

　全国表示では，GPS 可降水量の値のみが表示

されるが，地域拡大では GPS 可降水量の値に加

え地上風のベクトル図も表示している．なお，タ

イトルに記述している「site ＝ 1140」は，解析し

た GPS 観測点の数（1140）である．

（6）第 3.2.3 図又は第 3.2.4 図（e）：アメダス

の地上風を用いた可降水量フラックスの収

束・発散（FLUX_DIV，mm/h）

　水蒸気がどのエリアに集まっているかを把握す

るため，GPS 可降水量とアメダスの地上風を掛

けることにより可降水量フラックスを求め，その

収束域を示した図を表示している．図中のカラー

部分は収束域を意味し，収束の大きさに応じて青

（小）から赤（大）に色分けされており，灰色は

発散域を意味する．計算方法の詳細については，

3.2.3（2）を参照されたい．

（7）第 3.2.3 図又は第 3.2.4 図（f）：15 日移

動平均からの偏差（Deviation from 15-day 

moving average，mm）

　各 GPS 観測点における，GPS 可降水量の前 15
日移動平均からの偏差を表示している．暖色系は，

15日移動平均より GPS 可降水量が多く，寒色系

は GPS 可降水量が少ないことを示す．

（8）第 3.2.3 図又は第 3.2.4 図（g）：地上気温

に対する平均可降水量からの偏差（GPS_PWV

－ PWV Surf Temp deviation，mm）

　各 GPS 観測点における，GPS 可降水量の地上

気温に対する平均可降水量からの偏差を表示して

いる．暖色系は，地上気温に対する平均可降水量

より GPS 可降水量が多く，寒色系は GPS 可降水

量が少ないことを示す．詳細については，3.2.3（3）
を参照されたい．

（9）第 3.2.3 図又は第 3.2.4 図（h）：6 時間前

からの偏差（GPS_PWV deviation 6hour，mm）

　各 GPS 観測点における，6時間前の GPS 可降

水量からの偏差を表示している．暖色系は，6時
間前に比べ GPS 可降水量が増加していることを

示し，寒色系は減少していることを示す．

（10）第 3.2.3 図又は第 3.2.4 図（i）：毎時大

気解析の風を用いた可降水量フラックスの

収束・発散（FLUX_DIV hourly_anal，mm/h）

　（e）と同様に，水蒸気がどのエリアに集まって

いるかを把握するため，GPS 可降水量と毎時大

気解析の風データを掛けることにより可降水量フ

ラックスを求め，その収束域を示した図を表示し

ている．（e）では地上風を使用しているが，毎時

大気解析のデータからは風のプロファイルが把握

できるため，地上から 50hPa 上空の風データを使

用している．

（11）第 3.2.3 図又は第 3.2.4 図（j）：気柱相

対湿度（column humidity，％）

　気柱全体が飽和していることを仮定した飽和可

降水量に対する GPS 可降水量の割合として定義

した気柱相対湿度を表示している．詳細について

は，3.2.4を参照のこと．

（12）第 3.2.3 図又は第 3.2.4 図（k）：SSI（SSI 

850hPa － 500hPa）

　500hPa での気温と 850hPa における空気塊を
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500hPa 高度まで持ち上げたときの気温との差を

表示している．なお，持ち上げる空気塊（850hPa）
の湿度データには，（ｊ）の気柱相対湿度を使用し

ている．詳細については 3.2.3を参照のこと．

3.2.3　主な指標の説明

（1）可降水量と強雨の関係（第 3.2.3 図又は第

3.2.4 図（d））

　平原・水野（2000）では，高層気象観測データ

から得られる 36種類の指標（K-index，CAPE 等）

を用いて 20mm/h 以上の強雨とのスコアを調査し

ている．強雨をもたらす条件として挙げられる事

項は，①十分な水蒸気，②対流をもたらす大きな

大気の不安定度，③対流を発生させるきっかけで

ある．平原・水野（2000）の結果は，CAPE 等の

安定度を示す指数よりも，可降水量等の水蒸気に

関する情報が多い指数が強雨との対応が良い結果

が示されており，GPS 可降水量は，水蒸気を把

握する上で利用できることがわかる．

　そこで，本調査では，2008 年 7 月において，

GPS 可降水量と解析雨量の散布図（第 3.2.6図）

を作成した．その結果，可降水量が多いだけでは，

強雨発生の十分条件を満たしていないことがわか

り，可降水量フラックスの収束やどれだけ飽和し

ているかを把握する必要があることがわかる．

　また，過去の調査において，可降水量はその値

の 2～ 3倍が今後数時間に発生する最大降水量と

対応することが知られており，第 3.2.6図の散布

図はその結果を反映した結果となっている．した

がって，GPS 可降水量は，あらかじめ強雨が発

生することが把握できた場合において，今後数時

間に発生する最大雨量を検討する上で，一つの参

考資料として利用できる可能性があり，今後更に

統計的な調査を実施する必要がある．

（2）可降水量フラックスの収束・発散（第

3.2.3 図又は第 3.2.4 図の（e）及び（i））

　局地的な不安定降水現象は，地上付近の風の収

束及び下層水蒸気量の増加が時間的に先行して密

接に関係している．したがって，このような降水

現象の前兆現象を捕えるためには，局所的な水蒸

気の分布だけでなく，水蒸気の移動を考慮し，今

後水蒸気がどの地点に多く集まるかを把握するこ

とが重要である．水蒸気が多く集まる場所では，

現在よりも降雨の可能性が高まることが予想され

る（概念図を第 3.2.7図に示す）ため，（3.2.1）式

により風ベクトルと GPS 可降水量を掛け，水蒸

気の収束・発散域を把握するもの（以下，「可降

水量フラックス」という）を開発した．

　 　

　　　　　　　　　　　　　　（3.2.1）

第 3.2.6図　GPS 可降水量と解析雨量の散布図（2008年 7月）

　左図は 1時間後の解析雨量との散布図，中央図は 2時間後の解析雨量との散布図，

右図は 3時間後の解析雨量との散布図．

　GPS 可降水量の単位（mm）は，kg/m2 に同じである．
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ここで，収束・発散の計算に使用する風データに

ついて，どの層の風データを使用するかが問題と

なる．例えば，925hPa の風を用いて計算するこ

とを考えると，標高約 1000m 以上の可降水量フ

ラックスを計算することができず，700hPa の風

データを用いると計算できないエリアは無くなる

が，地形の影響を全く受けない可降水量フラック

スになってしまう．そこで，本課題では GPS 可

降水量の時間・空間分解能と同等の分解能を有す

るアメダスの地上風データと，毎時大気解析の風

データを用いて可降水量フラックスの計算を行う

こととした．アメダスの風データは，その地域

特有の風を把握できる唯一の観測データであり，

局地的な降水を予測するために最も適しており，

地上高 10m の高さに換算して使用している．ま

た，毎時大気解析のデータは，大気境界層の代表

的な高度として地上気圧より 50hPa 上空（高度約

500m）の風データを使用し，計算を行った．

（3）地上気温に対する平均可降水量からの偏差

（第 3.2.3 図又は第 3.2.4 図（g））

　可降水量は水蒸気の積分値であり，GPS 観測

局の標高や気温に依存する．特に高所においては

常に可降水量が少なく，時間変動が見えにくくな

る．そこで，可降水量は地上気温と相関関係にあ

ること（新村ほか，2000）を利用し，地上気温と

可降水量の散布図を作成した（第 3.2.8 図）．第

3.2.8 図の赤点は時間雨量 10mm 以上，青点は 1
時間雨量 1mm 以上を示し，赤線は指数関数でフ

ィッティングしたものである．この指数関数を地

上気温に対する平均可降水量と呼び，本ツールで

は，この時系列変化も確認することができる．

3.2.4　指標の統計的検証

（1）気柱相対湿度（第 3.2.3 図又は第 3.2.4 図

（j））

　気柱相対湿度は，（3.2.2）式に示すとおり気柱

全体が飽和していることを仮定した飽和可降水量

に対する GPS 可降水量の割合として定義するも

のである．

　 　　　（3.2.2）

なお，本ツールでは，飽和可降水量の算出に毎時

大気解析の気温プロファイルデータを使用してい

る．

　気柱相対湿度と降水の関係については，新村ほ

か（2000）において統計的に調査されている．第

3.2.9図は，新村ほか（2000）において，1997年
の館野の高層気象観測データから算出した気柱相

対湿度と降水の関係についての調査結果である．

この図から，気柱相対湿度が 60～ 70％を超える

と降水の可能性が高まることがわかる．

　また，気柱相対湿度の鉛直代表性を把握するた

め，2008年 7月において，ラジオゾンデ観測デ

ータを用いて下層（地上から 700hPa），中層（700
から 500hPa），上層（500から 300hPa）の平均湿

度を求め，気柱相対湿度と比較した．散布図を第

3.2.10図に，統計的結果を第 3.2.1表に示す．こ

第 3.2.7図　可降水量フラックスの概念図

第 3.2.8図　地上気温と可降水量の散布図（2000年）

　赤点は時間雨量 10mm 以上，青点は時間雨量 1mm
以上を意味し，赤線は指数関数でフィッティングした

地上気温に対する平均可降水量を示す．なお，散布図

は名古屋におけるデータである．

　可降水量の単位（mm）は，kg/m2 に同じである．
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の結果，気柱相対湿度は下層の状況を反映したデ

ータであることがわかる．ただし，低湿側へのバ

イアスが顕著であり，使用については注意が必要

である．

（2）SSI（第 3.2.3 図又は第 3.2.4 図（k））

　本ツールで表示している SSI は，500hPa 気温

と 850hPa の空気塊を 500hPa まで持ち上げたとき

の気温の差を計算している．850hPa 及び 500hPa
の気温データは毎時大気解析のデータを，850hPa
の湿度データには 3.2.4で述べた気柱相対湿度の

データを用いた．この SSIの精度を検証するため，

2008年 7月におけるゾンデデータから求めた SSI
と本ツールの SSI の散布図（第 3.2.11図）を作成

した．また，統計的な精度検証結果を第 3.2.2表

第 3.2.9 図　気柱相対湿度と降水の統計的調査結果

（1997年）

第 3.2.10図　気柱相対湿度とゾンデ観測データから求めた平均湿度の散布図（2008年 7月）

　（a）はゾンデ観測データの地上から 700hPa までの平均湿度（x 軸）と気柱相対湿度（y 軸），（b）は

700から 500hPa までの平均，（c）は 500から 300hPa までの平均湿度．

第 3.2.1表　気柱相対湿度と層別平均湿度の統計的

精度（2008年 7月）

※バイアス ＝ 「気柱相対湿度」 － 「ゾンデ観測データ

から求めた平均層別湿度」

第 3.2.11図　本ツールの SSI とゾンデデータから求め

た SSI の散布図（2008年 7月）
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第 3.2.2表　本ツールの SSI とゾンデデータから求めた SSI の統計的精度（2008
年 7月）

※バイアス ＝ 「本ツールの SSI」 － 「ゾンデ観測データから求めた SSI」

に示す．この結果，本ツールの SSI は，気柱相対

湿度の検証で見られた低湿バイアスの影響によ

り，安定側にバイアスがあるが，有効なデータで

あることがわかる．

3.3　事例調査報告

　本節では，「GPS による気象観測データ共有ツ

ール」を用いた事例調査として，本庁，東京管区

気象台，大阪管区気象台，名古屋地方気象台が行

った調査を報告する．

3.3.1　2008 年 8 月 5 日に関東地方で発生した

強雨事例

　各指標の検証の具体的な事例として，2008年
8月 5日に関東地方で発生した強雨事例を報告す

る．可降水量フラックスの収束・発散については

2種類の図があるが，今後はアメダスの風データ

を用いた可降水量フラックスの収束・発散を可降

水量フラックスとし，毎時大気解析の風データを

用いた可降水量フラックスの収束・発散を毎時大

気解析フラックスとする．その他の事例について

は，次のページ：http://172.17.215.15/GPS_WWW/
Example/example.html
で公開しており参照されたい．

3.3.1.1　概況

　第 3.3.1.1 図は，2008 年 8 月 5 日 09 時（JST）
の天気図である．関東付近では父島周辺の低圧部

から湿った空気が流入し，大気の状態が不安定で

あった．東京都豊島区では，下水道工事中の作業

員がマンホール内で流され，5名が死亡した．

3.3.1.2　強雨発生前における本ツールの結果

　第 3.3.1.2 図に，10 時（JST）における「GPS
による気象観測データ共有ツール（関東地方）」

の各種指標を示し，その着目点を以下に記述する．

①第 3.3.1.2図（c）のアメダスによる可降水量フ
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ラックスの収束・発散では，東京都 23 区東部，

千葉県北部，伊豆半島南部，茨城県北部及び富山

県に 30mm/h 以上の強い可降水量フラックスの収

束が見られる．

②第 3.3.1.2 図（f）の 6 時間前からの偏差では，

可降水量は福島県で最も可降水量が増加している

ことがわかる．福島県以外のエリアでは可降水量

の顕著な増加は確認できないが，第 3.3.1.2図（h）
の気柱相対湿度がほぼ全域で 65％以上であるこ

とから，高湿な状況にあることがわかる．

④第 3.3.1.2図（d）の 15日移動平均からの偏差

についてもほぼ全域で正偏差となっており，特に

東海，関東及び福島県の太平洋側のエリアで大第 3.3.1.1図　天気図（2008年 8月 5日 09JST）

第 3.3.1.2図　GPS による気象観測データ共有ツールの各種指標（8月 5日 10JST）
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きな正偏差になっていることがわかる．一方，第

3.3.1.2図（e）の地上気温に対する平均可降水量

からの偏差では，東海地方周辺で負の偏差が広が

っている．これは，地上気温が高くなっているた

めであり，熱的不安定降水が発生しやすい状況で

あることが示唆される．

⑤第 3.3.1.2図（g）の毎時大気解析による可降水

量フラックスの収束・発散では，千葉県，栃木県，

長野県と富山県の県境，静岡県で 30mm/h 以上の

強い可降水量フラックスの収束が見られる．

⑥第 3.3.1.2図（i）の SSI では，東海，関東及び

福島県で大気の状態が不安定であることがわか

る．なお，SSI は安定側にバイアスがあることに

注意する必要がある．

　本事例においてこれらを総合的に分析すると，

第 3.3.1.2図（i）の SSI から東海，関東及び福島

県における大気の状態が不安定な領域において，

第 3.3.1.2図（c）のアメダスによる可降水量フラ

ックスの収束域で強雨が発生・発達することを示

唆している．

3.3.1.3　強雨最盛期及び衰退期における本ツ

ールの推移

　第 3.3.1.2図（c）のアメダスによる可降水量フ

ラックスの収束で 30mm/h 以上が見られた領域に

ついて，10時から 11時 30分（JST）のレーダー

降水強度（第 3.3.1.3図）と比較する．千葉県北

部の強い収束域では，10時のレーダーで確認で

きる強雨が 10時 30分以降も継続している．東京

23区東部，伊豆半島南部及び茨城県北部の収束

域では，10時には見られなかった強雨が 10時 30
分以降急速に発達しているおり，良く対応してい

ることがわかる．

　一方，第 3.3.1.2図（g）の毎時大気解析による

可降水量フラックスの収束域について，千葉県で

見られる強い収束域は対応が良いが，その他の収

束域については良い対応が見られなかった．

　11時以降の推移については，アメダスによる

可降水量フラックスの収束を用いて結果を示す．

第 3.3.1.4 図に 11 時～ 14 時（JST）のアメダス

による可降水量フラックスの収束・発散図，第

3.3.1.5図に 11時～ 14時の 30分ごとのレーダー

第 3.3.1.3図　レーダー降水強度（8月 5日 10時～ 11
時 30分 JST）

降水強度を示す．この日の事例は，第 3.3.1.2図
（i）の SSI からほぼ全域で大気の状態が不安定で

あり，第 3.3.1.5図のレーダー降水強度から各地

で局所的な強雨が発生している．

　第 3.3.1.4図のアメダスによる可降水量フラッ

クスでは，11時に東京 23区東部で見られた強い

収束域が 12時に神奈川県東部まで広がり，14時
までほぼ同位置で継続している．第 3.3.1.5図の

レーダー降水強度を確認すると，強い収束域が見

られた時刻の 30分～ 1時間後に降水セルが発達

しており，良い対応が見られる．この他の強い収

束が見られる地域も同様に，若干位置がずれてい

るが 30分～ 1時間後のレーダー降水強度とおお

むね対応している．

　一方，富山県及び銚子周辺の収束域では，強雨

が発生していない．富山県の収束域で強雨が発生

しない理由としては，SSI からわかるとおり大気

の状態が比較的安定していることが考えられる．

また，銚子周辺の強い収束域については，銚子で

の風データが周辺の地点に比べ非常に強くなって

いるためである．このような事例は，特に岬の先

端など強い風を観測する地点周辺で良く見られる
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ものであり，強雨に結びつく収束か否かについて

は非常に重要であり，今後事例を増やし，検証す

る必要がある．

3.3.1.4　結果

　本調査では，「GPS による気象観測データ共有

ツール」を開発しその有効性を検証するために，

開発した各種指標についての精度評価を行った．

この結果を以下に記述する．

①強雨をもたらす条件として挙げられる事項は，

十分な水蒸気及び対流をもたらす大きな大気の不

安定度，対流を発生させるきっかけが挙げられ，

GPS 可降水量は十分な水蒸気を示す資料として

利用できる．

② GPS 可降水量と解析雨量を比較した結果から，

可降水量だけでは強雨発生の十分条件を満たして

いない．しかし，GPS 可降水量は，あらかじめ

強雨が発生することが把握できた場合において，

今後数時間に発生する最大雨量は可降水量の 2～
3倍程度であることが示唆された．

③「気柱相対湿度」は，その値が 60～ 70％以上

になると降水の可能性が高まる．

④ラジオゾンデデータを用いた「気柱相対湿度」

の評価を行った結果，「気柱相対湿度」は地上か

ら 700hPa までの平均湿度と良い対応が見られた

ことから，大気下層の湿り具合を現す指標として

第 3.3.1.4図　アメダスによる可降水量フラックスの収束（8月 5日 11時～ 14時 JST）

第 3.3.1.5図　レーダー降水強度（8月 5日 11時～ 14時 30分 JST）
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有効なデータである．また，「気柱相対湿度」には，

約 8％のドライバイアスがあることに注意して利

用する必要がある．

⑤「気柱相対湿度」を利用して求めた「SSI」は，

ラジオゾンデデータから算出した「SSI」と良い

対応が見られ，実況データから面的に「SSI」が

確認できるツールとして有効なデータである．ま

た，「SSI」には，1.5℃から 2.0℃程度のバイアス

があることに注意して利用する必要がある．

⑥「可降水量フラックスの収束・発散」は，大気

の状態が不安定な状況において，地上付近の収束

により発生した上昇流が自由対流高度に達し，浮

力を得ることによって発生する強雨には良く対応

している．しかし，強雨に結びつかない事例もあ

り，「6時間前からの偏差」，「気柱相対湿度」及

び「SSI」等のデータと合わせて総合的に判断す

る必要がある．また，上昇流の発生源が海上であ

る場合，及び，地形により強制的に上昇流が発生

することに起因する強雨は，その前兆現象を把握

することが困難である．

⑦「地上気温に対する平均可降水量からの偏差」

について，熱雷の事例では，広範囲に広がる負偏

差の中に数地点のみ正偏差として現れる事例が多

く見られた．

⑧「6時間前からの偏差」及び「15日移動平均か

らの偏差」は，水蒸気の移動を広い範囲で捕らえ

ているが，大雨の局地性を示すシグナルとしての

利用は難しい．また，「6時間前からの偏差」に

おいて，正偏差と負偏差の境界位置で強雨が発生

する事例が多く見られた．強雨発生時は，降水や

冷気外出流により気温が低下し，飽和水蒸気量が

低下するため GPS 可降水量の値も減少する．こ

の可降水量が減少に転じる位置が「6時間前から

の偏差」における正偏差と負偏差の境界に位置す

るものと思われる．

3.3.2　「都市域に強雨をもたらす降水系の構造

と環境の調査」における GPS 可降水量関

連調査の紹介

　東京管区気象台では，地方共同研究として「都

市域に強雨をもたらす降水系の構造と環境の調

査」を行っている．このうち，GPS 可降水量関

連調査について，平成 20年度東京管区調査研究

会で発表された二つの事例解析を要約し，紹介す

る．

3.3.2.1　2008 年 8 月 5 日に東京都で発生した

大雨について－事例解析と GPS 可降水

量を用いた調査－＊

3.3.2.1.1　降水現象の概要

　2008年 8月 5日，東京都では局地的に雷を伴

った非常に激しい雨が降り，大雨となった．豊島

区では下水道工事の作業員が増水により流される

被害があり，その他の地域でも床上・床下浸水な

どの被害が多数発生した．

　東京都に大雨をもたらした降水系がレーダーエ

コー図に現れたのは 11時 10分で，初めは 23区
西部の目黒区付近に出現した（セル 1とする）．

この日の一般風は弱く，対流セルは発達しなが

ら上空の弱い南寄りの風によりゆっくりと北上

した．12時 10分頃にはこの対流セルの南西に別

の対流セルが発生している（セル 2とする）．セ

ル 1が 12時以降ほぼ停滞して大雨をもたらした

後衰弱した一方で，セル 2は 12時 20分頃から北

西進を始め，多摩北部から埼玉県南西部に抜けて

14時 40分頃に衰弱した．

3.3.2.1.2　GPS 可降水量の増減と降水の関係

　GPS 可降水量（以後，「可降水量」とする）は，

GPS によって測定した大気遅延量から，1m2 の気

柱に含まれる水蒸気の質量を見積もったものであ

る．神田ほか（2000）では，首都圏で発生した対

流性豪雨について，可降水量の 1時間当たりの増

加量が豪雨に先行して増加したことを示してい

る．8月 5日の事例について，可降水量の増減と

＊ 村　規子（東京管区気象台技術部気候・調査課，現　予報部予報課）

　・山根　彩子（東京管区気象台技術部気候・調査課，現　地球環境・海洋部海洋気象情報室）
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降水の関係を考察した．

　使用したデータは，国土地理院が運用している

GPS 連続観測システム（GEONET）の電子基準

点リアルタイムデータから解析された 5分間隔の

可降水量のデータである．また，地上風はアメダ

スに加えて環境省による大気汚染常時観測のデー

タを使用した．

　第 3.3.2.1図に，5日 10時からの 1時間ごとの

（a）可降水量，（b）可降水量の 1時間当たりの増

加量，（c）解析雨量，（d）地上風の発散を示す．

可降水量（a）は，下層の暖湿気の流入を反映して，

埼玉県と茨城県の県境付近を中心に高い値となっ

ているが，可降水量の極大付近では解析雨量（c）
がほとんど出ておらず，可降水量の値そのものと

第 3.3.2.1図　8月 5日 10時から 1 時間ごとの可降水量，解析雨量，地上風の変化

　　（a）可降水量（b）可降水量の 1 時間当たりの増加量

　　（c）解析雨量（d）地上風とその発散．

　上から，10 時，11 時，12 時，13 時．
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降水は対応していない．

　次に可降水量の増加量を見る．（b1）では埼玉

県南東部や千葉県北西部東葛飾などで増加量の極

大が見られる．1時間後の解析雨量（c2）では，

埼玉県南東部には解析雨量はほとんど出ていな

い一方で，千葉県北西部東葛飾では最大で 75mm
程度の解析雨量が出ている．この二つの領域を比

較すると，（d1）において，前者には地上風の収

束がほとんどなく，後者にはそれがあるという違

いがある．つまり，ある時刻において，前 1時間

に可降水量の増加があり，その時刻に地上風の収

束がある場合，その後 1時間にまとまった降水が

観測されたということである．また，（c）で比較

的強い降水を観測している領域では同時刻の（b）
で可降水量の減少が見られる．

　こうした可降水量の増減は，積乱雲の発達過程

と対応している．すなわち，積乱雲の発達期にお

いては下層の収束と上昇気流により大気中に水物

質が蓄積され，可降水量が増加する．その後降水

が始まれば，大気中の水物質は降水として消費さ

れ，下降気流により上層の乾燥気塊が降りてくる

ことで可降水量は減少する．

　このような可降水量の増減（b）及び地上風の

収束（d）と解析雨量（c）の関係を東京都の強雨

域に当てはめてみる．（b3）では 23区西部に可降

水量の極大があり，（d3）のその領域では地上風

が収束している．（c4）ではその領域で強雨が解

析され，（b4）では強雨域で可降水量の減少があ

った．

　可降水量が強雨に先行して増加する様子は，地

点データでも見ることができる．第 3.3.2.2図は，

世田谷区にある東京都の雨量計による降水量（棒

グラフ）と，その付近にある GPS 観測地点の可

降水量（折れ線グラフ）の時系列である．雨量計

による降水量では 12時 40分がピークで前 10分
間に 30mm の降水を観測しているが，可降水量

はそれより 1時間程度先行して増加し，ピークを

迎えていることがわかる．可降水量の増減と強雨

は常に対応するわけではないが，本事例は，ある

程度孤立した対流性の降水によるもので，かつ一

般風が弱かったために，良い対応が見られたと考

えられる．

第 3.3.2.2図　世田谷区の降水量と可降水量の時系列 
（8月 5日 9-14JST）

　棒グラフ：降水量（烏山）．

　折れ線グラフ：可降水量（0228）．
　下図は観測地点を示す．
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3.3.2.2　都心部での局地的短時間強雨発生

時における水蒸気変動に関する解析－

2008 年 7 月 29 日の事例－＊

3.3.2.2.1　降水現象の概況

　2008年 7月 29日，関東地方では，昼過ぎから

各地で降水が観測され始めた．18時前には埼玉

県北東部でも対流雲が発生し，次第に組織化しな

がら南下した（第 3.3.2.3 図）．20 時過ぎに都心

部に到達した降水系は急激に発達し，雲頂高度

は 15km を超えた．降水系は強い勢力を維持した

まま都心部を通過し，練馬では 21時 40分までの

30分間に 41.5mm，世田谷では 22時 20分までの

30 分間に 32.5mm の降水が観測された．その後

も降水系は南下を続け横浜・川崎に強雨をもたら

したが，東京湾上へ移動すると急速に衰弱し 30
日 01時過ぎに消滅した．

3.3.2.2.2　練馬における水蒸気の時間変動の

特徴

　第 3.3.2.4図に，29日に最も多い 1時間降水量

を観測したアメダス練馬における気象要素と，同

区内に設置された GPS 観測点で観測された可降

水量及び大気遅延量の勾配パラメータの時系列を

示す．勾配パラメータとは，大気遅延量の非一様

性を一次の勾配で近似したものである．練馬では

20時 50分までの 10分間に 21mm の猛烈な降水

量が観測されており，その直前には 20分間で 4.9
℃の急激な気温低下が観測されている．一方，可

降水量は強雨が観測される約 2.5時間前から増加

し始め，強雨発生直前まで約 50mm を維持して

いた．強雨発生時には既に可降水量は下降し始め

るが，可降水量の減少開始と降水の終了との間に

は 1時間程度の時間差がある．勾配パラメータは，

この事例では，強雨の発生前に南向きの成分と東

向きの成分が増加し，その後，減少に転じている．

これは北西側から水蒸気量の大きな領域が接近，

通過していったことを示唆している．

第 3.3.2.3 図　 全 国 合 成 レ ー ダ ー（7 月 29 日

18:00-22:30）

第 3.3.2.4図　練馬における気象要素及び水蒸気変動

の時系列（18-22JST）
　横軸は 18:00JST からの時間 [min]．

＊ 山根　彩子（東京管区気象台技術部気候･調査課，現　地球環境・海洋部海洋気象情報室）
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　また，第 3.3.2.5図には練馬の観測点付近であ

る東経 139.6度から 139.7度で切った全国合成レ

ーダーと可降水量の緯度時間断面図を示す．埼玉

県から南下してきた降水エコーは東京都に達し

た 20時頃から急速に発達していることがわかる．

可降水量は降水エコーに先行して極大域が南下

し，降水エコー通過時には可降水量は減少してい

る．

3.3.2.2.3　分布図から見た時間変動の特徴

　さらに，アメダス及び環境省大気常時監視測定

局データによる地上気象解析と GEONET データ

の対応について，分布図から考察する．29日 18
時，地上では練馬区付近に気温の極大域が存在し，

降水現象に伴い冷却される 21時前まで維持され

た．第 3.3.2.6 図に 18 時から 20 時までの地上混

合比及び可降水量の変化を示す．ここで混合比は

地上気圧 1000hPa と仮定して算出した．高温域に

吹き込むように風が収束し，その収束域に対応す

る練馬区付近では混合比の増加量が極大となって

いる．また，可降水量は 19時頃から 21時頃にか

けて降水のあった領域で増加量が大きい．

　第 3.3.2.7図に 19時から 21時までの地上気象

観測と GPS 観測データの分布を示す．可降水量

は地上風の水平収束域及び高温域に対応する領域

で大きな値となっている．この可降水量の極大域

では，極大域発現から約 1時間後に強雨が発生し

ている．これらは地上付近において，風の水平収

束により水蒸気の収束が起き，都心部に強雨をも

たらす要因となったこと及び，都心部の高温域の

存在が強雨発現に関与している可能性を示してい

る．21時には地上風の強い収束域に対応する 23
区西部で強雨となっていたが，その領域で可降水

量は既に減少に転じている．

　また，勾配パラメータの分布では，可降水量の

大きい領域に向かう成分が見られる．勾配パラメ

ータは GPS 観測点上空で水蒸気量が多く存在す

る方向を示しているため，可降水量よりさらに細

かなスケールで水蒸気変動をとらえている可能性

がある．

第 3.3.2.5 図　東経 139.6-139.7 度の緯度時間断面図

（18-22JST）
　上：全国合成レーダー，下：GPS 可降水量 [mm]．
　 ：練馬付近．

第 3.3.2.6図　18時から 20時までの混合比及び可降水

量の変化

　上：塗潰し；混合比の変化量，等値線；気温（20時，

高度補正），矢印；風（20時），下：可降水量の変化量．



測　候　時　報　77.1-3　2010

－ 94－－ 94－

第 3.3.2.7図　地上気象要素及び可降水量の分布（19-21JST）．
　上：塗潰し；風の水平収束，矢印；風，等値線；気温（高度補正），下：塗潰し；可降水量，

矢印；勾配パラメータ．

参 考 文 献

神田学・石田知礼・鹿島正彦・大石哲（2000）：首都

圏における局地的対流性豪雨と GPS 可降水量の

時空間変動－ 1997年 8月 23日の集中豪雨の事例

解析－．天気，47，7-15．

3.3.2.3　東京管区気象台の調査結果

　東京管区気象台の調査結果から，強雨発生域で

は発生時間に先行して可降水量の増加が見られ，

地上風の収束を伴っていたこと，及び，強雨発生

時間では可降水量が減少に転じていたことがわか

った．また，「可降水量フラックスの収束・発散」

の監視により，雨量のポテンシャル予測が可能に

なること，及び，「大気遅延量の勾配パラメータ」

が短時間強雨の先行指標として有効であることが

示唆された．
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第 3.3.3.1図　地上天気図（2008年 9月 5日 15時）

3.3.3　近畿地方における GPS 可降水量を用い

た事例調査＊

要旨

　2008年に近畿地方で発生した不安定性降水に

よる大雨事例のうち，9月 5日に大阪府堺市で発

生した大雨（事例 1） と 9月 21日に京都府南部で

発生した大雨（事例 2）について，GPS 可降水量

と強雨の時間的，空間的な関係を調査した．

　解析雨量（RA）との比較から，GPS 可降水

量の値（GPSPWV）や GPS 可降水量の前 6 時

間偏差（PWVdev.6hr.），GPS 可降水量フラック

ス（FLUX_DIV）の分布は，2事例とも RA の強

雨域が表現される 1～ 2時間前に，強雨域付近

でピーク値が見られた．特に，PWVdev.6hr. で
は水蒸気が次第に増加しつつあることが示され，

FLUX_DIV が強雨域付近の狭い範囲に極値を示

していることから，両者を実況監視することで，

不安定性降水による強雨の発生領域を絞り込める

場合があることが示された．

事例 1　2008 年 9 月 5 日大阪府堺市で発生した

大雨

（1）概要

　9月 4日夜から 5日にかけて，四国沖の低気圧

が九州南部へゆっくり西進し，東海上にある高気

圧が勢力を次第に西へ強めた（第 3.3.3.1図）．近

畿地方は，下層ではこの高気圧の縁辺に沿って南

海上からの暖かく湿った空気が流れ込み，500hPa
には約 -6℃の寒気も入り，大気の状態が非常に不

安定となった．このため雷雲が発達し，大阪府堺

市では 5日 15時 50分までの 1時間に 93.5mm（観

測史上 1位）の猛烈な雨を観測した．この大雨の

影響で，堺市を中心に大阪府では床上浸水 50件，

床下浸水 322件，道路の冠水 57か所等の被害が

発生した．

（2）既存の観測資料によるまとめ

　アメダス堺では，15 時 00 分から 15 時 40 分

まで 10分間降水量が 15mm 以上を記録した（第

3.3.3.2図 a）．大阪府内ではアメダス堺以外では

目立った短時間強雨はなく，日積算降水量の分布

も，堺のみ大きな値となっていた（第 3.3.3.2図
b）．地上の気温，風，気圧分布（図略）によると，

5日 12時には堺市付近で熱的な低気圧が発生し，

京都府南部や奈良県には，下層暖湿気による雲が

広がり日照がほとんどなく大阪府より気温が低く

なっていた．このため大阪湾からの南西風と京都

府南部や奈良県側から 3～ 4℃低い北東風が収束

する場が 15 時まで持続していた（清水・飯田，

2008）．RA の強雨域の変化を見ると，14時に和

泉山脈付近に解析されていた強雨域が，15時に

＊ 濱子　訓志（大阪管区気象台技術部予報課）

第 3.3.3.2図　アメダス堺の 10分間降水量（a）と大

阪府付近のアメダス日積算降水量の分布

（b）（2008年 9月 5日）
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は大阪府泉州にまで北上し，16時に堺市から大

阪湾，神戸市付近にかけて細長い強雨域となった

（第 3.3.3.3図 a）．
（3）各 GPS 可降水量データの分布

　GPSPWV の分布について考察する（第 3.3.3.3
図 b）．14時には，大阪府中部から南東部にかけ

て幅は狭いものの，値の大きな領域（約 60mm）

が見られる．これは，前後の時間の RA と比較

すると，16 時の RA の強雨域と対応が良かっ

た．一方，RA で強雨域が表現された 16 時の

GPSPWV には，大阪府中部に大きな値の領域は

見られなかった．これは，RA の降水強度のピー

クに先行して，GPSPWV のピーク値が表現でき

ていることを意味している．

　FLUX_DIV の分布について考察する（第 3.3.3.3
図 c）．FLUX_DIV は，GPSPWV にアメダス地上

風の収束発散が考慮されているため，局所的な

水蒸気の値だけでなく，水蒸気の移動を含めて

考察できる．FLUX_DIV の負の領域に着目する

と，12時頃に和泉山脈沿いで見られた負領域は

徐々に北西方向に移動し，14時に泉州から大阪

湾にかけて広がった．15時には更に北西へ移動

第 3.3.3.3図　解析雨量と GPS 可降水量データの各分布図（2008年 9月 5日）

　　　　　　（a：RA　b：GPSPWV　c：FLUX_DIV　d：PWVdev.6hr.）
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し，大阪湾から兵庫県南部に見られ，堺市付近で

の FLUX_DIV のピークは終わった．FLUX_DIV
についても，RA と比較すると，GPSPWV と同様

に 14時の分布が 16時の RA の強雨域と対応が良

かった．

　PWVdev.6hr. について考察する（第 3.3.3.3図 d）．
12時に紀伊半島南部にあった 10mm の増大域が

次第に北上し，14時には大阪府の中部でも 10mm
の増大域が見られ始め，18時頃まで増大が続い

た．PWVdev.6hr. では，GPS 可降水量が次第に南

から増大していることがわかるが，GPSPWV や

FLUX_DIV に比べて 10mm の増大域は広範囲に

表現されており，どこで大雨となるのか領域を絞

り込むための判断材料とすることは難しい．

（4）堺の GPS 可降水量の推移

　本事例は 1時間程度の現象であり，大雨の領域

も堺市付近に限定されることから，実況監視ツー

ルの更新時間間隔ではとらえきれない，水蒸気量

の細かな変動が発生している可能性がある．そこ

で，堺のアメダス 10分間雨量と GPSPWV（5分値）

の推移を比較した（第 3.3.3.4図）．その結果，ア

メダス 10分間雨量が 15時 30分に最大値 19.0mm
を記録したのに対し，GPSPWV のピークは 2回
あり，1回めは約 58mm（14時 10分），2回めは

約 61mm（16時 00分）であった．1回めのピーク（第

3.3.3.4図①）と 2回めのピーク（同②）の間に，

GPSPWV が約 6mm 減少した時間がある（同③）．

③の GPSPWV が減少した理由として，堺市付近

の上空で大量に水蒸気の凝結があったことや，降

り始めの雨により地上気温が 10分間で約 3℃低

下したことが関係していると考えられる．

　神田ほか（2000）は，首都圏で発生した雷雨性

豪雨について GPS データを用いて解析した結果

から，（A）GPS 可降水量の時間位相が降水量の

位相に対して 1～ 2時間ほど先行することや，（B）
降水量の最盛期に可降水量は既に減少を開始する

ことを指摘している．今事例では，実況監視ツー

ルの GPSPWV や FLUX_DIV の分布等から，（A）

の条件は満たしていると考えられるが，GPSPWV
の時系列の変化からは，（B）が当てはまらず 10
分間降水量の最盛期のあとに GPSPWV は最大値

となっていた．推移比較に用いた時系列は 5分間

値であり，今の実況監視ツールの時系列は 1時間

値しか見られないため，第 3.3.3.4図のような細

かな変動は検出できないかもしれない．今後も，

降水量と GPSPWV の各ピーク値の関係性につい

て，調査事例を増やす必要がある．

事例 2　2008 年 9 月 21 日京都府南部で発生した

大雨

（1）概要

　9月 21日 09時，前線が九州の西海上から西日

本を通り東海道沖にのび，前線に向かって暖かく

湿った空気が流れ込み，また上空に寒気が流れ込

んだ（第 3.3.3.5図）．このため，大気の状態が不

安定となり，京都府では雷を伴い 1時間に 40mm
を超える激しい雨となった所があり，府南部を中

心に 21 日の日降水量が 100mm を超える大雨と

なった．京都府では，20日夜の数値予報資料から，

21日夕方に下層のシアーラインが通過するタイ

ミングでの大雨を予想していたが，その予想より

も約 9時間前の 21日朝に大雨となった事例であ

る．

（2）既存の観測資料によるまとめ

　鳥取のウィンドプロファイラでは，21日 07時
頃に中層風向が南西から西に変化しており，トラ

第 3.3.3.4 図　堺の GPSPWV の 5 分値とアメダス 10
分間雨量の時系列グラフ
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フの通過が見られた（図略）．総観場としては，

このトラフにより下層収束が強化されたことが考

えられる．アメダスの気温，風分布から，21日
05時から 07時にかけて，大阪湾周辺と兵庫県の

中国山地との間で温度傾度の大きな領域と風のシ

アーが形成されており，レーダーエコーの強雨域

との対応が良かった（第 3.3.3.6図）．

（3）各 GPS 可降水量データの分布

　第 3.3.3.7図に，21日 03時から 07時までの RA
（第 3.3.3.7図 a），GPSPWV（同 b），FLUX_DIV（同

c），PWVdev.6hr.（同 d），の分布を示す．RA では，

07時に兵庫県南部から京都府にかけて強雨域が

見られる．兵庫県南部に 20mm/h 以上が解析され

始めた 05時に着目すると，05時の FLUX_DIV は，

第 3.3.3.6図　レーダーエコー強度（a）とアメダス風・気温分布図（b）
　　　　　　（2008年 9月 21日 07時 00分）

06時の RA で見られた雨域付近に極大域を示し

ており，06時になると香川県から六甲山付近に

かけて南西から北東にのびる幅の狭い極大域が示

されている．06 時の FLUX_DIV は，07 時の RA
と対応が良かった．一方，PWVdev.6hr. は 20 日

01時に 10mm 増大した領域が瀬戸内東部に見ら

れ，その後北東に広がり，04～ 07時は兵庫県か

ら京都府にかけて PWVdev.6hr. の増大域となって

いた．

　第 3.3.3.7 図から，京都府での強雨発現時間

の 4 時間程度前から PWVdev.6hr. を用いて，近

畿地方の水蒸気量の増大が確認でき，あわせて

FLUX_DIV で極大域が表現されれば，強雨発生

のポテンシャルが高まっていることを意識するこ

とができると考えられる．

謝辞

　気象研究所小司主任研究官より，国土地理院

GPS 連続観測網から解析した GPS 可降水量デー

タ（5分値）を提供していただいた．

第 3.3.3.5図　地上天気図（2008年 9月 21日 09時）
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第 3.3.3.7図　解析雨量と GPS 可降水量データの各分布図（2008年 9月 21日）

　　　　　　（a：RA　b：GPSPWV　c：FLUX_DIV　d：PWVdev.6hr.）

3.3.3.1　大阪管区気象台の調査結果

　大阪管区気象台の調査結果から，2008年 9月 5
日及び 9月 21日に事例について，「可降水量フラ

ックスの収束・発散」及び「6時間前からの偏差」

の有効性が示唆された．また，上空の南西風の影

響により，強雨域は「可降水量フラックスの収束

域」の風下側に表れていた．

3.3.4　名古屋地方気象台の調査事例のまとめ

　名古屋地方気象台の調査結果から，「毎時大気

解析による可降水量フラックスの収束・発散」，「ア

メダスによる可降水量フラックスの収束・発散」，

及び，「6時間前からの偏差」は強雨発生の前兆

把握と強雨衰弱の判断として利用できる可能性が

ある．ただし，強雨発生の前兆と衰弱の判断をす

る際には，複数の指標を用いて総合的に判断する

こと，及び数値予報モデルとの対比も実施する必

要がある．
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3.4　GPS 可降水量データの今後の利用＊

　各管区等から，GPS 可降水量の利用の現状が

報告され，次のとおり要約される．

①事例調査での利用

　東京管区・大阪管区では，地方共同研究に関

連して事例解析に GPS 可降水量を利用している．

その他の管区等においても一部の調査研究に利用

されているが，今後も事例解析を積み重ねること

が重要である．

②実況監視での利用

　一部の管区等で実況監視の手段の一つとして

GPS 可降水量を利用している．強雨との対応が

良くない場合があり，予報作業の一部として利用

するためには，GPS 可降水量データから強雨の

ポテンシャルを量的に示すことが必要である．

　以上の利用の現状から，入校研修における GPS
可降水量関連の授業の継続・拡充及び研修報告に

よる普及，GPS 可降水量に関する技術指導など

を通して，GPS 可降水量のデータと利用ツール

に関する理解を深めることが必要であると要約さ

れる．

　また，GPS 可降水量データを有効に利用する

ため，過去データとリアルタイムデータについて

以下の課題と計画をまとめた．

①過去データを用いた調査研究等への利用拡大と

「降水域監視強化情報（仮称）」への利用

　調査研究等への利用を拡大するため，可降水量

データとツールに関する理解と知識の普及及び長

期間データの蓄積が必要である．このため，GPS
可降水量に関して，講義と演習を含めた研修や談

話会開催，相談窓口の設置，利用ツールの改善，

データの蓄積などが必要である．

　「降水域監視強化情報（仮称）」への利用につい

ては，長期間データと技術開発が必要である．デ

ータの蓄積は平成 20年 7月から開始されており，

今後も継続する必要がある．また，技術開発は，

GPS 可降水量の利用者である予報部と協力して

進めることが重要である．

②リアルタイムデータの有効利用

　数値予報モデルと毎時大気解析への利用及び実

況監視へ有効利用することが期待される．このた

め，GPS可降水量データの即時性を高めること（現

行 30分後→ 15分後程度），及び提供時間間隔を

短縮すること（現行 1時間ごと→ 30分ごと）が

考えられる．

＊ 水野　量（観測部観測課，現　計画課）
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4.　気象観測に関する最近の動向

　この章では，本検討会で紹介された「ウィンド

プロファイラ観測の 10分配信について」，「国土

交通省河川局 X-band レーダーの設置計画につい

て」，「昼間の赤外 3.8μ m 観測データを用いた発

達する対流雲域の解析」を解説する．

4.1　ウィンドプロファイラデータの 10 分配信

について＊

　気象庁は，豪雨・豪雪などの局地的災害をもた

らす現象に対する監視・予報業務を強化するた

め，2001 年 4 月に「局地的気象監視システム：

WINDAS」の運用を開始した．現在，WINDAS
では，本庁にある中央監視局において全国 31か
所の観測局から 10 分平均値を 1 時間に 1 回，6
個をまとめて収集し，必要な品質管理を行った後，

COSMETS へ配信している．

　WINDAS は整備後 7年を経過し，その間に国

内基盤通信網の整備や計算機処理能力の向上を背

景として，観測データを 10分ごとに収集するこ

とが技術的に可能となった．

　平成 20年度第二次補正予算により機能向上が

認められたことから，各観測局のデータ処理装置

及び中央監視局の処理装置を更新する．また，観

測データを 10分ごとに収集するとともに，上空

の詳細な風の実況を 10分ごとに提供するようプ

ログラムの改修とデータの集配信システム（高層

風分析システム）を整備する．同システムは平成

22年 3月 1日の運用開始を計画している．また，

注意報・警報などの防災情報の高度化に寄与する．

　今回の機能向上では，観測データの取得率向上

のため，品質管理手法の改善も行う．その一例を

紹介する．

　WINDAS では，観測によって得られるビーム

方向の大気エコーのスペクトルデータに非線形最

小二乗法を用いて，ガウス関数を当てはめること

により，ドップラー速度，エコー強度（S/N 比），

スペクトル幅という大気パラメータを検出してい

る．非線形最小二乗法を実行するには，適当な解

の初期値を用意する必要がある．初期値算出には，

前 5分間のスペクトルデータを用いるため，風速

の時間変化の大きい場合には，適切な初期値が与

えられず，大気パラメータを検出することができ

ない．このため初期値作成のアルゴリズムを改善

し，取得率の向上を図る．具体的な変更点は省略

するが，改善後のアルゴリズムを用いてシミュレ

ーションを行った結果を第 4.1.1図に示す．改善

後には，現行アルゴリズムが苦手としている時間

的・空間的に急変するような大気エコーから，よ

り多くの風ベクトルの情報を算出することができ

るようになる．

＊ 中里　好幸（観測部観測課）

第 4.1.1図　観測データによるシミュレーション結果

　　　　　　　　左：現行　右：改善後
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4.2　国土交通省河川局 X-band レーダーの設置

計画について＊

4.2.1　河川局における局地的豪雨対策の検討

　平成 20年の夏に局地的な大雨により人的被害

が多発したことから，「中小河川における急激な

水位の上昇に伴う洪水における河川管理上の課

題」を明確にし，今後の対応方策の検討が必要と

なった．これにより，平成 20年 9月 24日に国土

交通省河川局は「中小河川における局地的豪雨対

策 WG」を設置し，気象庁からは予報部業務課気

象防災情報調整官が委員として参加している．

　また，既存レーダー網の更なる活用，X バンド

レーダーの導入による局地的な大雨や集中豪雨の

監視や予測の強化，C バンドレーダーと X バン

ドレーダーの役割分担・連携性等，河川管理にお

けるレーダーの活用や運用についても検討が必要

となり，河川局は平成 20年 12月 3日に「レーダ

ー活用による河川情報高度化検討会」を設置し，

気象庁からは X バンドレーダー分科会に気象研

究所気象衛星・観測システム研究部長が委員とし

て参加している．

4.2.2　河川局における降雨・河川水位の監視

強化，予測の高度化計画（平成 20 年度補

正予算）

　平成 20年度補正予算により，C バンドレーダ

ー網による観測とあわせて，局地的な大雨や集中

豪雨により大きな被害が想定される三大都市圏等

に，河川局は高解像度の気象レーダー（X バンド

マルチパラメータレーダー）を整備し，豪雨の実

況監視を強化するとともに，関係機関と連携し局

地的な大雨や集中豪雨の発達・移動過程も踏まえ

た早期の洪水予測手法を検討，確立を目指す計画

を進めている．

　X バンドマルチパラメータレーダーの整備が計

画されている地域は，第 4.2.1図に示す関東，東海，

近畿，北陸の 4地域である．同一地域内には複数（2
～ 4基）のレーダーが配置される計画であり，そ

のイメージを第 4.2.2図に示す．

＊ 須田　良久（観測部観測課）

第 4.2.1図　X バンドレーダ配置予定エリア

（国土交通省河川局 HP 掲載の中小河川における局地

的豪雨対策 WG 資料から転載，

http://www6.river.go.jp/riverhp_viewer/entry/y2008ea3d6e
91cc34ec2e6723b7c728a7578efe2a1adc9.html，参照 2009
年 1月 14日）

第 4.2.2図　X バンドレーダの配置イメージ

（国土交通省河川局 HP 掲載の中小河川における局地

的豪雨対策 WG 資料から転載，

http://www6.river.go.jp/riverhp_viewer/entry/y2008ea3d6e
91cc34ec2e6723b7c728a7578efe2a1adc9.html，参照 2009
年 1月 14日）
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4.2.3　マルチパラメータレーダーとは

4.2.3.1　レーダーのタイプと得られる情報

　通常のレーダーは，降水粒子からの反射因子の

みを観測するレーダーである．降水強度への換算

には単一の Z － R 関係を用いているため，降水

強度に誤差が生じやすいという欠点がある（降水

強度の推定に限界）．

　ドップラーレーダーは，降水強度の観測に加え

て反射波の周波数変化からドップラー速度を観測

するレーダーである．

　さらにマルチパラメータレーダーは，反射因

子，ドップラー速度に加え，水平と垂直の二種類

の偏波（二重偏波）を利用することにより降水強

度に関する複数の観測パラメータが得られるレー

ダーである（二重偏波レーダーともいう）．同時

に 2個以上の観測パラメータを測定することによ

り，降水強度の推定精度が向上するという利点が

ある．

　第 4.2.3図に，レーダーのタイプと得られる情

報について示す．

4.2.3.2　マルチパラメータレーダーによる降

水強度推定の原理

　マルチパラメータレーダーによる降水強度推定

の原理は，第 4.2.4図に示すように雨が強くなる

と雨滴の形状が球形から扁平な形になるという事

第 4.2.3図　レーダーのタイプと得られる情報

（防災科学研究所 HP から転載，

http://www.bosai.go.jp/kiban/radar/index.htm，参照 2009
年 1月 14日）

第 4.2.4図　雨滴の大きさと形状の変化

（防災科学研究所 HP から転載，

http://www.bosai.go.jp/kiban/radar/index.htm，参照 2009年 1月 14日）

第 4.2.5図　水平偏波と垂直偏波

（防災科学研究所 HP から転載，

http://www.bosai.go.jp/kiban/radar/index.htm，参照 2009年 1月 14日）

実に基づいている．従来の気象レーダーは一つの

偏波（水平偏波）を使うのに対して，第 4.2.5図
に示すようにマルチパラメータレーダーでは二重

偏波を利用することで，降水粒子の形態（雨，雪）

判別や，粒径分布に関する情報を得ることが可能

となる．このため，従来のレーダーに比べより正

確な降水強度を求めることができる．
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4.2.3.3　マルチパラメータレーダーで得られ

る主な観測パラメータ

① ZDR：反射因子差

　水平偏波と垂直偏波のレーダー反射因子の差を

求めたものである．水平及び垂直偏波に対する粒

子形状，すなわち降水粒子の縦横比に依存する観

測パラメータであり，降水粒子の形態判別や粒径

分布に関する情報を得ることができる．

②φ DP：偏波間位相差

　水平偏波と垂直偏波のそれぞれについて，レー

ダーと対象目標間の往復の位相変化の差を求めた

もので，粒径の大きい雨滴のような偏平粒子では，

水平偏波による位相遅れが，垂直偏波の場合に比

べて大きくなる．

③ KDP：比偏波間位相差（伝搬位相差変化率）

　偏波間位相差（φ DP）の距離に対する変化率と

して求められ，降水強度と関係を持つ有効な観測

パラメータとして注目されている．ZDR と異なり，

受信信号の振幅に左右されず，途中経路上での電

波の減衰によって定量性が損なわれない利点があ

り，より正確な雨量強度を求めることができる．

4.2.3.4　新たな手法（R-KDP 法）とその有効性

　これまでの気象レーダーでは，反射因子（ZH）

から降水強度を推定する方法（いわゆる，Z-R 関

係を用いた R-ZH 法）が一般的に用いられてきた．

しかし，この方法は雨滴の粒径分布の変動に敏感

であるために，推定降水強度には大きな誤差が生

じることが知られている．

　これに対して，比偏波間位相差（伝搬位

相 差 変 化 率 ） を 用 い た R-KDP 法（Bringi and 
Chandrasekar，2001）は，雨滴の粒径分布の変動

にさほど敏感ではないという特徴がある．

　第 4.2.6図の a に実測された雨滴粒径分布から

シミュレーションにより求めた R-ZH 関係を，b
に実測された雨滴粒径分布からシミュレーション

により求めた R-KDP 関係を示す．また，第 4.2.7
図の a に R-ZH 関係から求めた降水強度と実際の

降水強度との比較を，b に R-KDP 法から求めた降

水強度と実際の降雨強度との比較を示す．

　いずれも R-ZH 関係を用いた降水強度の推定に

当たっては，降水強度に大きなばらつきがあるの

第 4.2.6図　（a）実測された雨滴粒径分布からシミュ

レーションにより求めた R-ZH 関係，（b）
実測された雨滴粒径分布からシミュレーシ

ョンにより求めた R-KDP 関係

（防災科学研究所 HP から転載，

http://www.bosai.go.jp/kiban/radar/index.htm，参照 2009
年 1月 14日）

第 4.2.7図　（a）R-ZH 法から求めた降雨強度（縦軸）

と実際の降雨強度（横軸）との比較，（b）
R-KDP 法から求めた降雨強度と実際の降雨

強度との比較

（防災科学研究所 HP から転載，

http://www.bosai.go.jp/kiban/radar/index.htm，参照 2009
年 1月 14日）

に対して，R-KDP 関係を用いた降水強度の推定に

当たっては，そのばらつきが小さく降水強度の推

定精度が大きく向上している．
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4.3　昼間の赤外 3.8 μ m 観測データを用いた

発達する対流雲域の解析＊

4.3.1　はじめに

　気象衛星センターでは，MTSAT に新たに搭

載された「赤外 3.8 μ m 帯チャンネル（以下，

3.8 μ m と略す）」で観測された画像を用いた

雲解析手法の開発を行っている．特に夜間の

3.8μ m 画像は，昼間の可視画像の代替として，

夜間の霧・下層雲域の識別に有効であることが確

認され，利用技術が確立されている（気象衛星セ

ンター，2005）．
　一方，昼間においては，第 4.3.1図に示すように，

3.8μ m で観測される波長域は，観測対象となる

雲域の地球放射（赤外域）に加えて，太陽放射（可

視域）の散乱にも感度があるため，昼間は見かけ

上，赤外画像と可視画像を合成したような画像が

観測されることになる．

　本報告では，昼間の 3.8μ m 画像の特性につい

て調査するとともに，得られた知見を発達する対

流雲域のモニタリングに応用すべく，日本付近の

夏季と冬季の典型的な雲の事例に対して，従来の

主観的な解析手法に加えて，放射シミュレーショ

ン技術を用いた客観的な解析を行った．

4.3.2　調査事例の概要

　本調査で用いた事例は，夏季の積乱雲と，冬季

の寒気移流に伴う筋状雲（以下，寒気移流雲と略

す）の 2例である．

事例 1　2008 年 8 月 11 日に九州西海上で観測さ

れた積乱雲

　2008 年 8 月 11 日に MTSAT-2 による日本付近

の小領域高頻度観測（撮像時間間隔 5分）が行わ

れた．当日の日本列島は高気圧に覆われていたが，

南西諸島付近の東シナ海には熱帯低気圧があり九

州付近は不安定な大気状態であった（第 4.3.2図）．

このような状況下で九州の西海上で急速に発達す

る積乱雲を捕えることができた．

　注目する積乱雲が発生した海上は上層雲に覆わ

れており，積乱雲の雲頂は上層雲よりも高い高

度まで発達した．衛星画像において上層雲とそ

の上層雲より高い雲頂を持つ積乱雲とを区別す

るために，「赤外 10.8μ m 帯チャンネル（以下，

10.8 μ m と略す）」の輝度温度 210K を「閾値」

として，それより冷たい温度部分を積乱雲の雲頂

部，それより暖かい温度部分を上層雲として積乱

＊ 操野　年之（気象衛星センターデータ処理部システム管理課，現　気象衛星課），

  毛利　浩樹（気象衛星センターデータ処理部解析課，現　内閣官房内閣情報調査室内閣衛星情報センター分析部），

  奥山　新（気象衛星センターデータ処理部システム管理課）

第 4.3.1図　太陽放射，地球放射と 3.8μ m 応答関数

　太陽放射（赤実線）は 6000K，地球放射（緑実線）

は 300K で計算しており，左の縦軸に対応する．地球

放射は大気の吸収は無視している．応答関数（青実線）

は MTSAT-1R のもので 1に規格化されており，右の

縦軸に対応する． 第 4.3.2図　地上天気図　2008年 8月 11日 9時（JST) 
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雲を抽出した（第 4.3.3図（a），（b））．このよう

にして得られた積乱雲雲頂部の 10.8μ m 平均輝

度温度と 3.8μ m 平均輝度温度を第 4.3.4図に示

す．なお，第 4.3.4図の時刻は，衛星画像で積乱

雲が上層雲を越えた時刻である 02:42UTC を起点

としている．

　10.8 μ m 輝度温度は 03:27UTC にかけて低下

しているので，02:42～ 03:27にかけて積乱雲が

発達したとみられる．03:27UTC に約 200K まで

輝度温度が低下した後は 10.8μ m 輝度温度の低

下傾向は見られなくなった．これは 00UTC の福

岡の高層観測（第 4.3.5図）において観測された

圏界面温度 -76.1℃（197.05K）に近い温度である

ことから，この時，積乱雲の雲頂は圏界面にまで

達したと考えられる．また，同時刻の可視画像で

は，積乱雲の雲頂部分に，陰影の明瞭な盛り上が

った部分（第 4.3.6図（a））が識別され，雲頂の

一部は圏界面をオーバー・シュートして下部成層

圏にまで発達している可能性を示唆している．

　一方，3.8μ m 平均輝度温度は，積乱雲が発達

過程にあったとみられる 02:42～ 03:27UTC にか

けて逆に，約 260K から約 265K まで 5K 程度上

昇している（画像上は周辺よりも暗く表現され

る）．雲頂温度自体は 10.8μ m 輝度温度に示され

るように積乱雲が発達している間は低下している

ので，その間の 3.8μ m 平均輝度温度の上昇は太

陽光の散乱の増加によるものと考えられる．この

「暗化」現象は，10.8μ m と 3.8μ m の輝度温度

差の差分画像（第 4.3.6図（b））でより明瞭に識

別され，積乱雲の発達を定量的に把握する指標と

しての利用の可能性がある．

第 4.3.3（a）図　10.8μ m 赤外画像

　九州の西海上で発達中の積乱雲．

第 4.3.3（b）図　（a）の A-A‘線における輝度温度断

面図

　赤線の 210K を閾値にしている．

第 4.3.4図　積乱雲雲頂部の輝度温度の時間変化

　横軸は観測時間（UTC）．
　左の縦軸は 10.8μ m 輝度温度で赤い実線に対応．

　右の縦軸は 3.8μ m 輝度温度で青い実線に対応して

いる．
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第 4.3.5図　福岡（47807）高層観測結果　2008年 8月 11日 00UTC
　左図：エマグラム（観測システム運用室高層気象観測イントラネットホームページより）

　右表：圏界面データ（気象庁ホームページより）

第 4.3.6（a）図　可視画像　03:27UTC 
　カリフラワー状の Cb 雲頂部中央にさらに盛り上が

った部分がある（赤い矢印）．

第 4.3.6（b）図　3.8μ m 差分画像　03:27UTC
　（a）で示される盛り上がった部分は暗く見える（赤

い矢印）．



測　候　時　報　77.1-3　2010

－ 108－－ 108－

事例 2　2008 年 12 月 26 日の日本海で観測された

寒気移流雲

　日本付近は冬型の気圧配置となり（第 4.3.7図
（a）），日本海で明瞭な寒気移流雲が観測された

03UTC の観測において，可視画像（第 4.3.7図（b））
では日本海一面に反射輝度の強い「筋状の対流雲

のセル」が分布している．また，10.8μ m 画像（第

4.3.7図（c））から，この寒気移流雲の雲頂の観

測輝度温度は，若狭湾を指向するやや組織化され

た雲列域も含め約 255K ～ 260K（後述の第 4.3.8
図（b））で，推定された雲頂高度はほぼ一定なこ

とがわかる．なお観測輝度温度の255K～260Kは，

26日の 00UTC の輪島の高層観測（後述の第 4.3.8
図（c））から約 700hPa 付近の特異点に対応して

いる．以上のことから，可視画像及び 10.8μ m
画像からは寒気移流雲の発達の程度を定量的に把

握することは困難であり，実際，現業的には筋状

雲の外観（テクスチャ）の変化から発達の度合い

を主観的に推定している．

　一方，同じ時刻の 3.8μ m 画像（第 4.3.7図（d））
では，観測された輝度温度のコントラストが明

瞭で，輝度温度の低い（明るい）雲列が識別で

き，かつ，この明るい部分がレーダーエコー強度

（第 4.3.7図（e））とよく対応していることが確認

できる．第 4.3.8 図（b）は，第 4.3.8 図（a）の

A-A’線上の 10.8 μ m 輝度温度，3.8 μ m 輝度

温度，レーダー雨量強度である．10.8μ m 輝度

第 4.3.7（a）図　　地上天気図　2008年 12月 26日
9時（JST）

第 4.3.7（b） 図　　2008 年 12 月 26 日 03UTC
　可視画像

第 4.3.7（c） 図　　2008 年 12 月 26 日 03UTC
　10.8μ m 画像 

第 4.3.7（d） 図　　2008 年 12 月 26 日 03UTC
　3.8μ m 画像
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温度 255K ～ 260K が筋状雲の雲頂部分に対応し

ており，前述のとおり A-A’線上の東経 134度以

東の雲頂温度はほぼ一定である．一方，3.8μ m
輝度温度は 10.8 μ m 輝度温度に比べて変動が

大きく，10.8μ m で同じ雲頂温度の筋状雲でも

3.8 μ m 輝度温度では 20K ～ 25K 程度低く観測

されるものがあり，その雲域はレーダー雨量強度

が 0mm/h を超える所，つまりレーダーエコーが

観測された所と対応している．

　以上の 2事例で示したように，日中の 3.8μ m

第 4.3.7（e） 図　　2008 年 12 月 26 日 03UTC　
　3.8μ m 画像にレーダーエコー

を重ねたもの．

第 4.3.8（a）図　 2008 年 12 月 26 日 03UTC　
3.8μ m 画像

　第 4.3.8図（b）の断面図で用いる AA’線を

示す．

第 4.3.8（b）図　　輝度温度とレーダー雨量強度

　第 4.3.8図（a）の AA‘線における 10.8μ m（IR1），3.8μ m（IR4) 輝度温度と

レーダー雨量強度を示す．横軸は緯度で，A は西側（図では左側），A‘は東側（図

では右側）になる．左の縦軸は輝度温度で 10.8μ m と 3.8μ m に対応している．

雲頂を把握するため上の方ほど輝度温度を低く表示している．右の縦軸はレーダー

の雨量強度を示す．
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輝度温度は 10.8μ m 輝度温度とは異なる振る舞

いをすることが確認された．この原因としては，

3.8μ m では雲が射出する赤外放射と同時に太陽

放射の散乱成分を観測するためであると考えられ

るが，可視域の散乱の程度は，雲を構成する雲粒

の相（水滴 / 氷晶）及び粒径サイズ，さらに氷晶

の場合は形状に大きく依存することが報告されて

おり（NOAA/NESDIS，CIRA），次節では放射モ

デルを用いたシミュレーションにより検証を行

う．
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4.3.3　放射モデルによるシミュレーション

4.3.3.1　放射伝達計算について

　前節で示した事例について，衛星で観測され

た 3.8μ m 輝度温度から雲の状態を推定するた

め，放射伝達計算によるシミュレーションを試み

た．なお，シミュレーションに用いた放射伝達コ

ードは，東京大学気候システム研究センターに

て開発された RSTAR シリーズの最新版である，

RSTAR6B を 用 い る．RSTAR6B は Nakajima and 
Tanaka（1988）のアルゴリズムを用いており，衛

星センサの応答関数，衛星と太陽の位置，地表面

状態，大気状態を入力することにより，可視域か

ら赤外域までをカバーする 0.2 μ m ～ 200 μ m
波長帯における放射輝度を計算することができ

る．

　大気中の気体による吸収過程の計算には，厳密

なライン・バイ・ライン計算に準じる精度を持ち

ながら，高速な計算が可能な k- 分布法を採用し

ている．気体の吸収パラメータには HITRAN2004
（Rothman et al.，2004） を 利 用 し て い る． 大

気中の粒子による散乱・吸収パラメータには

d'Almeida et al.（1991）の値を利用している．地

表が海面の場合，その反射率を海面風速に基づき

計算するパッケージも含む．

4.3.3.2　事例 1の放射シミュレーション

　事例 1において 3.8μ m の輝度温度が約 260K
から約 265K まで 5K 程度上昇した原因について

検証する．発達した積乱雲の雲頂からは，成層圏

下層に向けた水蒸気の放出がなされているとの報

告がある（Ackerman，1995）．
　なお，本稿とは直接関係はないが，「赤外

6.7μ m 帯チャンネル（以下，6.7μ m と略す）」

についても補足しておく．6.7μ m は，圏界面ま

で達した積乱雲の雲頂からの赤外放射に加えて下

部成層圏に注入された水蒸気からの赤外放射も

併せて観測することから，圏界面を境として気

温の鉛直プロファイルが逆転することが要因と

なり，結果的に観測される 6.7 μ m 輝度温度は

10.8μ m 輝度温度よりも数 K 程度高くなる．こ

第 4.3.8（c）図　　2008年 12月 26日 00UTC　輪島高層観測結果

　左のエマグラムにおいて，雲頂は露点差が急速に大きくなる 700hPa 付近に相当するとみられ，

右図の気温湿度データからも 717.5hPa と 705.5hPa の特異点として記録されている．

　左図：観測システム運用室高層気象観測イントラネットホームページより引用

　右図：気象庁ホームページより引用
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第 4.3.1表　事例 1の放射伝達計算入力条件

　なお，RSTAR は海上風速をもとに海面の反射率を算出する機能を有しており，計算も風速 1m/
sec を仮定して海上で行った．ただし積乱雲が十分に発達した条件下では海面の特性はほとんど結

果には影響しない．

第 4.3.9図　発達した積乱雲の雲頂に粒径の小さな氷粒子層の存在を仮定した場合の放射伝達計算

結果．

　横軸に氷粒子層の光学的厚さ，縦軸に放射伝達計算によって得られた放射輝度を，MTSAT-2　
IMAGER の応答関数を考慮して輝度温度に換算して示した．点線は氷粒子の層が存在しない場合

である．雲頂温度が約 200K であるのに対し，氷粒子の層が無い場合でも観測される輝度温度は

280K と算出されていることからも，観測されるエネルギーの大部分は散乱成分に起因するもので

あることがわかる．

の特性を利用して，6.7μ m と 10.8 μ m との輝

度温度差は，対流雲の発達の度合い，あるいは圏

界面まで達した積乱雲の識別に利用されている．

　本事例の積乱雲の雲頂温度は約 200K であるこ

とから，下部成層圏に注入された水蒸気は過飽和

状態の水蒸気として存在するだけではなく，一部

は凝結して微細な氷粒子となって積乱雲雲頂付近

に滞留していることが想定される．そこで放射シ

ミュレーションでは，十分に発達した積乱雲雲頂

に粒径の小さな氷粒子層の存在を仮定し，放射伝

達計算を行った．入力条件を第 4.3.1 表に示す．

特に積乱雲上の氷粒子の層については，粒径が十

分に小さく，光学的厚さが比較的小さい場合につ

いて，いくつかのパラメータを想定した．結果を

第 4.3.9図に示す．粒径と，氷粒子層の光学的厚

さに任意性があるが，積乱雲のみが存在する場合

に比べて高い輝度温度が観測され得ることがわか

る．例えば，氷粒子層を構成する氷粒子の粒径

分布が半径 2μ m をモードとする対数正規分布，

光学的厚さが 1（薄い氷粒子層）であると仮定し

た場合，積乱雲のみが存在する場合に比べて観測

輝度温度が約 8.0K 上昇する．実際に観測された

上昇温度幅はたかだか 5K 程度であることから，

積乱雲の発達過程で，粒径の小さな氷粒子の層が

積乱雲上に発生したと考えれば十分説明できる．
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第 4.3.2表　事例 2の放射伝達計算入力条件

4.3.3.3　事例 2の放射シミュレーション

　事例 2は，事例 1と異なり，発達した対流雲の

雲頂は圏界面に達していないため，10.8μ m と

3.8μ m の観測輝度温度の差（約 20K ～ 25K）は，

雲頂部の雲粒子の放射特性の違いに起因すると考

えられる．同日の夜間の観測では，昼間から持続

している寒気移流雲の雲頂部の観測輝度温度は

10.8μ m と 3.8μ m とでほぼ一致している（約

255K ～ 260K）ことから，雲頂部の赤外域での射

出率は 10.8μ m と 3.8μ m でほぼ同じであると

考えられる．したがって，この輝度温度差は，雲

を構成する雲粒の相（水滴 / 氷晶）の違い，ある

いは雲粒の大きさの違いによる可視域での放射特

性の違いに起因していると考えられる．以上のこ

とから，第 4.3.2表に示した条件で放射シミュレ

ーションを行った．

第 4.3.10図　寒気移流雲として水滴及び氷粒子を仮定した場合の放射伝達計算結果

　横軸に氷粒子の有効半径，縦軸に放射伝達計算によって得られた放射輝度を，

MTSAT-1R イメージャの応答関数を考慮して輝度温度に換算して示した．粒径及び水

滴・氷粒子の違いによって，観測され得る輝度温度に大きな違いがあることがわかる．

　10.8 μ m で観測された雲頂温度が 255K ～

260K であることから，この条件下での雲粒は，

氷晶あるいは過冷却状態の水滴の状態で存在して

いると考えられる．

　第 4.3.10図にシミュレーション結果を示す．雲

頂部が半径 20μ m の水滴で構成されていると仮

定すると，可視域の散乱及び赤外域の放射によ

り観測される輝度温度は 295K となる．一方，こ

の水滴が成長して氷晶となった場合を想定して半

径 30μ m の氷粒子で構成されていると仮定する

と，水滴と氷粒子の散乱特性の違いから輝度温度

は 270K となり，雲粒子の相変化及び粒径の変化

により約 25K 輝度温度が低下する．

　実際に観測された 3.8μ m 輝度温度の 295K ～

260K は，雲頂部の雲粒の組成が「水雲」から「氷

雲」へ遷移していることを示唆している．
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4.3.4　今後の課題

　今回の調査から，昼間の 3.8μ m 観測データを

用いることで，対流雲の雲頂部を構成する雲粒の

組成についての情報を取得できることが確認され

た．これにより従来の 10.8μ m 及び 6.7μ m に

加えて昼間の 3.8μ m を組み合わせることで，対

流雲の発達過程について今までよりも定量的な情

報を抽出することが可能となる．

　なお，静止気象衛星による可視・赤外観測では，

対流雲の雲頂部の表層の放射特性を観測している

に過ぎず，対流雲の内部構造については観測でき

ないため，事例 2 で 3.8 μ m 輝度温度が低い対

流雲域とレーダーエコーとの対応が良いことの理

由については言及していない．今後，対流雲の力

学モデルと放射モデルを組み合わせることで，対

流雲の発達過程で対流雲の立体構造・雲粒子の組

成等がどのように変化するかをシミュレーション

し，その時のレーダーエコー強度あるいは放射強

度を推定できる技術が確立できれば，逆にレーダ

ー及び衛星観測から対流雲の構造を推定すること

が可能となる．

　また，可視域の放射シミュレーションの今後の

課題としては，放射伝達計算の精度を向上するた

め，氷粒子の形状として球形ではなく六角柱を用

いるといった非球形粒子モデルの導入等の精緻化

が考えられる．
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